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資料１ 七飯町防災会議条例 

 

昭和３７年１２月２４日 

条例第１７号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第１６条第６項の規定 

に基づき七飯町防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めるこ 

とを目的とする。 

 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1)  七飯町地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。 

(2)  町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3)  前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べることができる。 

(4)  水防法（昭和２４年法律第１９３号)第３３条の水防計画その他水防に関する事項 

を調査審議すること。 

(5)  前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事 

務 

 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は町長をもつて充てる。 

３ 会長は会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は次の各号に掲げる者をもつて充てる。 

(1)  指定地方行政機関の職員のうちから町長が任命する者 

(2)  北海道知事の部内の職員のうちから町長が任命する者 

(3)  北海道警察官のうちから町長が任命する者 

(4)  町長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5)  教育長 

(6)  南渡島消防事務組合消防長、七飯消防署長及び七飯消防団長 

(7)  指定公共機関又は指定地方公共機関の職員及び公共的団体の代表者のうちから町 

長が任命する者 

(8) その他町長が必要と認める者 

６ 前項の委員の定数は、２０人以内とする。 

７ 第５項第７号の委員の任期は２年とする。ただし委員が欠けた場合における補欠の委 

員の任期は、その前任者の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 
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（専門委員） 

第４条 防災会議は専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、北海道の職員、町の職員、関係指定公共機関 

の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから町長が任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な 

事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和５５年９月２９日条例第１６号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１０年９月１７日条例第３２号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１２年３月１７日条例第２９号) 

この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則(平成２４年９月１８日条例第３０号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料１－１ 七飯町防災会議運営要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、七飯町防災会議条例（昭和３７年条例第１７条）第５条の規定に基 

づき、七飯町防災会議（以下「防災会議」という。）の議事その他運営に関し必要な事 

項を定めるものとする。 

  

（会議） 

第２条 防災会議の会議は、会長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 防災会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 防災会議は、特に必要があると認めるときは、防災会議の関係者に対し、出席を求め 

て意見を聞くことができる。 

４ 防災会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長が決するとこ 

ろによる。 

  

（代理出席） 

第３条 委員はやむを得ない事情により防災会議に出席できないときは、当該委員が委任 

する代理人を出席させることができる。この場合において、防災会議の会議に出席する 

代理者は、委員と見なす。 

  

(専決) 

第４条 会長は、次のいずれかに該当するときは、防災会議が決定する事項について、防 

災会議に代わって当該事項を専決することができる。 

 (1) 防災会議の会議を招集する時間的余裕がないとき、又はやむを得ない事情により防 

災会議の会議を招集することができないとき。 

 (2) 防災会議の権限に属する軽易な事項で、防災会議で指定したものであるとき。 

２ 会長は、前項の規定により専決したときは、当該専決に係る事項について、次の防災 

会議の会議に報告しなければならない。 

 

（庶務） 

第５条 防災会議の庶務は、総務部総務財政課において処理する。 

   

(委任) 

第６条 この要綱に定めるもののほか、防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防災 

会議に諮って定める。 

 附則 

この要綱は、平成１３年３月１５日から施行する。 

 附則 

この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。 



- 4 - 

資料２ 七飯町災害対策本部条例 

 

昭和３７年１２月２４日 

条例第１８号 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２３条の２第８項 

の規定に基づき、七飯町災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定 

めることを目的とする。 

 

（組織） 

第２条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は本部の事務を総括し、所属の職員 

を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。）は本部長を補佐し、本部長に事故が 

あるときは、その職務を代理する。 

３ 災害対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、本部の事務に従事 

する。 

 

（部） 

第３条 本部長は、必要と認めるときは本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

（現地災害対策本部） 

第４条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長、現地災害対策本部員その他の職員を置 

き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者をもって充てる。 

２ 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

 

（補則） 

第５条 前各条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は本部長が定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１０年９月１７日条例第３３号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１３年３月１９日条例第１３号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成２４年９月１８日条例第３１号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料３ 災害の概要 

１ 大雨、暴風雨、地震等 

災害発生年次 種 別 被  害  状  況 

１８３３年(天保４年) 冷 害 夏の氷雨と東風のため凶作 

１９５４年(昭和２９年) 

９月２６日 

台 風 

(１５号) 

風速４０ｍを越え、家屋全壊１２０戸、半壊６５

戸その他中小被害全戸数の半数に及び、農林関係

被害４億円に及ぶ 

１９６２年(昭和３７年) 
台 風 

(８、９号) 
大川流域氾濫、被害１億３千万円に及ぶ 

１９８５年(昭和６０年) 

９月１日 

台 風 

(１３号) 
農作物被害８５ha 

１９８５年(昭和６０年) 

１０月１３日 
大 雨 床下浸水７棟、河川被害３箇所 

１９８６年(昭和６１年) 

９月３日～９月４日 
大 雨 

床下浸水２棟、農業用施設被害１箇所、河川被害

１２箇所 

１９８７年(昭和６２年) 

５月４日～５月５日 
暴風雨 農業被害 

１９８７年(昭和６２年) 

８月３１日～９月１日 
暴風雨 住家一部破損１棟、農作物被害５８４ha 

１９８８年(昭和６３年)  

８月２４日～８月２７日 
大 雨 河川被害６箇所 

１９９０年(平成２年) 

８月７日 
大 雨 土木被害４箇所 

１９９０年(平成２年)  

１１月３０日～１２月１日 
強 風 

住家一部破損３棟、農業被害、文教施設被害１箇

所 

１９９１年(平成３年)   

８月２１日～８月２２日 
大 雨 土木被害１箇所 

１９９１年(平成３年)   

８月３０日～８月３１日 
大 雨 床下浸水１箇所、土木被害１箇所 

１９９１年(平成３年) 

１０月１５日 
大 雨 

床上浸水２棟、床下浸水３８棟、農業被害、土木

被害６箇所 

１９９２年(平成４年) 

８月２８日 
大 雨 床下浸水 10箇所 

１９９２年(平成４年)  

９月２４日～９月２６日 

台 風 

(１９号) 
床下浸水１棟、農業被害、土木被害６箇所 

１９９３年(平成５年)  

６月２日～６月６日 
豪 雨 商工被害１箇所 
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災害発生年次 種 別 被  害  状  況 

１９９３年(平成５年) 

７月１２日 

地 震 

(北海道南西沖地震) 

住家半壊１４棟・一部破損１８棟、非住家半壊３

棟、農作物被害５ha、農業施設被害９箇所、営農

施設被害３箇所、道路被害２３箇所、河川被害２

箇所、水道施設被害１箇所、ごみ処理施設被害１

箇所、商工被害１７箇所、公立文教被害３箇所、

公共下水道施設２箇所 

１９９４年(平成６年) 

７月４日～７月５日 
豪 雨 土木被害２箇所 

１９９４年(平成６年) 

１０月４日 

地 震 

(北海道東方沖地震) 
病院施設被害１箇所 

１９９５年(平成７年) 

８月２０日～８月２８日 
大 雨 

床下浸水１３箇所、農業用施設被害１箇所、河川

被害１６箇所 

１９９６年(平成８年) 

８月１５日～８月１６日 

台 風 

(１２号) 
河川被害２箇所、道路被害１箇所 

１９９７年(平成９年)  

８月３日～８月１４日 
大 雨 

床上浸水１棟、床下浸水２棟、非住家全壊２棟、

農業施設被害２箇所、河川被害１２箇所、道路被

害１箇所 

１９９８年(平成１０年) 

５月２日 
大 雨 

床下浸水１棟、農業被害、河川被害１１箇所、道

路被害３箇所、林道被害５箇所 

１９９８年(平成１０年) 

６月２０日 
暴 風 

住家一部破損１０棟、非住家全壊１棟・半壊５棟、

農作物被害３０ha、公立文教被害６箇所、公園施

設被害４箇所、街路樹倒木２４本 

１９９８年(平成１０年) 

８月１６日 
大 雨 床下浸水１棟、河川被害１箇所 

１９９８年(平成１０年) 

９月１６日 

台 風 

(５号) 

農作物被害１５３ha、農業用施設被害２７箇所、

河川被害４箇所、道路被害２箇所、ごみ処理施設

１箇所、その他 

１９９８年(平成１０年)   

９月２２日～９月２３日 

台 風 

(７号) 

床上浸水５棟・床下浸水２５棟、農作物被害６ha、

農業用施設被害２箇所、河川被害９箇所 

道路被害３箇所、林道被害１箇所、農道被害１１

箇所、農地被害１０箇所 

２０００年(平成１２年) 

１２月２３日 
強 風 

農作物被害（田）0.05ha、農業用施設被害２３箇

所 

２００１年(平成１３年) 

９月１１日 

１０月１日～１０月２日 

台 風 

(１５号) 

住家被害１箇所、農地被害（畑）0.32ha、農作物

被害（畑）0.55ha、農業用施設被害８箇所、営農

施設被害１箇所、河川被害７箇所、道路被害１４

箇所、林道被害１箇所、一般廃棄物処理施設被害

２箇所 

２００２年(平成１４年) 

８月８日～８月１１日 
大 雨 農業用施設被害１箇所、道路被害９箇所 
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災害発生年次 種 別 被  害  状  況 

２００２年(平成１４年)  

１０月１日～１０月２日 
大雨・強風 道路被害２箇所 

２００４年(平成１６年) 

２月２３日 
暴風雪 農作物被害（畑）0.22ha、営農施設被害 3.2ha 

２００４年(平成１６年) 

６月１５日 
落 雷 

健康センターアップル温泉落雷により温泉汲上

ポンプのモーター停止（被害額 1,416 千円（利用

料損失 483 千円含）） 

２００４年(平成１６年) 

８月２０日 

台 風 

（１５号） 

住家被害６棟、農作物被害（田）435ha（畑）

153.16ha、営農施設被害４８４箇所、果樹の樹体

（りんご 200 本）、水道被害１箇所、公立中学校被

害１校２箇所、社会教育施設被害２箇所、社会福

祉施設（公立）被害２箇所、都市施設被害１６箇

所、スポーツ施設５箇所 

２００４年(平成１６年) 

９月８日 

台 風 

（１８号） 

住家被害３１棟、非住家被害３棟、農作物被害

（田）515ha（畑）134.9ha、営農施設被害４４４

箇所、果樹被害 100 本、民有林被害１５箇所、公

立小学校被害５箇所、公立中学校被害２箇所、そ

の他文教施設被害 1箇所、社会教育施設被害５箇

所、社会福祉施設（公立）被害 1箇所、都市施設

被害１箇所、スポーツ施設被害２箇所、庁舎等被

害３箇所、町有林被害 1箇所、その他８箇所 

２００５年(平成１７年) 

９月７日 

台 風 

（１４号） 
農作物被害（田）14ha（畑）35ha 

２００６年(平成１８年) 

１１月９日 
大 雨 道路被害４６箇所（７路線） 

２００７年(平成１９年) 

１月７日 
強 風 道営住宅物置破損１箇所 

２００７年(平成１９年) 

５月２６日 
大 雨 

営農施設被害 1箇所、町営牧場被害 1箇所、道路

被害１箇所 

２００７年(平成１９年) 

７月２８日 
大 雨 

住家被害２１棟、公共建物被害１箇所、農作物被

害（畑）11.6ha、農業用施設被害５１箇所、その

他農業被害２箇所、河川被害１０箇所、道路被害

１２２箇所、林道被害３箇所、社会教育施設被害

１箇所 

２００７年(平成１９年) 

８月９日 
大 雨 畑冠水被害２箇所 

２００７年(平成１９年) 

９月７日 

台 風 

（９号） 

住家被害３棟、農作物被害（畑）71ha、農業用施

設被害１４箇所、営農施設被害１４０箇所、河川

被害５箇所、道路被害３２箇所、公園被害３箇所、

水道被害１箇所、社会教育施設被害５箇所、都市

施設被害３箇所、庁舎等被害６箇所 

２００７年(平成１９年) 

１２月２９日 
大雨・強風 道路被害１箇所、道営住宅被害１箇所 

２００８年(平成２０年)  

２月２４日 
暴風雪 ビニールハウス被害５４棟等 
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災害発生年次 種 別 被  害  状  況 

２００９年(平成２１年)  

４月２５日～４月２６日 
大 雨 営農施設被害１箇所 

２０１０年(平成２２年) 

７月２９日、８月１１日～

１２日、８月２４日 

大 雨 道路被害６３箇所、河川被害６箇所 

２０１０年(平成２２年) 

９月６日～７日 
大 雨 

農作物被害（田）25ha、道路被害３２箇所、河川

被害４箇所 

２０１０年(平成２２年) 

１２月２５日～２６日 
大 雪 

営農施設被害１６０箇所、農作物被害（畑）160ha、

道路被害１０箇所、河川被害６箇所 

２０１１年(平成２３年) 

９月６日 

台 風 

（１２号） 

台 風 

（１３号） 

営農施設被害３箇所、農作物被害（畑）３箇所、

道路被害１０箇所、河川被害６箇所 

２０１２年(平成２４年) 

２月２７日 
大 雪 営農施設被害３３箇所、農作物被害（畑）80ha 

２０１２年(平成２４年) 

９月９日 
大 雨 

住家被害１棟、農作物被害(田)3ha、農業用施設被

害１４箇所、道路被害６１箇所、公園被害１箇所、

林道被害２箇所、社会教育施設被害１箇所 

２０１２年(平成２４年) 

１１月７日 
大 雨 

住家被害１棟、農業用施設被害５箇所、河川被害

３箇所、道路被害２９箇所、公立文教施設被害１

箇所、社会教育施設被害１箇所 

２０１３年（平成２５年） 

８月９日 
大 雨 

農地被害（田）5.3ha（冠水）、農作物被害（畑） 

0.2ha、農業用施設被害１４箇所、河川被害３箇

所、道路被害３１箇所、公園施設被害１箇所 

２０１３年（平成２５年） 

８月１８日 
大 雨 

床下浸水２棟、農地被害（田）3ha（冠水）、農作

物被害（畑）0.2ha、農業用施設被害１２箇所、河

川被害４箇所、道路被害１０箇所、国際セミナー

ハウス落雷被害 

２０１３年（平成２５年） 

８月２０日 
大 雨 

床下浸水６棟、農地被害（田）1ha（冠水）、（畑） 

30ha（流失）、農業用施設被害１箇所、河川被害１

箇所、道路被害１７箇所、都市施設被害１箇所 

２０１３年（平成２５年） 

１０月１６日 

台 風 

（２６号） 

農地被害（畑）0.3ha（冠水）、農作物被害 1.26ha、

営農施設被害８箇所 

２０１４年（平成２６年） 

６月１３日 
暴 風 

住家一部損壊２棟、農業用施設被害１箇所、営農

施設被害４２箇所、道路被害８箇所（倒木）、 

公園被害（倒木）４箇所、公立文教施設２箇所、

社会教育施設被害１箇所、公営住宅物置倒壊等１

１箇所 

２０１４年（平成２６年） 

８月１１日 

台 風 

（１１号） 
公立文教施設被害２箇所 

２０１４年（平成２６年） 

９月９日 

９月１１日 

大 雨 
農業用施設被害９箇所、河川被害１箇所、道路

被害７箇所 
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災害発生年次 現 象 被害状況 

２０１４年（平成２６年） 

９月９日 

９月１１日 

大 雨 
農業用施設被害９箇所、河川被害１箇所、道路被

害７箇所 

２０１５年（平成２７年） 

２月９日～２月１０日 
暴風雪 営農施設被害（ハウス）１棟 

２０１６年（平成２８年） 

４月１７日 
暴 風 

住家一部損壊３件、非住家一部破損６件 

営農施設被害（ハウス、倉庫等）４７件 

農産物被害 野菜 6ha、花卉 16ha 

２０１６年（平成２８年） 

７月３０日 
大 雨 

局地的豪雨により城岱牧場他道路洗掘５箇所 

 

２０１６年（平成２８年） 

８月３０日～８月３１日 

台 風 

（１０号） 
自主避難用避難所開設６カ所（７世帯１２名） 

２０１７年（平成２９年） 

４月１８日 
暴風雨 

住家(被住家含む)一部損壊１件、 

道路被害１１箇所、営農施設(野菜用ほ場)40ha、 

農業用施設７箇所、 

都市施設被害２箇所、社会福祉施設１箇所 

２０１７年（平成２９年） 

９月１８日 

台 風 

（１８号） 

住家一部損壊２件、道路被害６箇所、河川被害 

１箇所、農作物被害 野菜 51ha、水稲 21ha 他 

自主避難用避難所開設６カ所（４世帯６名） 

その他都市施設等被害多数 

２０１７年（平成２９年） 

１０月２３日 

台 風 

（２１号） 
農作物被害 56ha、営農施設被害１件 

２０１８年（平成３０年） 

９月６日 

台 風 

（２１号） 

農業被害（畑・果樹１２４ha、果樹樹体１３

本、畜産施設１３件、営農施設２３件） 

住家被害（一部損壊１棟） 

非住家被害（半壊１棟(物置)） 

公共施設等 １０件 

２０１８年（平成３０年） 

９月７日 

北海道 

胆振東部地震 

七飯町含む道内全域停電（ブラックアウト） 

停電による生乳破棄２６．８ｔ 

２０２２年（令和４年） 

８月８日～１６日 
大 雨 

線状降水帯発生による局地的豪雨 

住家被害(床上浸水１棟、床下浸水１棟) 

蒜沢川越水(蒜沢川４号橋付近) 

町管理河川被害８箇所、 

町道・農道等被害９３箇所 

農地被害(畑)0.3ha(冠水)、河川被害８箇所 

都市施設被害２箇所、農業用施設１箇所 
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２ 火山噴火関係：北海道駒ヶ岳 

災害発生年次 現 象 活動経過・被害状況等 

１６４０年(寛永１７年) 

７月３１日 
大噴火 

７月３１日山鳴りが激しく、昼頃山頂部が一部崩

壊し岩屑なだれが大沼と内浦湾になだれ込み津波

発生、沿岸で７００余名が溺死。山体崩壊と同時に

火砕流発生。山体崩壊後後８月２日まで軽石・火山

灰を激しく噴出、降灰、火砕流が発生。活動は８月

下旬まで続く。出来澗崎形成。大沼、小沼がほぼ現

在の姿となる。 

１６９４年(元禄７年)   

８月２４日 
大噴火 

朝より２６日まで、地震・火山雷を伴う噴火。軽石

降下、火砕流発生。東麓の鹿部漁業センター付近で

厚さ約２００cmの軽石が降下した。 

１７６５年(明和２年) 小噴火？ （古老伝説） 

１８５６年(安政３年) 

９月２５ 
大噴火 

９月２３日から鳴動があり、２５日早朝、山麓で地

震が頻発し、９時頃激しい軽石噴火が始まる。東麓

の鹿部・本別の両地域では厚さ約６０cm の降下軽

石のため死者２名、負傷者多数、１７軒の家屋が焼

失した。南東麓の留の湯では火砕流に襲われ死者

１９～２７名、噴火は当日夕方までにほとんど終

わり、その後約１ヶ月間小噴火が起きる。 

安政火口生成。 

１８８８年(明治２１年) 

４月１４日 
小噴火 （官報、函館新聞） 

１９０５年(明治３８年) 

８月１９日 
小噴火 

８月１７・１８日の両日に鳴動があり１９日朝噴

火。２１～２３日にかけても噴火し、２２日には押

し出し沢で大雨による二次泥流が発生、農作物に

多少の被害があった。 

１９１９年(大正８年) 

６月１７日 
小噴火 

６月１６日に地震（函館測候所１５：５４）、鳴動

あり。１７日に噴火、以降７月２６日まで数回の噴

火。 

１９２２年(大正１１年) 

５月２２日 
小噴火 多少火山活動に異常を呈する程度（詳細不明） 

１９２３年(大正１２) 

２月２７日 

小噴火 

 

午前７時頃突然噴火し、砂原村においては鳴動を

聞き、山麓西方に少量の降灰があった。 

１９２３年(大正１２) 

３月１５日 

小噴火 

 

１４時１０分頃、遠雷のごとき音響を発すると共

に黒煙を上げた。 

１９２４年(大正１３年) 

７月３１日 
小噴火 

８時頃より度々鳴動し、８時３０分頃小爆音と共

に黒煙を上げ、高さ約２５０ｍに達した。 
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災害発生年次 現 象 活動経過・被害状況等 

１９２９年(昭和４年) 

６月１６日～６月１９日  
大噴火 

６月１７日０時３０分頃から噴火が始まり（函館

測候所で、０時２６分頃から約８分間の微動を記

録）次第に降灰が盛んに鳴り１０時鳴動を伴い大

噴火。１１時の噴煙高度 13900m。午後から火砕流

流下。噴石、降下軽石、火砕流、火山ガスによる被

害は８町村に及び家屋の焼失、全半壊、埋没など

1915 戸余り、山林耕地の被害多く、鹿部市街では

軽石が厚さ 100 ㎝以上降下し死者２名、負傷者４

名、牛馬 136 頭が死亡した。同日 23時過ぎには急

速に活動が衰え、19日にはほぼ平常に復し、21日

に活動停止。19日には降雨のため泥流が発生した。 

１９３７年(昭和１２年) 

３月１７日 ３月１９日 
小噴火 

17 日、19日に小噴火 

昭和４年火口底が吹き飛ばされて桶状となる。 

１９４２年(昭和１７年)  

１１月１６日 
中噴火 

16 日 8 時頃鳴動と共に噴火が始まり、噴煙高度は

海抜 8000ｍ。小規模な火災サージ発生。噴煙は東

南東方向(鹿部方向)にたなびき、火山礫及び火山

灰東南東方向に降下し、堆積物の厚さは鹿部で２

cm 以上に達した。18 日にも小噴火。16 日～20 日

の間で泥流が発生。 

１９９６年(平成８年) 

３月５日 
小噴火 

噴火前に地震 5回発生。18 時 10分頃から約６分間

火山性微動を観測。七飯町東大沼地区で降灰。 

１９９８年(平成１０年) 

１０月２５日 
小噴火 

9 時 12 分頃から約 6 分間火山性微動観測。噴煙高

度は 1200ｍに達した。鹿部町本別地区、宮浜地区

で降灰。 

２０００年(平成１２年) 

９月４日 
小噴火 

22 時 14 分頃から約 10 分間火山性微動観測。森町

尾白内から姫川付近、森町鳥崎付近で降灰。 

２０００年(平成１２年) 

９月２８日 
小噴火 

13 時 56分頃から約 8分間火山性微動観測。七飯町

東大沼地区で降灰。 

２０００年(平成１２年) 

１０月２８日 
小噴火 

2 時 43 分頃から約 9 分間火山性微動観測。噴煙は

火口上 2000ｍ以上に達した。鹿部町出来澗崎地区

から南茅部町岩戸地区にかけて降灰。 

２０００年(平成１２年) 

１１月８日 
小噴火 

7 時 38 分頃から約 9 分間火山性微動観測。噴煙は

火口上 2000ｍ以上に達した。鹿部町本別地区から

鹿部漁港付近にかけて降灰。 

参照：活動状況・被害状況については日本活火山総覧（第 4版）気象庁編 
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資料４ 防災関係機関一覧表 

１ 町 

名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

七飯町役場（総務部情報管理課） 七飯町本町 6 丁目 1-1 0138-65-2511 0138-66-2054  

２ 道 

名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

北海道総務部危機対策局 

（危機対策課） 
札幌市中央区北 3 条西 6 丁目 011-204-5008 011-231-4314    

渡島総合振興局 

（地域創生部危機対策室） 
函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9430 0138-47-9203 

 

渡島総合振興局 

（建設管理部建設行政室建設行政課） 
函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9605 0138-47-9217 

 

渡島総合振興局 

（建設管理部事業室事業課施設保全

室） 

函館市美原 1 丁目 47番 8 号 0138-45-6500 0138-45-6560 
 

渡島総合振興局 

（保健環境部保健行政室企画総務課） 
函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9528 0138-47-9219  

渡島総合振興局 

（保健環境部環境生活課） 
函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9435 0138-47-9205  

渡島総合振興局 

（東部森林室管理課管理係） 
函館市美原４丁目 6 番 16 号 0138-83-7282 0138-83-7386  

渡島教育局（企画総務課） 函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9576 0138-47-9216  

北海道警察函館方面本部 

（警備課災害係） 

函館中央警察署（警備課警備係） 

函館中央警察署七飯交番 

函館中央警察署七飯南駐在所 

函館中央警察署峠下駐在所 

函館中央警察署大沼駐在所 

函館市五稜郭町 15番 5 号 

 

函館市五稜郭町 15番 5 号 

七飯町本町 6 丁目 2-13 

七飯町大川 6 丁目 15-1 

七飯町字峠下 304-3 

七飯町字大沼町 254-3 

0138-31-0110 

 

0138-54-0110 

0138-65-2017 

0138-65-2362 

0138-65-2028 

0138-67-2332 

  

３ 国 

名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

函館地方気象台 函館市美原3丁目4番4号 0138-46-2211 0138-46-3117  

函館開発建設部 

（防災課） 
函館市大川町1番27号 0138-42-8170 0138-42-9000  

函館開発建設部 

（総務課上席総務専門官） 
函館市大川町1番27号 0138-42-7571 0138-40-3619  

函館開発建設部 函館道路事務所 北斗市追分4丁目11番2号 0138-49-2631 0138-49-6452  

北海道森林管理局渡島森林管理署 

駒ヶ岳森林事務所（連絡調整担当） 
茅部郡森町字上台町299-1 01374-2-3202 01374-2-2546  

北海道森林管理局渡島森林管理署 

（総務グループ） 
二海郡八雲町出雲町13番地 0137-63-2141 0137-62-2961  

陸上自衛隊島松駐屯地 北海道補給処 恵庭市西島松308 0123-36-8611   

陸上自衛隊 第 28 普通科連隊 

（連隊本部 第３科） 
函館市広野町 6 番 18 号 

0138-51-9171 

内線 235 
  

海上自衛隊 函館基地隊 警備隊 函館市大町 10番 3 号 
0138-23-4241 

内線 224 
0138-27-9806  
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名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

航空自衛隊北部航空方面隊司令部  

防衛部 

青森県三沢市大字三沢   

字後久保 125-7 

0176-53-4121 

内線 2359 
0176-53-5463  

第２航空団司令部 防衛部 千歳市平和無番地 
0123-23-3101 

内線 2231 
0123-23-3101  

函館財務事務所 

（総務課総務係） 
函館市美原３丁目4番4号 0138-47-8445 0138-47-5839  

北海道運輸局函館運輸支局(主席運輸

企画調整官(総務企画担当)) 
函館市西桔梗町555番24号 0138-49-8862 0138-49-1042  

東京航空局函館空港事務所（総務課） 函館市高松町511番地 0138-57-1737 0138-59-4745  

函館海上保安部（警備救難課救難係） 函館市海岸町24番4号 0138-42-4313 0138-44-2379  

第一管区海上保安本部函館航空基地 

（業務統括管理官） 
函館市赤坂町65番1号 0138-58-3515 0138-35-2006  

北海道総合通信局（防災対策推進室） 札幌市北区北8条西2丁目1-1 
011-709-2311 

（4677） 
011-709-2481  

函館公共職業安定所（庶務課） 函館市新川町26番6号 0138-26-0735 0138-26-3162  

函館労働基準監督署（業務課） 函館市新川町25番18号 0138-23-1276 0138-23-9147  

消防庁応急対策室 東京都千代田区霞が関2-1-2 03-5253-7527 03-5253-7537  

４ 近隣・協定市町 

名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

函館市（総務部災害対策課） 函館市東雲町4番13号 0138-21-3648 0138-27-6489  

北斗市（総務課交通防災係） 北斗市中央1丁目3番10号 0138-73-3111 0138-73-6970  

鹿部町 

（総務・防災課防災危機管理係） 
茅部郡鹿部町字鹿部252番地1 01372-7-2111 01372-7-3086  

森町（防災交通課防災係） 茅部郡森町御幸町144-1 01374-2-2181 01374-2-3244  

宮城県利府町（危機対策課） 
宮城県宮城郡 

利府町利府字新並松4 
022-767-2174 022-767-2105  

静岡県清水町（くらし安心課） 
静岡県駿東郡 

清水町堂庭210-1 

055-981-8205 

055-973-1111 

080-2617-0153 

055-976-0249  

５ その他 

名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

南渡島消防事務組合消防本部 

（総務課消防係） 
北斗市中央 2 丁目 6 番 6 号 0138-73-5130 0138-73-6694  

南渡島消防事務組合七飯消防署 七飯町桜町 2 丁目 3-1 0138-65-2244 0138-65-2833  

南渡島衛生センター 

（南渡島衛生施設組合） 
七飯町字中島 386 番地 1 0138-65-2713 0138-65-6345  

七飯町町内会連合会（事務局） 七飯町本町4丁目8-1 0138-65-2067 0138-65-2542  

七飯町社会福祉協議会 七飯町本町 4 丁目 8 番 1 号 0138-65-2067 0138-65-2542  

ななえ福祉会 七飯町字中野 210 番地 2 0138-65-2132 0138-65-2327  
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名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

七飯町建設協会 七飯町本町 6 丁目 2 番 1 号 0138-66-7012 0138-66-7013  

日本赤十字社渡島地区 

（渡島総合振興局保健環境部保健行政

室社会福祉課地域福祉係） 

函館市美原 4 丁目 6 番 16 号 0138-47-9531 0138-47-9225  

日本赤十字社七飯分区 

（福祉課地域福祉係） 
七飯町本町 6 丁目 1-1 0138-65-2514 0138-65-9280  

七飯郵便局 七飯町本町6丁目2-2 0138-65-2800 0138-65-0095  

北海道電力ネットワーク㈱函館支店 

（業務部企画総務グループ） 
函館市千歳町25番15号 0138-22-2511 0138-22-2516  

ＮＴＴ東日本(株)北海道事業部 

北海道南支店 
函館市東雲町14番8号 0138-21-2011 0138-24-2342  

北海道旅客鉄道(株)函館支社 

（企画グループ） 
函館市若松町12番5号 0138-23-3359 0138-26-6540  

（株）ドコモＣＳ北海道北海道南支店

（ネットワーク部） 
函館市大川町 1 番 18 号 0138-86-5835 0138-86-5865  

（社）渡島医師会（事務局） 
函館市大森町 21番 12 号 

シャトーム大森 201 
0138-27-1246 0138-27-1247  

函館赤十字病院（事務部総務課） 函館市堀川町 6 番 21 号 0138-51-5315 0138-54-4558  

（社）函館歯科医師会 函館市大手町 3 番 3 号 0138-23-3650 0138-23-4765  

（社）北海道薬剤師会 函館薬剤師会 

（事務局） 

函館市富岡町 3 丁目 1 番 17

号 
0138-45-1572 0138-47-9225  

（社）北海道獣医師会 道南支部 

（事務局） 
北斗市東前 74 番地 2 0138-77-2130 0138-77-2132  

函館米穀株式会社 函館市万代町 20番 28 号 0138-45-5121  0138-45-4823  

ホクレン農業協同組合連合会函館支所 函館市昭和３丁目 28番 21 号 0138-43-2311 0138-45-1412  

北海道キヨスク株式会社 

駅弁の函館みかど工場 
七飯町字中島 5 番 3 号 0138-83-7288 0138-83-7674  

北海道コカ・コーラボトリング(株) 

（函館販売課） 
函館市西桔梗町 861-2 0138-48-2600 0138-48-7242  

(株)北海道伊藤園 函館支店 函館市西桔梗町 852-7 0138-48-9911   

サントリーフーズ(株)北海道支社 

（企画部業務課） 

札幌市北区北 8 条西 3-28 

札幌エルプラザ１２Ｆ 
011-746-3701 011-746-3762  

北海道キリンビバレッジ株式会社 

道南支社 

函館市本町 3-12 

ｶｰﾆｰﾌﾟﾚｲｽ函館 4F 
0138-55-2251 0138-55-2253  

株式会社ワッズ 七飯町大沼町 840 番地 0138-67-2227 0138-67-2552  

有限会社ベンテック 函館市陣川町 86番 258 号 0138-55-5800 0138-55-5801  

函館山ロープウェイ株式会社 

ＦＭいるか 
函館市元町 19番 7 号 0138-23-3105 0138-27-6820  

日本放送協会函館放送局 

（放送センター企画） 
函館市千歳町 13番 1 号 0138-23-3784 0138-23-4713  

北海道放送局(株) 

函館放送局（局次長） 
函館市梁川町 9 番 5 号 0138-55-8121 0138-55-6615  

札幌テレビ(株) 

函館放送局（局長） 
函館市美原 1 丁目 48-5 0138-42-7277 0138-42-4175  
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名  称 所 在 地 電 話 ＦＡＸ 備考 

(株)カナモト函館営業所 七飯町字中島 160 番 5 号 0138-65-5433 0138-65-6355  

日本キャタピラー（合同会社）    

函館営業所 
七飯町字峠下７０－１７ 0138-64-7080 0138-64-7121  

七飯管工事業協同組合 七飯町本町３丁目５－３５ 0138-83-6995 0138-83-6996  

クリーンおしま 

（渡島廃棄物処理広域連合） 
北斗市館野 105 番地 0138-74-3535 0138-74-3833  

（公社）隊友会函館地方隊友会 

(事務局) 
函館市広野町 6 番 25 号 0138-53-6241 0138-53-6242  

日本銀行函館支店（総務課） 函館市東雲町 14番 1 号 0138-27-1161 0138-24-2015  

日本通運(株)函館支店（総務） 函館市若松町 14番 10 号 0138-23-8811 0138-27-1182  

（社）函館地区トラック協会 

（総務課） 
函館市西桔梗町 555 番地 32 0138-49-1777 0138-49-1659  

函館地区バス協会（事務局） 函館市高盛町 10番 1 号 0138-54-4471 0138-31-4120  

渡島平野土地改良区 北斗市本町 711-1 0138-77-8521 0138-77-7010  

北海道エルピーガス災害対策協議会 函館市日吉町 20番 34 号 0138-51-3320 0138-51-3352  

（社）北海道警備業協会函館支部 

（事務局） 
函館市宮前町 4 番 13 号 0138-45-2603 0138-45-2604  

(株)ハセガワストア 函館市中道 2 丁目 17番 16 号 0138-54-5731   0138-54-0327  

(株)セイコーマート 
札幌市中央区南 9 条西 5 丁目

421 番地 
011-511-2796   

(株)セブンイレブン・ジャパン 
東京都千代田区 2 番町 8 番地

8 
03-6238-3711   

(有)魚長 函館市西桔梗町 589 番地の 54 0138-49-2662 0138-49-3984  

生活協同組合 

市民生協コープさっぽろ本部 

札幌市西区発寒 11 条 5 丁目

10 番 1 号 
011-671-5601 011-671-5730  

生活協同組合 

市民生協コープさっぽろ函館本部 

函館市西旭岡町 3 丁目 3 番 1

号（旭岡店内） 
0138-37-2677 0138-50-4545  

株式会社ゼンリン 

北海道エリアグループ 
札幌市中央区大通西 12-4 011-271-0910 011-281-0910  

一般社団法人 日本福祉用具供給協会 
東京都港区浜松町２丁目７番

１５ 
03-6721-5222 03-3434-3414  

株式会社 テルメななえ 亀田郡七飯町本町４丁目 6-1 0138-64-1126   

(一社)日本ムービングハウス協会 
札幌市清田区美しが丘三条 

10 丁目 2 番 15 号 
011-885-6000   

NPO 法人コメリ災害対策センター 
新潟県新潟市南区清水 

4501 番地 1 
025-371-4185 025-371-4151  

羽衣運輸 七飯町大沼町 815 番地 2 0138-67-2579 0138-67-3717  

 

 

 

 

http://www.sej.co.jp/company/summary.html
http://www.sej.co.jp/company/summary.html
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資料５ 自主防災組織 

１ 自主防災組織 

 自主防災会名 世帯数 本部設置場所 本部電話 

１ 大沼地区連合町内会 739 大沼婦人会館 0138-67-3531 

２ 大川美園町内会 650 大川美園振興会館 0138-65-3955 

３ 南本町町内会 95 本町振興会館 0138-65-9721 

４ 西部鳴川町内会 627 鳴川親交会館 0138-65-3316 

２ 自主防災倉庫 

 自主防災会名 住    所 設置年 位  置 

１ 大沼地区連合町内会 七飯町字大沼町 212－2 H18 大沼婦人会館 

２ 大川美園町内会 七飯町大川 4丁目 10-1 H20 大川美園振興会館 

３ 自主防災組織資機材 

(1)  大沼地区連合町内会 

 品目 数量 摘要 

１ 発電機・投光器セット ２ 大沼婦人会館 

２ 発電機 ２ 大沼婦人会館 

３ ハロゲン投光器セット ４ 大沼婦人会館 

４ ガソリン携行缶 ４ 大沼婦人会館 

５ 手回し充電たまごラジオ １６ 大沼婦人会館 

６ ショルダー型メガフォン ８ 大沼婦人会館 

７ ワンタッチスピーカーセット ２ 大沼婦人会館 

８ エンジンカッター １ 大沼婦人会館 

９ ワンタッチテント ２ 大沼婦人会館 

(2) 大川美園町内会 

 品目 数量 摘要 

１ インバーター発電機 ２ 大川美園振興会館 

２ ガソリン携行缶 ６ 大川美園振興会館 

３ ショルダー型メガフォン ６ 大川美園振興会館 

４ サイレン付メガフォン ６ 大川美園振興会館 

５ 防災用ハロゲンライトセット ４ 大川美園振興会館 

６ ハロゲン投光器 ３ 大川美園振興会館 

７ コック付飲料タンク １０ 大川美園振興会館 

８ トランシーバー ８ 大川美園振興会館 

９ スーパーＬＥＤ強力ライト ６ 大川美園振興会館 

１０ ビザ・ポータブル水洗トイレ ３ 大川美園振興会館 

１１ トイレ用プライベートテント ３ 大川美園振興会館 

１２ ワンタッチイベントテント ２ 大川美園振興会館 

１３ 防滴コードリール ２ 大川美園振興会館 
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資料６ 渡島地方の警報・注意報基準（七飯町分） 

 

第１ 気象予報（注意報を含む。）、警報並びに情報等の伝達系統 

１ 気象警報等に係る対策通報 

(1) 特別警報、気象警報及び注意報の種類と概要 

特別警報・警報・注意報の種類 概    要 

特別警報 

大雨特別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが
著しく大きいと予想されたときに発表される。大雨特別警報
には、大雨特別警報（土砂災害）、大雨特別警報（浸水害）、
大雨特別警報（土砂災害、浸水害）のように、特に警戒すべ
き事項が明記される。災害が発生又は切迫している状況であ
り、命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保する必
要があることを示す警戒レベル５に相当。 

大雪特別警報 
大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが
著しく大きいと予想されたときに発表される。 

暴風特別警報 
暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが
著しく大きいと予想されたときに発表される。 

暴風雪特別警報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生する
おそれが著しく大きいと予想されたときに発表される。「暴
風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障
害等による重大な災害」のおそれについても警戒が呼びかけ
られる。 

波浪特別警報 
高い波が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれ
が著しく大きいと予想されたときに発表される。 

高潮特別警報 

台風や低気圧等による海面の上昇が特に異常であるため重
大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予想されたと
きに発表される。危険な場所からの避難が必要とされる警戒
レベル４に相当。 

警報 

大雨警報 

大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。大雨警報には、大雨警報（土砂災害）、
大雨警報（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように、
特に警戒すべき事項が明記される。大雨警報（土砂災害）は、
高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベ
ル３に相当。 

洪水警報 

河川の上流域での降雨や融雪等による河川の増水により、重
大な災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表
される。河川の増水や氾濫、堤防の損傷や決壊による重大な
災害が対象としてあげられる。高齢者等は危険な場所からの
避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

大雪警報 
大雪により重大な災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。 

暴風警報 
暴風により重大な災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。 
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特別警報・警報・注意報の種類 概    要 

警報 

暴風雪警報 

雪を伴う暴風により重大な災害が発生するおそれがあると
予想されたときに発表される。「暴風による重大な災害」に加
えて「雪を伴うことによる視程障害等による重大な災害」の
おそれについても警戒が呼びかけられる。 

波浪警報 
高い波により重大な災害が発生するおそれがあると予想さ
れたときに発表される。 

高潮警報 
台風や低気圧等による海面の異常な上昇により重大な災害
が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。危
険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

注意報 

大雨注意報 

大雨により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。ハザードマップによる災害リスクの再確認
等、避難に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レ
ベル２である。 

洪水注意報 

河川の上流域での降雨や融雪等により河川の増水により、災
害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。
ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難に備え自
らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２である。 

大雪注意報 
大雪により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。 

強風注意報 
強風により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。 

風雪注意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想さ
れたときに発表される。「強風による災害」に加えて「雪を伴
うことによる視程障害等による災害」のおそれについても注
意が呼びかけられる。 

波浪注意報 
高い波により災害が発生するおそれがあると予想されたと
きに発表される。 

高潮注意報 

台風や低気圧等による海面の異常な上昇が予想されたとき
に注意を喚起するために発表される。高潮警報に切り替える
可能性に言及されていない場合は、ハザードマップによる災
害リスクの再確認等、避難に備え自らの避難行動の確認が必
要とされる警戒レベル２である。高潮警報に切り替える可能
性が高い旨に言及されている場合は、高齢者等は危険な場所
からの避難が必要とされる警戒レベル３に相当。 

濃霧注意報 
濃い霧により災害が発生するおそれがあると予想されたと
きに発表される。 

雷注意報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。また、発達した雷雲の下で発生することの多
い竜巻等の突風や「ひょう」による災害への注意喚起が付加
されることもある。急な強い雨への注意も雷注意報で呼びか
けられる。 
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特別警報・警報・注意報の種類 概    要 

 乾燥注意報 
空気の乾燥により災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。具体的には、火災の危険が大きい気象
条件が予想されたときに発表される。 

注意報 

なだれ注意報 
「なだれ」により災害が発生するおそれがあると予想された
ときに発表される。 

着氷注意報 
著しい着氷により災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体等
への被害が発生するおそれがあるときに発表される。 

着雪注意報 
著しい着雪により災害が発生するおそれがあると予想され
たときに発表される。具体的には、通信線や送電線、船体等
への被害が発生するおそれがあるときに発表される。 

融雪注意報 
融雪により災害が発生するおそれがあると予想されるとき
に発表される。具体的には、浸水害、土砂災害等の災害が発
生するおそれがあるときに発表される。 

霜注意報 
霜により災害が発生するおそれがあると予想されたときに
発表される。具体的には、早霜や晩霜により農作物への被害
が発生するおそれがあるときに発表される。 

低温注意報 

低温により災害が発生するおそれがあると予想されたとき
に発表される。具体的には、低温のために農作物等への著し
い被害や、冬季の水道管凍結や破裂による著しい被害が発生
するおそれがあるときに発表される。 

※ 地面現象注意報及び浸水注意報はその注意報事項を気象注意報に、地面現象警報はそ

の警報事項を気象警報に、地面現象特別警報はその警報事項を気象特別警報に、浸水警報

はその警報事項を気象警報又は気象特別警報に、それぞれ含めて行われる。 

  地面現象特別警報は、「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。浸水警報の警

報事項を含めて行われる気象特別警報は、「大雨特別警報（浸水害）」として発表される。 

 (2) キキクル等の種類と概要 

種  類 概    要 

土砂キキクル 
（大雨警報（土砂災害）
の危険度分布） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１km 
四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までに雨量 
分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時１０分ごとに更新してお
り、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、
危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 
・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる 

警戒レベル５に相当。 
・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４ 

に相当。 
・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警 

戒レベル３に相当。 
・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難 

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レ 
ベル２に相当。 
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種  類 概    要 

浸水キキクル 
（大雨警報（浸水害）の
危険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で
１km 四方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先まで
の表面雨量指数の予測を用いて常時１０分ごとに更新しており、大雨
警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を
面的に確認することができる。 
・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる 

警戒レベル５に相当。 

洪水キキクル 
（洪水警報の危険度分
布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及び
その他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川
流路を概ね１km ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先まで
の流域雨量指数の予測を用いて常時１０分ごとに更新しており、洪水
警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認
することができる。 
・「災害切迫」（黒）：命の危険があり直ちに安全確保が必要とされる 

警戒レベル５に相当。 
・「危険」（紫）：危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４ 

に相当。 
・「警戒」（赤）：高齢者等は危険な場所からの避難が必要とされる警 

戒レベル３に相当。 
・「注意」（黄）：ハザードマップによる災害リスクの再確認等、避難 

に備え自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レ 
ベル２に相当。 

流域雨量指数の予測値 

 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及び 
その他河川）の、上流域での降雨による、下流の対象地点の洪水危険
度の高まりの予測を、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度
を色分けした時系列で示す情報。６時間先までの雨量分布の予測（降
水短時間予報等）を用いて常時１０分ごとに更新している。 

 (3) 早期注意情報（警報級の可能性） 

   ５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日か 

  ら翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（渡島地方） 

で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位 

（渡島・檜山地方）で発表される。大雨に関して、明日までの期間に［高］又は［中］ 

が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル 

１である。 

 (4) 全般気象情報、北海道地方気象情報、渡島・檜山地方気象情報 

 気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、 

特別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合 

等に発表される。 
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２ 函館地方気象台担当府県予報区 

府県予報区 
一次 

細分区域 

市町村を 

まとめた地域 
二次細分区域名 

渡島・檜山地方 

渡島地方 

渡島北部 長万部町、八雲町八雲※ 

渡島東部 函館市、北斗市、森町、七飯町、鹿部町 

渡島西部 松前町、知内町、木古内町、福島町 

檜山地方 

檜山北部 せたな町、八雲町熊石※、今金町 

檜山南部 江差町、乙部町、厚沢部町、上ノ国町 

檜山奥尻島 奥尻郡奥尻町 

 ※：市町村を分割して設定している二次細分区域 

 

３ 警報・注意報・天気予報の発表区域図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 渡島・檜山地方の平坦地、平坦地以外の図 
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５ 気象警報・気象注意報発表基準 

(1) 気象等に関する特別警報の発表基準 

現象の種類 基   準 

大  雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され
る場合 

暴  風 

数十年に一度の強度の台風や同

程度の温帯低気圧により 

暴風が吹くと予想される場合 

高  潮 高潮になると予想される場合 

波  浪 高波になると予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴
風が吹くと予想される場合 

大  雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

(注) 過去の災害事例に照らして、指数（土壌雨量指数、表面雨量指数、流域雨量指 

数）、積雪量、台風の中心気圧、最大風速などに関する客観的な指標を設け、これ 

らの実況および予想に基づいて発表を判断します。 

(2) 雨に関する渡島東部の 50年に一度の値         令和４年３月２４日現在 

二次細分区分 
５０年に一度の値 

R48 R03 SWI 

函館市 ２３１ １１６ １７１ 

北斗市 ２３９ １０２ １７３ 

七飯町 ２４５ １１０ １７５ 

鹿部町 ２６２ １２５ １８９ 

森町 ２５６ １１３ １８１ 

注１：略語の意味は以下のとおり。 

   R48：４８時間降水量(㎜) 

R03：３時間降水量（㎜）、 

SWI：土壌雨量指数(Soil Water Index) 

注２：「50年に一度の値」の欄の値は、各市町に係る５㎞格子の 50 年に一度の値の平均 

を取ったもの。 

注３：50年に一度の値は統計値であり、一の位の大小まで厳密に評価する意味はない。 

注４：大雨特別警報は一定程度の広がりを持って 50年に一度の大雨となり、かつ、更に 

雨が降り続くと予想される地域のうち、重大な災害が発生するおそれが高まってい 

る市町村に発表される。個々の市町村で 50年に一度の値となることのみで特別警報 

となるわけではないことに留意。 
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 (3) 各地の５０年に一度の積雪深と既往積雪深一覧 

                            令和４年１１月２１日現在 

府県予報区 地点名 50年に一度の積雪深（㎝） 既往最深積雪（㎝） 

渡島地方 

函館 ８６ ９１ 

森 １２４ １０３ 

大沼 １２２ １１２ 

高松 － ６６ 

注１：値が「－」の地点は、データ不足のため、50年に一度の値が算出できないもの。 

注２：50年に一度の値は統計値であり、一の位の大小まで厳密に評価する意味はない。 

注３：大雪特別警報は、府県予報区程度の広がりを持って 50年に一度の積雪深となり、 

かつ、その後も警報級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される場合に発表される。 

個々の地点で 50 年に一度の値となることのみで特別警報となるわけではないこと 

に留意。 
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(4)  七飯町の気象警報・注意報発表基準一覧表 

発表官署：函館地方気象台（令和３年６月８日現在） 

七飯町 

府県予報区 渡島・檜山地方 

一次細分区域 渡島地方 

市町村等をまとめた地域 渡島東部 

警報 

大雨（浸水害） 表面雨量指数基準 １３ 

大雨（土砂災害） 土壌雨量指数基準 １２４ 

洪 水 

流域雨量指数基準 
久根別川流域=11.4、湯出川流域=5.9 
折戸川流域=23.4、軍川流域=12.7 
精進川流域=7.8 

複合基準*1 
久根別川流域=(9, 6.5) 
湯出川流域=(5, 5.7) 進川流域=(5, 6.6) 

指定河川洪水予報
による基準 

－ 

暴 風 平均風速 18m/s 

暴風雪 平均風速 18m/s 雪による視程障害を伴う 

大 雪 降雪の深さ 12 時間降雪の深さ 40cm 

注意報 

大 雨 
表面雨量指数基準 ６ 

土壌雨量指数基準 ７３ 

洪 水 

流域雨量指数基準 
久根別川流域=9.1、湯出川流域=4.7 
折戸川流域=18.7、軍川流域=10.1 
精進川流域=6.2 

複合基準*1 

久根別川流域=(5, 5.9) 
湯出川流域=(5, 4.7) 
折戸川流域=(5, 14.9) 
軍川流域=(5, 8.1)、精進川流域=(5, 5.9) 

指定河川洪水予報
による基準 

－ 

強 風 平均風速 13m/s 

風 雪 平均風速 13m/s 雪による視程障害を伴う 

大 雪 降雪の深さ 12 時間降雪の深さ 20cm 

雷 落雷等により被害が予想される場合 

融 雪 60mm 以上：24 時間雨量と融雪量(相当水量)の合計 

濃 霧 視程 200m 

乾 燥 最少湿度 35% 実行湿度 65% 

なだれ 
①24 時間降雪の深さ 30cm以上 
②積雪の深さ 50cm 以上で、日平均気温 5℃以上 

低 温 通年：(平均気温)平年より 5℃以上低い日が 2 日以上継続 

霜 最低気温 3℃以下 

着 氷  

着 雪 気温 0℃くらいで、強度並以上の雪が数時間以上継続 

 記録的短時間大雨情報 １時間雨量 100mm 

*1（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。 

 



- 25 - 

６ 特別警報、警報、気象予報（注意報を含む）並びに情報等伝達系統図 

 

 

 

     

 

 

 

 

    

                                      

                     

                   

 

 

 

 

 

 

 

※１ 特別警報・警報のみ通報 

※２ J-ALERTによる伝達 

※３ 特別警報は一般住民に対し、町が保有するあらゆる情報伝達手段（防災行政無線 

等）により周知する。 

 

 (二重線)で囲まれている機関は、気象業務法第１５条の規定に基づく法定伝達先 

 (太線)は、特別警報が発表された際の気象業務法第１５条の２の規定に基づく通 

知もしくは周知の措置が義務付けられている伝達 

 (点線)は、放送・無線 
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資料７ 雨や風の強さについての解説表 

１ 雨の強さと降り方 

1 時間雨量 

(mm) 

予報 

用語 

人の受ける 

イメージ 
人への影響 

屋内(木造住宅

を想定） 

屋外の 

様子 
車に乗っていて 

10 以上～

20 未満 

やや強い

雨 

ザーザーと降る 地面からの跳

ね返りで足元

がぬれる 

雨の音で話し声

が良く聞き取れ

ない 

地面一面

に水たま

りができ

る 

  

20 以上～

30 未満 
強い雨 どしゃ降り 傘をさしてい

てもぬれる 

寝ている人の半

数くらいが雨に

気がつく 

ワイパーを速くし

ても見づらい 

30 以上～

50 未満 

激しい雨 バケツをひっく

り返したように

降る 

道路が川

のように

なる 

高速走行時、車輪

と路面の間に水膜

が生じブレーキが

効かなくなる（ハ

イドロプレーニン

グ現象） 

50 以上～

80 未満 

非常に激

しい雨 

滝のように降る

（ゴーゴーと降

り続く） 

傘は全く役に

立たなくなる 

水しぶき

であたり

一面が白

っぽくな

り、視界

が悪くな

る 

車の運転は危険 

80 以上～ 猛烈な雨 息苦しくなるよ

うな圧迫感があ

る 

恐怖を感ずる 

注１：大雨によって災害が起こるおそれのあるときは大雨注意報や洪水注意報を、重大な災害が 

起こるおそれのあるときは大雨警報や洪水警報を、さらに重大な災害が起こるおそれが著 

しく大きいときは大雨特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。なお、警報や注意 

報の基準は地域によって異なります。 

注２：数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を観測・解析したときには記録的間時 

間大雨情報を発表します。この情報が発表されたときは、お住いの地域で、土砂災害や浸水 

害、中小河川の洪水害の発生につながるような猛烈な雨が降っていることを意味していま 

す。なお、情報の基準は地域によってことなります。 
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２ 風の強さと吹き方 

風の強さ 
( 予 報 用
語) 

平均 
風速 
(m/s) 

おお 
よその 
時速 

速 さ
の 目
安 

人への影響 
屋外・樹木
の様子 

走行中の車 建造物 

おおよ
その瞬
間風速
(m/s) 

やや強い 
風 

10 以上 
15 未満 

～ 
50km 

一 般
道 路
の 自
動車 

風に向かっ
て歩きにく
くなる。 
傘がさせな
い。 

樹木全体
が揺れ始
める。 
電線が揺
れ始める。 

道路の吹流
しの角度が
水 平 に な
り、高速運
転中では横
風に流され
る感覚を受
ける。 

樋(とい)が
揺 れ 始 め
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
２０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
３０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４０ 
 
 
 
 
 
 
 
５０ 
 
 
 
 
 
 
６０ 

強い風 10 以上 
15 未満 

～ 
70km 

風に向かっ
て歩けなく
なり、転倒
する人も出
る。高所で
の作業はき
わ め て 危
険。 

電線が鳴
り始める。 
看板やト
タン板が
外れ始め
る。 

高速運転中
では、横風
に流される
感覚が大き
くなる。 

屋根瓦・屋
根葺材がは
がれるもの
がある。 
雨戸やシャ
ッターが揺
れる。 

高 速
道 路
の 自
動車 

非常に強
い風 

20 以上 
25 未満 

～ 
90km 

何かにつか
まっていな
いと立って
い ら れ な
い。 
飛来物によ
って負傷す
るおそれが
ある。 

細い木の
幹が折れ
たり、根の
張ってい
ない木が
倒れ始め
る。 
看板が落
下・飛散す
る。 
道路標識
が傾く。 

通常の速度
で運転する
のが困難に
なる。 

屋根瓦・屋
根葺材が飛
散するもの
がある。 
固定されて
いないプレ
ハブ小屋が
移動、転倒
する。 
ビニールハ
ウスのフィ
ルム (被覆
材 )が広範
囲 に 破 れ
る。 

25 以上 
30 未満 

～ 
110km 

特 急
電車 

屋外での行
動は極めて
危険 猛烈な風 30 以上 

35 未満 
～ 

125km 
走行中のト
ラックが横
転する。 

固定の不十
分な金属屋
根の葺材が
めくれる。 
養生の不十
分な仮設足
場が崩落す
る。 

35 以上 
40 未満 

～ 
140km 

多くの樹
木が倒れ
る。電柱や
街灯で倒
れるもの
がある。 
ブロック
壁で倒壊
するもの
がある。 

外装材が広
範囲にわた
っ て 飛 散
し、下地材
が露出する
も の が あ
る。 

40 以上 
 

140km 
～ 

住家で倒壊
するものが
ある。鉄骨
構造物で変
形するもの
がある。 
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注１：強風によって災害が起こるおそれのあるときは強風注意報を、暴風によって重大な災害が 

発生するおそれのあるときは暴風警報を、さらに重大な災害が起こるおそれが著しく大き 

いときは暴風特別警報を発表して警戒や注意を呼びかけます。なお、警報や注意報の基準 

は地域よって異なります。 

注２：平均風速は１０分間の平均、瞬間風速は３秒間の平均です。風の吹き方は絶えず強弱の変 

動があり、瞬間風速は平均風速の１．５倍程度になることが多いですが、大気の状態が不 

安定な場合等は３倍以上になることがあります。 

注３：この表を使用される際は、以下の点にご注意下さい。 

 １ 風速は地形や周りの建物などに影響されますので、その場所での風速は近くにある観測所 

の値と大きく異なることがあります。 

 ２ 風速が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や風の吹き方によって被害が異な 

る場合があります。この表では、ある風速が観測された際に、通常発生する現象や被害を記 

述していますので、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあ 

ります。 

 ３ 人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成して 

います。今後、表現など実状と合わなくなった場合には内容を変更することがあります。 

 

 

資料８ 台風の大きさと強さの基準 

  

気象庁は台風のおおよその勢力を示す目安として、下表のように風速（10分間平均）を 

もとに台風の「大きさ」と「強さ」 を表現します。 「大きさ」は「強風域（風速 15m/s 

以上の強い風が吹いているか、吹く可能性がある範囲）の半径で、「強さ」は最大風速で 

区分しています。 

 さらに、風速 25m/s以上の風が吹いているか、吹く可能性のある範囲を暴風域と呼びま 

す。 

強 さ の 階 級 分 け 

階 級 最 大 風 速 

強 い 33m/s（64ノット）以上～44m/s（85ノット）未満 

非常に強い 44m/s（85ノット）以上～54m/s（105ノット）未満 

猛烈な 54m/s（105ノット）以上 

 

大 き さ の 階 級 分 け 

階 級 風速 15m/s 以上の半径 

大型（大きい） 500km以上～800km未満 

超大型（非常に大きい） 800km以上 
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資料９ 土砂災害警戒情報の発表 

１  土砂災害警戒情報 

  大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかし 

くない状況となったときに、市町村長の避難指示の発令判断や住民の自主避難の判断 

を支援するため、対象となる市町村を特定して警戒が呼びかけられる情報で、渡島総 

合振興局と函館地方気象台から共同で発表される。市町村内で危険度が高まっている 

詳細な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認することが 

できる。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 
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２ 土砂災害警戒情報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第二十七 

条に基づく通知もしくは周知の措置が義務付けられている伝達 

   は、放送・無線 
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資料１０ 消防法に基づく火災気象通報（林野火災気象通報） 

１ 函館地方気象台が行う火災気象通報の発表及び終了の通報は、消防法（第２２条） 

 の規定に基づき、札幌管区気象台から北海道に通報するものとする。 

  通報を受けた北海道は、管内市町村に通報するものとし、市町村長は、この通報を 

 受けたとき、又は気象の状況から火災の予防上危険であると認めたときは、火災に関 

する警報を発することができる。なお、火災気象通報は林野火災気象通報を兼ねるも 

のとする。 

(1) 火災気象通報の基準 

  火災気象通報の通報基準は、「乾燥注意報（実行湿度６５％以下で最小湿度３５ 

％以下の場合）」及び「強風注意報（平均風速１３m/s以上）」の基準と同一とす 

る。 

   ただし、海上を対象とした「強風注意報」は火災気象通報の対象としない。 

(2) 通報時刻及び内容 

ア 定時に実施する通報 

    毎日０５時頃に、翌日０９時までの気象状況の概要を通報する。この際、火災 

気象通報の通報基準に該当または該当するおそれがある場合は、見出しの冒頭部 

に「火災気象通報」と明示し、注意すべき事を付加する。 

    ただし、火災気象通報の対象となる地域、期間で降水（降雪含む）が予想され 

る場合には、火災気象通報に該当しないとして、見出しの冒頭部に明示しない場 

合がある。 

  イ 臨時に実施する通報 

    先に通報していた気象状況の内容と異なる「乾燥注意報」または「強風注意 

報」の発表または解除があった場合は、その旨を随時通報する。 

 

２ 伝達系統図 
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資料１１ 水防法に基づく水防警報 

水防法第 10条の６第 1項の規定に基づく水防警報の種類、内容、発表基準 

１ 七飯町に係る指定河川 

久根別川 

２ 水防警報の種類、内容及び発表基準 

種 類 内      容 発表基準 

待 機 

不意の出水あるいは水位の再上昇等が予想される

場合に状況に応じて直ちに水防機関が出動できる

ように待機する必要がある旨を警告するもの 

水防機関の出動時間が長引くような場合に、出動

人員を減らしても差し支えないが、水防活動をや

めることができない旨の警告するもの 

気象予報（注意報を含

む）、警報並びに情報等

及び河川状況により、特

に必要と認めるとき 

準 備 

水防に関する情報連絡、水防資機材の整備、水門

機能等の点検、通信及び輸送の確保等に努めると

ともに、水防機関に出動の準備をさせる必要があ

る旨を警告するもの 

雨量、水位、流量その他

の河川状況により必要と

認めるとき 

出 動 水防機関が出動する必要がある旨を警告するもの 

洪水注意報等により、ま

たは水位、流量その他の

河川状況により警戒水位

に達しなお上昇のおそれ

があるとき 

指 示 

水位、滞水時間その他水防活動上必要な状況を明

示するとともに越水、漏水、崩壊、亀裂、その他

河川状況により警戒を必要とする事項を指摘して

警告するもの 

洪水警報等により、また

は既に警戒水位を超え、

災害のおそれがあるとき 

解 除 
水防活動を必要とする出水状況が解消した旨、当

該基準水位観測所名による一連の水防警報を解除

する旨を通報するもの 

警戒水位以下に加工した

とき、または警戒水位以

上であっても水防作業を

必要とする河川状況が解

消したと認めるとき 

３ 水防警報伝達系統図 

北海道が発表する場合 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渡島総合振興局 

（函館建設管理部） 

函館開発建設部 

函館地方気象台 

北海道建設部 

渡島総合振興局（地域政策課） 

北海道総務部危機対策局危機対策課 

北海道警察函館方面本部 

陸上自衛隊 第２８普通科連隊 

関係市町 消防機関 
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４ 水防活動用気象等警報及び注意報 

  水防活動の利用に適合する（水防活動用）注意報及び警報の種類及び概要は次のと 

おりであり、一般の利用に適合する注意報、警報及び特別警報をもって代える。なお 

、水防活動の利用に適合する特別警報は設けられていない。 

水防活動の利用 
に適合する 
警報・注意報 

一般の利用に適合 
する特別警報・ 
警報・注意報 

発  表  基  準 

水防活動用 
気象警報 

大雨特別警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予
想したとき 

大雨警報 
大雨による重大な災害が発生するおそれがあると予想したと
き 

水防活動用 
気象注意報 

大雨注意報 大雨による災害が発生するおそれがあると予想するとき 

水防活動用 
洪水警報 

洪水警報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、重大な災害が発
生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 
洪水注意報 

洪水注意報 
大雨、長雨、融雪などにより河川が増水し、災害が発生する
おそれがあると予想したとき 

水防活動用 
高潮警報 

高潮特別警報 
台風や低気圧等のよる異常な海面の上昇により重大な災害が
発生するおそれが著しく大きいと予想したとき 

高潮警報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により重大な災害が
発生するおそれがあると予想したとき 

水防活動用 
高潮注意報 

高潮注意報 
台風や低気圧等による異常な海面の上昇により災害が発生す
るおそれがあると予想したとき 

水防活動用 
津波警報 

津波特別警報 
津波により重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと予
想したとき（なお、「大津波警報」の名称で発表する） 

津波警報 
津波により重大な災害が発生するおそれがあると予想したと
き 

水防活動用 
津波注意報 

津波注意報 津波により災害が発生するおそれがあると予想したとき 

５ 水防活動用気象警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (二重線)で囲まれている機関は、気象業務法第１５条の規定に基づく法定伝達先 
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資料１２ 地震、津波情報 

地震、津波に関する情報の種類、内容及び伝達は次のとおりとする。 

 

１ 地震動の特別警報、警報及び予報の区分並びに名称 

区  分 情報発表の名称 内  容 

地震動特別警報 

「緊急地震速報（警報）」 

又は「緊急地震速報」 

最大震度５弱以上または最大長周期
地震動階級３以上の揺れが予想され
たときに、強い揺れが予想される地
域に対して地震動により重大な災害
が起こるおそれがある旨を警告して
発表するもの。 
このうち震度６弱以上または長周期
地震動階級４の揺れが予想される場
合を特別警報に位置付ける。 

地震動警報 

地震動予報 「緊急地震速報（予報）」 
推定最大震度３以上又はマグニチュ
ード３．５以上と予想されたときに
発表するもの。 

※地震動警報について 

気象庁は、地震動により重大な災害が起こるおそれがある場合は、強い揺れが予想される 

地域に対し、緊急地震速報（警報）を発表するとともに、これを報道機関等の協力を求めて 

住民等に周知する。 

※緊急地震速報について 

  緊急地震速報（警報）は、地震発生後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析する 

ことにより、地震の強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報であ 

る。ただし、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない。 

 

【緊急地震速報伝達の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁本庁 
放送局 

携帯電話各社 

テレビ・ラジオ 
緊急速報メール 住 民 等 

消 防 庁 七 飯 町 住  民  等 

(J-ALERTによる) (防災行政無線等) 
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２ 地震情報 

地震情報の種類 発 表 基 準 内    容 

震度速報 ・震度３以上 
地震発生約１分半後に、震度３以上を
観測した地点名（全国１８８地域に区
分）と地震の揺れの発現時刻を速報。 

震源に関する 

情報 

・震度３以上 
(津波警報・注意報を発表した
場合は発表しない。) 

地震の発生場所（震源）やその規模
（マグニチュード）を発表 
「津波の心配がない」又は「若干の海
面変動があるかもしれないが被害の心
配はない」旨を付加。 

震源・震度に 

関する情報 

以下のいずれかを満たした場合 
・震度３以上 
・津波警報又は注意報発表時 
・若干の海面変動が予想される
場合 
・緊急地震速報（警報）を発表
した場合 

地震の発生場所（震源）やその規模
（マグニチュード）、震度３以上の地
域名と市町村名を発表。 
震度５弱以上と考えられる地域で、震
度を入手していない地点がある場合
は、その市町村名を発表。 

各地の震度に 

関する情報 
・震度１以上 

震度１以上を観測した地点の他、地震
の発生場所（震源）や規模（マグニチ
ュード）を発表。 
震度５弱以上と考えられる地域で、震
度を入手していない地点がある場合
は、その地点名を発表。 

長周期地震動に

関する観測情報 
・長周期地震動階級１以上 

高層ビル内での被害の発生可能性等に
ついて、地震の発生場所（震源）や、
その規模（マグニチュード）、地域ご
との長周期地震動階級等を発表 

遠地地震に 

関する情報 

国外で発生した地震について以
下のいずれかを満たした場合 
・マグニチュード7.0以上 
・都市など著しい被害が発生す
る可能性がある地域で規模の大
きな地震を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）及
びその規模（マグニチュード） 
を概ね30分以内に発表。 
日本や国外への津波の影響に関しても
記述して発表。 

その他の情報 
・顕著な地震の震源要素を更新
した場合や地震が多発した場合
など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせ
や地震が多発した場合の震度１以上を
観測した地震回数情報等を発表。 

推計震度分布図 ・震度５弱以上 
観測した各地の震度データをもとに、
250ｍメッシュごとに推計した震度
（震度４以上）を図情報として発表。 

 

３ 津波警報等の種類 

(1) 大津波警報及び津波警報 

津波予報区において津波による重大な災害のおそれが著しく大きい場合に大津波 

警報が、津波による重大な災害のおそれがある場合に津波警報が発表される。 

 なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

(2) 津波注意報 

津波予報区において津波による災害のおそれがあると予想されるときに発表され 

る。 
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(3) 津波予報 

津波による災害のおそれがないと予想されるときに発表される。 

 

４ 津波警報・注意報の種類 

津波警
報等の 
種類 

発表基準 

発表される津波の高さ 
想定される被害と 
取るべき行動 数値での発表 

（津波の高さ予想区分） 
巨大地震の 
場合の発表 

大津波 

警報 

(特別 

警報) 

予想される津
波の高さが高
いところで３
ｍを超える場
合 

１０ｍ超 
(10ｍ＜予想高さ) 

巨大 

木造家屋が全壊・流出
し、人は津波による流
れに巻き込まれる。沿
岸部や川沿いにいる人
は、ただちに高台や避
難ビルなど安全な場所
へ避難する。警報が解
除されるまで安全な場
所から離れない。 

１０ｍ 
(5ｍ＜予想高さ≦10ｍ) 

５ｍ 
(3ｍ＜予想の高さ≦5ｍ） 

津波 

警報 

予想される津
波の高さが高
いところで１
ｍを超え、３
ｍ以下の場合 

３ｍ 
(1ｍ＜予想高さ≦3ｍ) 

高い 

標高の低いところでは
津波が襲い、浸水被害
が発生する。人は津波
による流れに巻き込ま
れる。 
沿岸部や川沿いにいる
人は、直ちに高台や避
難ビルなど安全な場所
へ避難する。警報が解
除されるまで安全な場
所から離れない。 

津波 

注意報 

予想される津
波の高さが高
いところで
0.2ｍ以上、
１ｍ以下の場
合であって、
津波による災
害のおそれが
ある場合 

１ｍ 
(0.2ｍ≦予想高さ≦1ｍ） 

(表記 
しない) 

海の中では人は速い流
れに巻き込まれ、ま
た、養殖いかだが流出
し、小型船舶が転覆す
る。海水浴や磯釣りは
危険なので行わない。
注意報が解除されるま
で海に入ったり海岸に
近づいたりしない。 

 

５ 津波情報の種類 

種    類 内      容 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想される津波の高さ

（発表内容は津波警報・注意報の種類の表に記載）を発表 

各地の満潮時刻・津波到達予

想時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報 
沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測地から推定

される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表 
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６ 津波予報 

発表される場合 内   容 

津波が予想されないとき 津波の心配なしの旨を地震情報に含めて発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想され

たとき 

高いところでも0.2ｍ未満の海面変動のため被害の心

配はなく、特段の防災対応が必要ない旨を発表 

津波注意報解除後も海面変動が継

続するとき 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も継続す

る可能性が高いため、海に入っての作業や釣り、海水

浴などに際しては十分な留意が必要である旨を発表 

 

資料１３ 気象庁震度階級と解説表 

１ 使用にあたっての留意事項 

(1) 気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計によ 

る観測値です。 

この資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が発 

生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度が決定されるものでは 

ありません。 

(2) 地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観 

測値であり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがあります。また、中 

高層建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所 

によって揺れの強さが異なります。 

(3) 震動が同じであっても、地震動の震幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返すときの 

１回あたりの時間の長さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、 

地盤により被害はことなります。 

(4) この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるも 

のを記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合も 

あります。 

また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではありません。 

(5)  この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、５年程度 

で定期的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によ 

って実情と合わなくなった場合には変更します。 

(6) この資料では被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・形 

容詞を用います。 

用    語 意    味 

まれに 

わずか 

大半 

ほとんど 

きわめて少ない。めったにない 

数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

半分以上。ほとんどよりはすくない。 

全部ではないが、全部に近い。 

が（も）ある。 

が（も）いる。 

当該頻度階級に特徴的に現れることを表し、量的には多くない

がその数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる 
上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くな

る」が使われている場合に使用 

※気象庁では、アンケート調査などにより得られた震度を公表することがありますが、これ

らは「震度○相当」と表現して、震度計の観測から得られる震度と区別しています。 



- 38 - 

２ 人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動

 
屋内の状況

 
屋外の状況

 

０ 
人は揺れを感じないが、地震

計には記録される。 
  

１ 

屋内で静かにしている人の中

には、揺れをわずかに感じる

人がいる。 

  

２ 

屋内で静かにしている人の大

半が揺れを感じる。眠ってい

る人の中には、目を覚ます人

もいる。 

電灯などのつり下げ物が、わず

かに揺れる。 
 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、

揺れを感じる。歩いている人

の中には、揺れを感じる人も

いる。眠っている人の大半が

目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てる

ことがある。 
電線が少し揺れる。 

４
 

ほとんどの人が驚く。歩いて

いる人のほとんどが、揺れを

感じる。眠っている人のほと

んどが,目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大き

く揺れ、棚にある食器類は音を

立てる。座りの悪い置物が倒れ

ることがある。 

電線が大きく揺れる。自動車

を運転していて、揺れに気付

く人がいる。 

５弱
 大半の人が,恐怖を覚え、物に

捕まりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激し

く揺れ食器類、書棚の本が落ち

ることがある。座りの悪い置物

の大半が倒れる。固定していな

い家具が移動することがあり、

不安定な物は倒れることがあ

る。 

まれに窓ガラスが割れて落

ちることがある。電柱が揺れ

るのがわかる。道路に被害を

生じることがある。 

５強 

大半の人が、物につかまらな

いと歩くことが難しい。行動

に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、

落ちる物が多くなる。テレビが

台から落ちることがある。固定

していない家具が倒れること

がある。 

窓ガラスが割れて落ちるこ

とがある。補強されていない

ブロック塀が崩れることが

ある。据え付けが不十分な自

動販売機が倒れることがあ

る。自動車の運転が困難とな

り、停止する車もある。 

６弱 
立っていることが困難にな

る。 

固定していない家具の大半が

移動し、倒れるものもある。ド

アが開かなくなることがある。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下することがある。 

６強
 
 

立っていることができず、這

わないと動くことができな

い。揺れに翻弄され、動くこと

もできず、飛ばされることも

ある。 

肯定していない家具のほとん

どが移動し、倒れる物が多くな

る。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下する建物が多くな

る。補強されていないブロッ

ク塀のほとんどが崩れる。 

７
 

固定していない家具のほとん

どが移動したり倒れたりして

し、飛ぶこともある。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下する建物がさらに多

くなる。補強されているブロ

ック塀の破損するものがあ

る。 
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３ 木造建物（住宅）の状況 

震度 

階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱  壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがある。 

５強  壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

６弱
 壁などに軽微なひび割れ・亀

裂が見られることがある。 

壁などに軽微なひび割れ・亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある。 

瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがある。 

倒れるものもある。 

６強 壁などにひび割れ・亀裂が見

られることがある。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものがおおくな

る。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多

くなる。まれに傾くことがあ

る。 

傾くものや,倒れるものがさらに多くなる。 

※１ 木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分した。耐震性は、建築年代の新しいほ 

ど高い傾向あり、概ね 昭和 56年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57年（1982 

年）以降には耐震性が高い傾向にある。しかし、構造の違いや壁の配置などにより耐 

震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の 高低が決まる 

ものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

※２ この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタ 

ル仕上げ壁（ラス、金網下地を含む）を想定している。下地の弱い壁は建物の変形が 

少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすくなる。 

※３ 木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20 

年（2008年）岩手・宮城内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 
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４ 鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 
階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強  
壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が入ること

がある。 

６弱 
壁、梁、柱などの部材 

に、ひび割れ・亀裂が入 

ることがある。 

壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多くな

る。 

６強 
壁、梁、柱などの部材 

に、ひび割れ・亀裂が多 

くなる。 

壁、梁、柱などの部材に、斜めやＸ状のひび割れ 

・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものがある。 

7 

壁、梁、柱などの部材 

に、ひび割れ・亀裂がさ 

らに多くなる。 

１階あるいは中間階が 

変形し、まれに傾くもの 

がある。 

壁、梁、柱などの部材に、斜めやＸ状のひび割れ 

・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが多くな

る。 

※１ 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、 
概ね昭和 56年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57年（1982 年）以降は耐震性 
が高い傾向にある。しかし、構造形式や平面的、率面的な耐震壁の配置により耐震性 
に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるもので 
はない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

※２ 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合であっても、 
軽微なひび割れがみられることがある。 

 

５ 地盤・斜面等の状況 

震度 
階級 

地 盤 の 状 況 斜 面 等 の 影 響 

５弱 亀裂や※１液状化※２が生じるこ

とがある。 
落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体

の崩壊が発生することがある。 

※３ ７ 

※１ 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として標 
記している。 

※２ 地下水位が高い、緩い砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行す 
ると、地面からの泥水の噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる。下水管やマ 
ンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたりするなど被害が発生することがある。 

※３ 大規模な地すべりや山体の崩壊が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成 
されることがある。また、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 
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６ ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 

都市ガス供給地域では、安全装置のあるガスメーター（マイ 
コンメーター）が震度５弱程度以上の揺れを感知すると遮断装 
置が作動し、ガスの供給を停止する。さらに揺れが強い場合に 
は、安全のため地域ブロックでガス供給が止まる。 
ガスボンベ供給地域では、道路網等の被害により供給が停止 

される場合がある。また、安全装置付きガスメーターを使用し 
ている場合は、５弱程度以上の揺れを感知すると遮断装置が作 
動して、ガスの供給を停止します。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発 

生することがある。※ 

鉄道の停止、高速道路

の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路な 
どで、安全確認のため、運転見合わせ、速度規制、通行規制が 
各事業者の判断によって行われる。 
（安全確認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域におい 
て、電話・インターネット等による安否確認、見舞い、問合せ 
が増加し、電話等が繋がりにくい状況（輻輳）が起きることが 
ある。そのための対策として、震度６弱以上の揺れがあった地 
震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤ 

ルや災害用伝言板などの提供が行われる。 

エレベーターの停止 
地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺 

れがあった場合、安全のため自動停止する。運転再開には、安 
全確認などのため、時間がかかることがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、 

電気の供給が停止することがある。 
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資料１４ 函館平野西縁断層帯の位置及び構成断層 

（出典：地震調査研究推進本部） 
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函館平野西縁断層帯の活断層位置（詳細図） 

 （出典：地震調査研究推進本部） 
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資料１５ 津波浸水想定区域図（渡島総合振興局） 

（出典：北海道太平洋沿岸における津波浸水想定の公表について(令和３年７月１９日)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  最大津波高：函館市 2.9ｍ～8.7ｍ 

        北斗市 5.1ｍ～7.8ｍ 

        鹿部町 8.6ｍ～11.9ｍ 
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 津波浸水想定区域図（北斗市【１／４】） 

 最大津波高：北斗市七重浜 7.6ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津波警報及び津波警報発表の際の留意事項 

１ 大津波警報及び津波警報が発表された場合には、久根別川遡上が豊田地区まで及ぶ危 

険性を考慮し、豊田地区に避難準備情報の発表を考慮する。 

２ 大津波警報及び津波警報が発表された場合には、避難民が国道５号線等幹線道路を七 

飯方面に避難するため交通規制を警察等に要請を考慮する。 

３ 避難民の受入等に関しては、２市１町防災協定の誠実な履行及び地域防災計画第４章 

第４節相互応援（受援）体制整備計画によるものとする。 
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資料１６ 海抜表示一覧表 

番号 施  設  名 海抜表示 

１ 上追分橋 ５ｍ 

２ 豊田会館 ７ｍ 

３  鶴野地域センター １４ｍ 

４  老人ホーム好日園 １６ｍ 

５ 水防センター １６ｍ 

６  七飯町健康センターアップル温泉 １７ｍ 

７ みどり保育園 １８ｍ 

８  中島会館 ３１ｍ 

９ ＪＲ大中山駅 ３３ｍ 

１０  ＪＲ七飯駅 ３４ｍ 

１１ 大川コミュニティセンター ３５ｍ 

１２ 七飯町役場大中山出張所 ３５ｍ 

１３ 七飯町役場 ７８ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（見本：みどり保育園） 
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資料１７ 噴火警報・予報等の伝達（北海道駒ヶ岳） 

駒ヶ岳噴火警報等伝達系統図 

 

 

 

 

 

    

                       

       対策通報         対策通報    報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．二重線で囲まれている機関は、気象業務法の規定に基づく火山現象特別警報、火山現象警 

報の通知先。 

 ２．二重線の経路は、特別警報が発表された際の気象業務法の規定に基づく通知もしくは周知 

が義務づけられている伝達経路。 

３．太線及び二重線の経路は、火山現象警報、火山現象特別警報、火山の状況に関する解説情 

報（臨時）及び噴火速報が発表されたときに、活動火山対策特別措置法第１２条によって、 

通報又は要請等が義務付けられている伝達経路。 

 ４．点線は、放送、無線。 

※１ ＮＴＴ東日本、西日本には、火山現象特別警報及び火山現象警報のみ伝達 

 

 

(

地
域
火
山
監
視
・
警
報
セ
ン
タ
ー) 

札
幌
管
区
気
象
台 

函館地方気象台 

渡島総合振興局 

（危機対策室） 

ＮＨＫ放送局 

消防庁 

北海道 

（危機対策課） 

 

ＮＴＴ東日本 

・西日本(※1) 

関係指定地方行政機関 

関係指定地方公共機関 

海上保安庁 

陸上自衛隊 

北部方面総監部 

報道機関 

南渡島消防 
事務組合 
消防本部 

住
民
・
登
山
者
等 

各消防署 

・分遣所 

・消防団 

函館中央 
警察署 駐在所 

函館開発建設部 

第 11 旅団司令部 第 28 普通科連隊 

北海道旅客鉄道 

株式会社 

七飯町 

その他の 
災害対策協力機関 

警察庁 
本庁 

北海道警察 
函館方面本部 

北海道警察 
本部 

北海道開発局 

北海道運輸局 
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資料１８ 活動火山対策特別措置法に基づく避難促進施設 

施設の名称 所在地 電話 ＦＡＸ 情報等の伝達方法 

大沼国際 

セミナーハウス 
字大沼町127-1 0138-67-3950 0138-67-3956 

電話又はＦＡＸ 

防災行政無線 

 

 

資料１９ 異常現象を発見した者の措置等 

 

１ 通報義務（災害対策基本法第５４条第１項、第２項） 

  災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なくその状況を町長 

または警察官に通報しなければならない。何人もこの通報が最も迅速に到着するよう 

協力しなければならない。 

 

２ 警察官等の通報（災害対策基本法第５４条第３項） 

  異常現象発見者から通報を受けた警察官はその旨を速やかに町長に通報しなければ 

ならない。 

 

３ 町長の通報（災害対策基本法第５４条第４項） 

  異常現象に関する通報を受けた町長は、次の気象官署に通報しなければならい。 

通報先 電話番号 

札幌管区気象台 

（地域火山監視・警報センター） 

０１１－６１１－２４２１ 

（夜間・土日休日を除く） 

函館地方気象台 

（防災管理官グループ） 

０１３８－４６－２２１１ 

（夜間・土日休日を除く） 

発見者通報用専用ナビダイヤル 
０５７０－０１５－０２４ 

（２４時間） 
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資料２０ 災害情報及び被害状況報告 

 

第１ 災害情報等通信系統  

１ 災害情報等通信系統 

  災害情報及び被害状況の伝達系統は、次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 副通信系統 

   ＮＴＴ一般加入電話、北海道総合行政情報ネットワークによる通信に障害が生じ 

た場合における振興局と町の間の通信は、状況に応じて防災関係機関の通信施設等 

を利用して行うこととし、それによりがたいときは、臨機の措置を講ずるものとす 

る。 

 

第２ 災害情報及び被害状況報告 

  各市町の渡島総合振興局に対する災害情報及び被害状況の報告は、北海道地域防災 

計画に定める次の「災害情報等報告取扱要領」によるものとする。 

 

 

北 海 道 

（危機対策課） 

渡島総合振興局 

（危機対策室） 

渡島総合振興局 

(地域災害対策連絡協議会) 
道地方部局出先機関 

町 

（情報防災課） 

町 

防 災 会 議 

地区災害情報等 

連絡責任者 

警 察 署 

（交番・駐在所） 
消 防 機 関 

住     民     等 
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災害情報等報告取扱要領 

 

 市町村長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合、次に定めるところに 

より災害情報及び被害状況報告（以下「災害情報等」という。）を所轄総合振興局長に 

報告するものとする。 

 

１ 報告の対象 

 災害情報等の報告の対象は、概ね次に掲げるものとする。 

(1)  人的被害、住家被害が発生したもの。 

(2)  災害救助法の適用基準に該当する程度のもの。 

(3)  災害に対し、国及び道の財政援助等を要すると思われるもの。 

(4)  災害が当初軽微であっても、今後拡大し、発展するおそれがある場合、または広 

域的な災害で当該市町村が軽微であっても総合振興局または振興局地域全体から判 

断して報告を要すると認められるもの。 

(5)  地震が発生し、震度４以上を記録したもの。 

(6)  災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて、報告の必要があると認めら 

れるもの。 

(7)  その他特に指示があった災害 

 

２ 報告の種類及び内容 

(1)  災害情報 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、別表１の様式により速やか 

に報告すること。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告すること。 

(2)  被害状況報告 

被害状況報告は、次の区分により行うものとする。ただし、指定行政機関及び指 

定公共機関の維持管理する施設等（住家を除く）については除くものとする。 

  ア 速報 

    被害発生後、直ちに別表２の様式により件数のみ報告すること。 

  イ 中間報告 

    被害状況が判明次第、別表２の様式により報告すること。 

    なお、報告内容に変更を生じたときは、その都度報告すること。ただし、報告 

の時期について特に指示があった場合はその指示によること。 

  ウ 最終報告 

    応急措置が完了した後、１５日以内に別表２の様式により報告すること。 

(3)  その他の報告 

災害の報告は、(1)及び(2)によるほか、法令等の定めに従い、それぞれ所要の報 

告を行うものとする。 
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３ 報告の方法 

(1)  災害情報及び被害状況報告（速報及び中間報告）は、電話または無線等により迅 

速に行うものとする。 

(2)  被害状況報告のうち最終報告は、文書により報告するものとする。総合振興局及 

び振興局においては、管内市町村分を別表３の集計表によりとりまとめ、道（危機 

対策課）に報告するものとし、市町村から報告のあった別表２の写しを添付するも 

のとする。 

 

４ 被害状況判定基準 

  被害状況の判定基準は、別表４のとおりとする。 
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別表１ 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、本様式により速やかに報告すること。 

災害情報 

報 告 日 時 月  日 時現在 発受信日時 月  日  時  分 

発 信 機 関 
（総合振興局又は 

振興局・市町村名等） 

 受 信 機 関 
（総合振興局又は 

振興局・市町村名等） 

 

発 信 者 

（職・氏名） 

 受 信 者 

（職・氏名） 

  

発 生 場 所 

 

 

 

 

発 性 日 時 

 

月  日  時  分 災 害 の 原 因 

 

気 

象 

等 

の 

状 

況 

雨   量 

 

河 川 水 位 

 

潮 位 波 高 

 

風 速 

 

そ の 他 

 

    

ラ

イ

フ

ラ

イ

ン

関

係

の

状

況 

道 路 

 

鉄 道 

 

電 話 

 

水 道 

（飲料水） 

 

電 気 

 

そ の 他 

 

    

(1)災害対策本部

等の設置状況 

（名  称） 

（設置日時）     月    日    時    分設置 

 

（名  称） 

（設置日時）     月    日    時    分設置 

 

 

(2)災害救助法の

適用状況 

地区名 被害棟数 り災世帯 り災人数 

 

 

 

   

（救助実施内容） 
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応 

 

急 

 

措 

 

置 

 

の 

 

実 

 

施 

(3)避難の 

状況 

 地 区 名 避 難 場 所 人 数 日 時 

自

主

避

難 

    

避

難

勧

告 

    

避

難

指

示 

    

(4)自衛隊派

遣要請の状

況 

 

(5)その他 

措置の状況 

 

(6)応急対策

出動人員 

（ア）出動人員 （イ）主な活動状況 

市町村職員 名  

消防職員 名  

消防団員 名  

その他（住民等） 名  

計 名  

その他 （今後の見通し等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）欄に記入しきれいない場合は、適宜別葉に記載し報告すること。 
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別表２ 
被害状況報告（速報 中間 最終） 

災害発生日時 月  日  時  分 災害の原因  

災害発生場所  

発 

 

信 

機関（市町村）名  受 

 

信 

機関（市町村）名  

職・氏名  職・氏名  

発信日時 月 日 時 分 受信日時 月 日 時 分 

項  目 件数等 被害金額
（千円） 

項  目 件数等 被害金額
（千円） 

① 

人

的

被

害 

死    者 人  
※個人別の

氏名、性別、

年齢、原因

は、補足資

料で報告 

⑤ 

土 

 

木 

 

被 

 

害 

道 

 

工 

 

事 

河  川 箇所   

行 方 不 明 人  海  岸 箇所   

重    傷 人  砂防設備 箇所   

軽    傷 人  地すべり 箇所   

計 人  急 傾 斜 箇所   

② 

 

住 

 

家 

 

被 

 

害 

全  壊 

棟  

 

道  路 箇所   

世帯  橋  梁 箇所   

人  小  計 箇所   

半  壊 

棟  

 市町

村工

事 

河  川 箇所   

世帯  道  路 箇所   

人  橋  梁 箇所   

一部破損 

棟  

 

小  計 箇所   

世帯  港  湾 箇所   

人  漁  港 箇所   

床上浸水 

棟  

 

下 水 道 箇所   

世帯  公  園 箇所   

人  崖くずれ 箇所   

床下浸水 

棟  

 

 箇所   

世帯  計 箇所   

人  

⑥ 

 

水 

 

産 

 

被 

 

害 

漁 

 

船 

沈没流出 隻   

計 

棟  

 

破損 隻   

世帯  計 隻   

人  漁港施設 箇所   

③

非

住

家

被

害 

全壊 
公共建物 棟   共同利用施設 箇所   

その他 棟   その他施設 箇所   

半壊 
公共建物 棟   漁具（網） 件   

その他 棟   水産製品 件   

計 
公共建物 棟   その他 件   

その他 棟   計    

④ 

 

農 

 

業 

 

被 

 

害 

農地 

田 
流出・埋没 ha   

⑦ 

 

林 

 

業 

 

被 

 

害 

 

道 

 

有 

 

林 

林  地 箇所   

浸冠水 ha   治山施設 箇所   

畑 
流出・埋没 ha   林  道 箇所   

浸冠水 ha   林 産 物 箇所   

農作

物 

田 ha   そ の 他 箇所   

畑 ha   小  計 箇所   

農業用施設 箇所   
 

一

般 

民

有

林 

林  地 箇所   

共同利用施設 箇所   治山施設 箇所   

営農施設 箇所   林  道 箇所   

畜産施設 箇所   林 産 物 箇所   

その他 箇所   そ の 他 箇所   

    小  計 箇所   

計     計 箇所   
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項  目 件数等 被害金額
（千円） 

項  目 件数等 被害金額
（千円） 

⑧ 

 

衛

生

被

害 

水   道 箇所   ⑪ 社会教育施設被害 箇所   

病

院 

公  立 箇所   
⑫社会福祉

施設等被害 

公 立 箇所   

個  人 箇所   法 人 箇所   

清

掃

施

設 

一般廃棄物処理 箇所   計 箇所   

し尿処理 箇所   

⑬ 

 

そ 

 

の 

 

他 

鉄道不通 箇所  － 

火葬場 箇所   鉄道施設 箇所   

計 箇所   
被害船舶 

（漁船除く） 
箇所   

⑨ 

商

工

被

害 

商  業 件   空  港 箇所   

工  業 件   水  道 戸  － 

そ の 他 件   電  話 回線  － 

計 件   電  気 戸  － 

⑩ 

公 施 

立 設 

文 被 

教 害 

小学校 箇所   ガ  ス 戸  － 

中学校 箇所   ブロック塀等 箇所  － 

高 校 箇所   都市施設 箇所   

その他文教施設 箇所   計  －  

計 箇所   被害総額  

公共施設被害市町村数 団体  
火 災 

発 生 

建  物 件  

罹災世帯 世帯  危 険 物 件  

罹災者数 人  そ の 他 件  

消防職員出動延人数 人  消防団出動延人数 人  

 

災害対

策本部

の設置

状況 

 

道（総合振興局又は振興局） 

 

 

市町村 名    称 設置日時 廃止日時 

    

 

災害救

助法適

用市町

村名 

 

 

補足資料（※別葉で報告） 

 ○災害発性場所 

 ○災害発生年月日 

 ○災害の種類概況 

 ○人的被害（個人別の氏名、性別、年齢、住所、職業、被災場所、原因） 

 ○応急対策の状況 

  ・避難の勧告・指示の状況 

  ・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

  ・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

  ・自衛隊の派遣要請、出動状況 

  ・災害ボランティアの活動状況 ほか 
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別表３ 

被害状況（中間・最終）報告集計表 

災害・事故名  

 

（総合）振興局  平成  年  月  日  時現在 

項  目 件数等 被害金額 
（千円） 

項  目 件数等 被害金額 
（千円） 

① 

人

的

被

害 

死    者 人  

※個人別の氏

名、性別、年齢、

原因は、補足資

料で報告 

⑤ 

土 

 

木 

 

被 

 

害 

道 

 

工 

 

事 

河  川 箇所   

行 方 不 明 人  海  岸 箇所   

重    傷 人  砂防設備 箇所   

軽    傷 人  地すべり 箇所   

計 人  急 傾 斜 箇所   

② 

 

住 

 

家 

 

被 

 

害 

全  壊 

棟  

 

道  路 箇所   

世帯  橋  梁 箇所   

人  小  計 箇所   

半  壊 

棟  

 市町

村工

事 

河  川 箇所   

世帯  道  路 箇所   

人  橋  梁 箇所   

一部破損 

棟  

 

小  計 箇所   

世帯  港  湾 箇所   

人  漁  港 箇所   

床上浸水 

棟  

 

下 水 道 箇所   

世帯  公  園 箇所   

人  崖くずれ 箇所   

床下浸水 

棟  

 

 箇所   

世帯  計 箇所   

人  

⑥ 

 

水 

 

産 

 

被 

 

害 

漁 

 

船 

沈没流出 隻   

計 

棟  

 

破損 隻   

世帯  計 隻   

人  漁港施設 箇所   

③

非

住

家

被

害 

全壊 
公共建物 棟   共同利用施設 箇所   

その他 棟   その他施設 箇所   

半壊 
公共建物 棟   漁具（網） 件   

その他 棟   水産製品 件   

計 
公共建物 棟   その他 件   

その他 棟   計    

④ 

 

農 

 

業 

 

被 

 

害 

農地 

田 
流出・埋没 ha   

⑦ 

 

林 

 

業 

 

被 

 

害 

道 

 

有 

 

林 

林  地 箇所   

浸冠水 ha   治山施設 箇所   

畑 
流出・埋没 ha   林  道 箇所   

浸冠水 ha   林 産 物 箇所   

農作

物 

田 ha   そ の 他 箇所   

畑 ha   小  計 箇所   

農業用施設 箇所   

一般 

民有

林 

林  地 箇所   

共同利用施設 箇所   治山施設 箇所   

営農施設 箇所   林  道 箇所   

畜産施設 箇所   林 産 物 箇所   

その他 箇所   そ の 他 箇所   

    小  計 箇所   

計     計 箇所   
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項  目 件数等 被害金額 
（千円） 

項  目 件数等 被害金額 
（千円） 

⑧ 

 

衛

生

被

害 

水   道 箇所   ⑪ 社会教育施設被害 箇所   

病

院 

公  立 箇所   ⑫社会

福祉施

設等被

害 

公 立 箇所   

個  人 箇所   法 人 箇所   

清

掃

施

設 

一般廃棄物処理 箇所   計 箇所   

し尿処理 箇所   

⑬ 

 

そ 

 

の 

 

他 

鉄道不通 箇所  － 

火葬場 箇所   鉄道施設 箇所   

計 箇所   
被害船舶 

（漁船除く） 
箇所   

⑨ 

商

工

被

害 

商  業 件   空  港 箇所   

工  業 件   水  道 戸  － 

そ の 他 件   電  話 回線  － 

計 件   電  気 戸  － 

⑩ 

公 施 

立 設 

文 被 

教 害 

小学校 箇所   ガ  ス 戸  － 

中学校 箇所   ブロック塀等 箇所  － 

高 校 箇所   都市施設 箇所   

その他文教施設 箇所   計  －  

計 箇所   被害総額  

公共施設被害市町村数 団体  
火 災 

発 生 

建  物 件  

罹災世帯 世帯  危 険 物 件  

罹災者数 人  そ の 他 件  

消防職員出動延人数 人  消防団出動延人数 人  

 

災害対

策本部

の設置

状況 

 

道（総合振興局又は振興局） 

 

市町村 名    称 設置日時 廃止日時 

    

 

災害救

助法適

用市町

村名 

 

 

補足資料（※別葉で報告） 

 ○災害発性場所 

 ○災害発生年月日 

 ○災害の種類概況 

 ○人的被害（個人別の氏名、性別、年齢、住所、職業、被災場所、原因） 

 ○応急対策の状況 

  ・避難の勧告・指示の状況 

  ・他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 

  ・消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 

  ・自衛隊の派遣要請、出動状況 

  ・災害ボランティアの活動状況 ほか 
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別表４ 

被害区分 判  断  基  準 

① 

人

的

被

害 

死 者 

 当該災害が原因で死亡した死体を確認したもの。又は死体を確認することができな 

いが死亡したことが確実なもの。 

(1) 当該災害により負傷し、死亡した者は、当該災害による志望者とする。 

(2) Ａ町のものが隣接のＢ町に滞在中、当該災害によって死亡した場合は、Ｂ町の死 

亡者として取り扱う。（行方不明、重傷、軽傷についても同じ。） 

(3) 氏名、性別、年齢、職業、住所、原因を調査し市町村と警察調査が一致すること 

行方不明 
 当該災害が原因で行方不明となり、かつ死亡した疑いのあるもの。 

(1) 死亡者欄の(2)(3)を参照。 

重傷者 

災害のため負傷し、1 ヶ月以上医師の治療（入院、通院、自宅療養等）を受け、又 

は受ける必要のあるもの。 

(1) 死亡者欄の(2)(3)を参照。 

軽傷者 

災害のため負傷し、1 ヶ月未満医師の治療（入院、通院、自宅療養等）を受け、又 

は受ける必要のあるもの。 

(1) 死亡者欄の(2)(3)を参照。 

② 

 

住 

 

 

 

家 

 

 

 

被 

 

 

 

害 

住  家 

 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどうかを問 

わない。 

(1) 物置、倉庫等を改造して居住している場合は、住家とみなす。 

(2) 商品倉庫等の一部を管理人宿舎として使用している場合で、商品倉庫、管理人宿 

舎ともに半壊した場合、住家の半壊 1、商工被害１として計上すること。 

(3) 住家は社宅、公宅（指定行政機関及び指定公共機関のもの）を問わず全てを住家 

とする。 

世  帯 

 生活を一つにしている実際の生活単位。寄宿舎、下宿その他これ等に類する施設に 

宿泊するもので共同生活を営んでいる者は原則としてその寄宿舎等を１世帯とする。 

(1) 同一家屋内に親子夫婦が生活の実態を別々にしている場合は、２世帯とする。 

全 壊 

 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち住家全部が倒壊、流 

出、埋没、消失したもの、又は住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用す 

ることが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流出した部分の床面 

積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの又は住家の主要な構成要素 

の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上 

に達した程度のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建具を含む）の時価とし、家財道具の被害は含 

まない。 

半 壊 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊 

が甚だしいが、補修すれば元通りに災使用できる程度のもので、具体的には、損壊部 

分が、その住家の延床面積の２０％以上７０％未満のもの、又は住家の主要な構成要 

素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以 

上５０％未満のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建具を含む）の時価に減損耗率を乗じた額とし 

、家財道具の被害は含まない。 

一部破損 

 全壊、半壊、床上浸水及び床下浸水に該当しない場合であって、建物の一部が破損 

した状態で、居住するためには、補修を要する程度のもの。 

(1) 被害額の算出は、その家屋（畳、建物を含む）の時価に減損耗率を乗じた額とし 

、家財道具の被害は含まない。 

床上浸水 

 住家が床上まで浸水又は土砂等が床上まで堆積したため、一時的に居住することが 

できない状態となったもの。 

(1) 被害額の算出は、床上浸水によって家屋（畳、建物を含む）が破損した部分の損 

害額とし、家財道具の被害、土砂及び汚物等の除去に要する経費は含まない。 

床下浸水 

 住家が床上浸水に達しないもの。 

(1) 被害額の算出は、床上浸水によって家屋（畳、建物を含む）が破損した部分の損 

害額とし、家財道具の被害、土砂及び汚物等の除去に要する経費は含まない。 
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被害区分 判  断  基  準 

③ 

非

住

家

被

害 

非住家 

非住家とは住家以外の建物で、この報告中他の被害項目に属さないものとする。 

 これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

(1) 公共建物とは、役場庁舎、集会施設等の公用又は公共の用に供する建物をいう。 

なお、指定行政機関及び指定公共機関の管理する建物は含まない。 

(2) その他は、公共建物以外の神社、仏閣、土蔵、物置等をいう。 

(3) 土蔵、物置とは、生活の主体をなす主家に附随する建物の意味であって、営業用 

の倉庫等は、その倉庫の用途に従って、その他の項目で取り扱う。 

(4) 被害額の算出は、住家に準ずる。 

④

農

業

被

害 

農 地 

 農地被害は、田畑が流失・埋没等のため農耕に適さなくなった状態をいう。 

(1) 流失とは、その田畑の筆における耕土の厚さ 10％以上が流出した状態をいう。 

(2) 埋没とは粒径１㎜以下にあっては２㎝、粒径 0.25 ㎜以下の土砂にあっては５㎝ 

以上流入した状態をいう。 

(3) 埋没等の等とは、地震による土地の隆起、陥没又は干ばつをいう。 

(4) 被害額の算出は農地の原形復旧に要する費用又は、農耕を維持するための最小限 

の復旧に要する費用とし、農作物の被害は参入しない。 

農作物 

 農作物が農地の流失、埋没等及び浸冠水・倒伏によって生じた被害をいう。 

(1) 浸冠水とは、水・土砂等によって相当期間（２４時間以上）作物等が地面に倒れ 

 ている状態をいう。 

(2) 倒伏とは、風のため相当期間（２４時間以上）作物等が地面に倒れている状態を 

いう。 

(3) 被害額の算出は、災害を受けなかったとしたならば得たであろう金額を推定積算 

すること。 

農業用 

施設 

 頭首工、ため池、水路、揚水機、堤防、道路、橋梁、その他農地保全施設の被害を 

いう。 

共同利用 

施  設 

 農業協同組合又は同連合会の所有する倉庫、農産物加工施設、共同作業場、産地市 

場施設、種苗施設、家畜繁殖施設、共同放牧施設、家畜診療施設等及び農家の共同所 

有に係る営農施設の被害をいう。 

営農施設 
 農家個人所有に係る農舎、サイロ倉庫、尿溜、堆肥舎、農業機械類、温室、育苗施 

設等の被害をいう。 

畜産被害  施設以外の畜産施設で、畜産、畜舎等の被害をいう。 

そ の 他  上記以外の農業被害、果樹（果実を含まない。）草地畜産物等をいう。 

⑤

土

木

被

害  

河 川 

 河川の維持管理上必要な堤防、護岸、水制・床止め又は沿岸を保全するため防護す

ることを必要とする河岸等で復旧工事を要する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

海 岸 

 海岸又はこれに設置する堤防、護岸、突堤その他海岸を防護することを必要とする

海岸等で復旧工事を要する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

砂防施設 

 砂防法第 1 条に規定する砂防施設、同法第 3 条の規定によって同法が準用される砂

防の施設又は天然の河岸等で復旧工事を必要とする程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

地すべり 

防止施設 

 地すべり防止法第２条第３項に規定する地すべり防止施設で復旧工事を必要とする

程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 
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被害区分 判  断  基  準 

⑤

土

木

被

害 

急傾斜地 

崩壊防止 

施  設 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第２条第２項に規定する急傾斜地崩 

壊防止施設で復旧工事を必要とする程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

道 路 

 道路法に基づき道路管理者が維持管理を行っている、道路法第２条の道路の損壊が 

、復旧工事を要する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

橋 梁 

 道路法に基づき道路管理者が維持管理を行っている、道路法第２条の道路を形成す 

る橋が流失又は損壊し、復旧工事を要する程度の被害をいう。 

(1) 被害額の算出は、復旧に要する経費を計上すること。 

港 湾 
 港湾法第２条第５項に基づく水域施設、外かく施設、けい留施設等で復旧工事を要 

する程度の被害をいう。 

漁  港  漁港法第３条に規定する基本施設又は漁港の利用及び管理上重要な輸送施設 

下 水 道  下水道法に規定する公共下水道、流域下水道、都市下水道をいう。 

公 園 
 都市公園法施行令第３１条各号に掲げる施設（主務大臣の指定するもの（植栽・生 

け垣）を除く。）で、都市公園法第２条第１項に規定する都市公園に設けられたもの。 

⑥

水

産

被

害 

 

漁 船 

動力船及び無動力船の沈没流出、破損（大破、中破、小破）の被害をいう。 

(1) 港内等における沈没は、引き上げてみて今後使用できる状態であれば破損として 

取り扱う。 

(2) 被害額の算出は、被害漁船の再取得価格又は復旧額とする。 

漁港施設 外かく施設、けい留施設、水域施設で水産業協同組合の維持管理に属するもの。 

共同利用 

施  設 

 水産業協同組合、同連合会又は地方公共団体の所有する施設で漁業者の共同利用に 

供する水産倉庫、加工施設、作業所、荷さばき所、養殖施設、通信施設、給水施設、 

給油施設、製氷・冷凍・冷蔵施設・干場・船揚場等をいう。 

その他 

施設 
 上記施設で個人（団体、会社も含む。）所有のものをいう。 

漁 具  定置網、刺網、延縄、かご、函等をいう。 

水産製品  加工品、その他の製品をいう。 

⑦

林

業

被

害 

林 地 新生崩壊地、拡大崩壊地、地すべり等をいう。 

治山施設  既設の治山施設等をいう。 

林 道  林業経営基盤整備の施設道路をいう。 

林産物  素材、製材、薪炭原木、薪、木炭、特用林産物等をいう。 

その他 
苗畑、造林地、製材工場施設、炭窯、その他施設（飯場、作業路を含む。）等をい 

う。 

⑧

衛

生

被

害 

水 道 
 水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設及び排水施設を

いう。 

病 院  病院、診療所、助産所等をいう。 

清掃施設  ごみ処理施設、し尿処理施設及び最終処分場をいう。 

火葬場  火葬場をいう。 

⑨

商

工

被

害 

商 業  商品、原材料等をいう。 

工 業  工場等の原材料、製品、生産機械器具等をいう。 
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被害区分 判  断  基  準 

⑩公立文教施設

被害 

 公立の小、中、高校、中等教育学校、大学、特別支援、幼稚園等をいう。（私学関 

係はその他の項目で扱う。） 

⑪社会教育施設

被害 
 図書館、公民館、博物館、文化会館等の施設 

⑫社会福祉施設

被害 

 老人福祉施設、身体障がい者（児）福祉施設、知的障がい者（児）福祉施設、児童 

母子福祉施設、生活保護施設、介護老人保健施設、精神障がい者社会復帰施設をい 

う。 

⑬

そ

の

他 

鉄道不通  汽車、電車等の運行が不能となった程度の被害をいう。 

鉄道施設  線路、鉄橋、駅舎等施設の被害をいう。 

被害船舶 
(漁船除く) 

 櫓（ろ）、櫂（かい）のみを持って運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能

となったもの及び流出、所在が不明となったもの、並びに修理しなければ航行できな

い程度の被害をいう。 

空港 空港整備法第２条第１項第３号の規定による空港をいう。 

水道 

（戸数） 
上水道、簡易水道で断水している戸数のうち、ピーク時の戸数をいう。 

電話 

（戸数） 
災害により通話不能となった電話の回線数をいう。 

電気 

（戸数） 
災害により停電した戸数のうち、ピーク時の停電戸数をいう。 

ガス 

(戸数) 

一派ガス事業者又は簡易ガス事業者で供給停止となっているピーク時の戸数をい

う。 

ﾌﾞﾛｯｸ塀等 倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数をいう。 

都市施設 街路等の都市施設をいう。 

 上記の項目以外のもので特に報告を要すると思われるもの。 
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資料２１ 水害重要警戒区域及び整備計画 

１ 洪水浸水想定区域図（資料提供：北海道渡島総合振興局 函館建設管理部） 

 (1) 久根別川（想定最大規模 ２４時間総雨量：３９９mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 説明文 
（１）この図は、久根別水系久根別川の水位周知区間について、水防法の規定に基づき、想定しうる最大規模の降雨 

による洪水浸水想定区域、浸水した場合に想定される水深を表示した図面です。 
（２）この洪水浸水想定区域図は、平成２９年１２月時点の久根別川の河道及び洪水調整施設の整備状況を勘案し 

て、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水により久根別川が氾濫した場合の浸水の状況をシミュレーションに 
より予測したものです。 

（３）なお、このシミュレーションの実施にあたっては、支川の決壊による氾濫、シミュレーションの前提となる降 
雨を越える規模の降雨、高潮及び内水による氾濫等を考慮していませんので、この洪水浸水想定区域に指定され 
ていない区域においても浸水が発生する場合や想定される水深が実際の浸水深と異なる場合があります。 

２ 基本事項等 
（１）作成主体 北海道渡島総合振興局  
（２）指定年月日 平成３０年  月  日 
（３）指定の根拠法令 水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１４条第１項 
（４）対象となる水位周知河川 久根別川水系久根別川（実施区間）蒜沢川との合流点から海まで 
（５）指定の前提となる降雨 久根別川流域の２４時間総雨量 ３９９．０mm 
（６）関係市町村 北斗市、函館市、七飯町 
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 (2) 折戸川（想定最大規模 １時間降雨量：４８mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 説明文 

（１）この図は、折戸川水系折戸川について、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水により氾濫した場合に 
想定される浸水の区域と水深を簡便な手法で計算し示した図面です。 

（２）なお、この計算にあたっては、支川の決壊による氾濫、計算の前提となる降雨を超える規模の降雨、 

高潮及び内水による氾濫等を考慮していませんので、この図で氾濫しない区域においても浸水が発生 
する場合や計算した水深が実際の浸水深と異なる場合があります。 

２ 基本事項等 

（１）作成主体 北海道渡島総合振興局  
（２）検討区間 
   ・折戸川水系折戸川（実施区間） 

    左岸 北海道亀田郡七飯町字東大沼１５番地先から海まで 
    右岸 同１４番地先（大沼銚子口）から海まで 
（３）計算の前提となる降雨 折戸川流域における最大の１時間降雨量４８ｍｍ 

（４）関係市町村 鹿部町 

平成 30年 10 月 北海道 函館建設管理部 
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２ 水防区域 

 危     険     区     域 予 想 さ れ る 被 害 整 備 計 画 

備     考 
番号

 
市町村名

 
地 区 名

 
河 川 名

 流心距離 

（㎞） 

危険区域 

延長 

（㎞） 

災 害 の 

要    因 

住戸 

(戸) 

公共施設 

(棟) 
道  路

 
そ の 他

 
実施機関

 
概   要

 

１ 七 飯 町 
字 藤 城 

国道下流 

普   通 

藤 城 川 

(久根別川） 

久根別川 

河口上流 

1.20 

久根別川 

河口上流 

0.2 

埋そくに 

よる溢水 
10   

畑  0.6ha 

宅地 0.6ha 
道 

砂防施設 

整備中 
 

 

３ 土石流危険渓流の警戒区域 
 

危  険  区  域  の  現  況 予  想  さ  れ  る  被  害 整 備 計 画 

番号
 

区域名
 

水 系 名
 

河 川 名
 

箇 所 名
 

渓流番号
 砂防指定地 

指定番号・年月日 

住 家 

（戸） 
公共施設等

 
道 路

 
その他

 
実施機関

 
概 要

 

１ 仁 山 久根別川 仁山川 仁山川 Ⅰ-21-0240 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
２３   ＪＲ   

２ 峠 下 久根別川 久根別川 峠下神社の沢川 Ⅰ-21-0250 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
３  国道５号    

３ 峠 下 久根別川 新道川 小学校裏の沢川 Ⅰ-21-0260 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
      

４ 峠 下 久根別川 新道川 発電所裏の沢川 Ⅰ-21-0270 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
      

５ 峠 下 久根別川 新道川 発電所横の沢川 Ⅰ-21-0280 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
２      

６ 藤 城 久根別川 新道川 新道川 Ⅱ-21-0290 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
２      

７ 藤 城 久根別川 藤城川 築城の沢川 Ⅱ-21-0300 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
４  函館新道    

８ 上藤城 久根別川 水無沢川 水無沢川 Ⅰ-21-0310 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
 生活介護事業所 函館新道    

９ 桜町 久根別川 桜町沢川 桜町沢川 Ⅰ-21-0320 
北海道告示第 379 号      

R2.5.29 
  函館新道    

１０ 鳴川 久根別川 鳴川 採石場の沢川 Ⅰ-21-0330 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

１１ 鳴 川 久根別川 鳴川 鳴川 Ⅰ-21-0340 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
１６０ 

七飯中学校 

老人介護施設 

冬トピア団地（一部） 

国道５号    

１２ 鳴 川 久根別川 第２鳴川 第２鳴川 Ⅰ-21-0350 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
３      
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 危  険  区  域  の  現  況 予  想  さ  れ  る  被  害 整 備 計 画 

番号 区域名
 

水 系 名
 

河 川 名
 

箇 所 名
 

渓流番号
 砂防指定地 

指定番号・年月日 

住 家 

（戸） 
公 共 施 設

 
道 路

 
その他

 
実施機関

 
概 要

 

１３ 大中山 久根別川 湯出川 湯出川 Ⅱ-21-0360 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
２      

１４ 大中山 久根別川 武佐川 武佐川 Ⅰ-21-0361 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
１４２ 

武佐川町内会館 

福祉村四丁目の夕日 
国道５号 

源雄寺 

北電変電所 
  

１５ 軍 川 折戸川 大七沢川 神社の沢川 Ⅱ-21-1620 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
３  ﾐﾙｸﾛｰﾄﾞ    

１６ 軍 川 折戸川 黒石川 落の沢川 Ⅱ-21-1630 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
  ﾐﾙｸﾛｰﾄﾞ    

１７ 軍 川 折 戸 川 苅間川 苅間川 Ⅰ-21-1640 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
１３ 

軍川振興会館 

軍川小学校校舎 
ﾐﾙｸﾛｰﾄﾞ    

１８ 上軍川 折 戸 川 軍川 高橋の沢川 Ⅱ-21-1650 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
２      

１９ 大沼町 折 戸 川  小沢の沢川 Ⅱ-21-1660 
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
２      

２０ 西大沼 宿野辺川  小本川右の川 Ⅰ-21-1670 
北海道告示第 31 号      

H30.1.12 
 道立大沼学園 国道５号    

２１ 仁 山 久根別川 仁山川 村山３号沢川 Ⅲ-21-025 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２２ 仁 山 久根別川 仁山川 仁山１号沢川 Ⅲ-21-026 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２３ 仁 山 久根別川 仁山川 仁山２号沢川 Ⅲ-21-027 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２４ 仁 山 久根別川 仁山川 仁山３号沢川 Ⅲ-21-028 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２５ 仁 山 久根別川 仁山川 仁山４号沢川 Ⅲ-21-029 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２６ 大中山 久根別川 湯出川 大中山１号沢川 Ⅲ-21-030 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

２７ 軍川 折戸川  堀川沢川 Ⅲ-21-049 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
  ﾐﾙｸﾛｰﾄﾞ    

２８ 大沼町 折戸川  小沼２の沢川 Ⅲ-21-052 
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
  

道道大沼 
公園線 
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４ 地すべり危険箇所 

 危  険  区  域  の  現  況 予 想 さ れ る 被 害 整 備 計 画 

番号
 

区 域 名
 

箇  所  名
 

箇所番号
 面 積 

(ha) 

砂防指定地 

指定番号・年月日 

住 家 

（戸） 
公共施設

 
道 路

 
その他

 
実施機関

 
概 要

 

１ 仁 山 七飯町仁山 2-23-453  
北海道告示第 389 号 

R4.6.24 
１      

 

５ 急傾斜地崩壊危険箇所 
 

危  険  区  域  の  現  況 予 想 さ れ る 被 害 整 備 計 画 

番号
 

区 域 名
 

箇  所  名
 

箇所番号
 面 積

(ha) 

砂防指定地 

指定番号・年月日 

住 家 

（戸） 
公共施設

 
道 路

 
その他

 
実施機関

 
概 要

 

１ 藤 城 七飯藤城１ Ⅰ-2-205-1243  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
４      

２ 峠 下 七飯峠下３ Ⅰ-2-206-1244  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
４  国道５号    

３ 西大沼 七飯西大沼 Ⅰ-2-207-1245  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

４ 東大沼 七飯東大沼 Ⅰ-2-208-1246  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

５
 

鳴 川
 

七飯鳴川１
 

Ⅰ-2-612-3061
 

 
北海道告示第 31 号      

H30.1.12 
 

道立養護学校 

寄宿舎 
    

６ 鳴 川 七飯鳴川２ Ⅱ-2-109-892  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

７
 

峠 下
 

七飯峠下１
 

Ⅱ-2-110-893
 

0.15
 北海道告示第 295 号 

H24.4.24 
   

JA 新函館東地区

野菜真空 

予冷施設 

  

８ 峠 下 七飯峠下２ Ⅱ-2-111-894  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

９ 峠 下 七飯峠下４ Ⅱ-2-112-895  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
１      
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危  険  区  域  の  現  況 予 想 さ れ る 被 害 整 備 計 画 

番号
 

区 域 名
 

箇  所  名
 

箇所番号
 面 積

(ha) 

砂防指定地 

指定番号・年月日 

住 家 

（戸） 
公共施設

 
道 路

 
その他

 
実施機関

 
概 要

 

１０ 軍 川 七飯軍川 Ⅱ-2-113-896  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
  

主要道道大沼 

公園鹿部線 
   

１１ 藤 城 七飯藤城２ Ⅲ-2-25-406  
北海道告示第 390 号 

R4.6.24 
      

 

６ 七飯町内の河川 

 (1) ２級河川 

河川番号 水 系 名 河 川 名 流路延長(km) 備  考 

03-01-02-024 久根別川 久根別川 ２６．００ 伐木・掘削計画（北海道） 

 (2) 普通河川 

河川番号 水 系 名 河 川 名 流路延長(km) 備  考 

03-01-02-025 久根別川 蒜沢川 ５．００ 伐木・掘削計画（北海道） 

03-01-02-026 久根別川 湯出川 ０．６０ 伐木・掘削計画（北海道） 

03-01-02-027 久根別川 鳴川 ７．５０ 伐木・掘削計画（北海道） 

03-01-02-028 久根別川 水無沢川 ０．３０ 伐木・掘削計画（北海道） 

03-01-02-029 久根別川 藤城川 ０．６０ 伐木・掘削計画（北海道） 

03-01-02-003 軍川 軍川 ４．８０ 伐木・掘削計画（北海道） 
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資料２２ 危険物保有事業所等一覧 

 

１ 主要な危険物施設（給油所） 

No. 事業所名 品名 
数量 

(kℓ) 

タンク 

ローリー 

保有数 

所在地 責任者 

停電時の 

給油の 

可否 

１ 
（株） 

フレンドリーベア 

ｶﾞｿﾘﾝ 25.9 

３ 
七飯町 

字大沼町７４６ 
鈴木 みちよ 

可 

(発電機) 

灯 油 302.9 

軽 油 309.6 

重 油 300 

２ （株）長沢燃料店 灯 油 9.6 １ 
七飯町 

字大沼町２１４ 
長沢 学 

可 

(手回し) 

３ （株）林商店 

ｶﾞｿﾘﾝ 30 

３ 

七飯町 

本町５丁目 

４－５ 

林 一哉 
可 

(発電機) 
灯 油 120 

軽 油 37 

４ 
湊商事（株） 

七飯給油所 

ｶﾞｿﾘﾝ 38.4 

２ 

七飯町 

鳴川５丁目 

２－７ 

伊藤 宏史 
可 

(手回し) 

灯 油 29 

軽 油 9.6 

重 油 9.6 

５ 

（有） 

新はこだて協同 

大中山給油所 

ｶﾞｿﾘﾝ 40 

― 

七飯町 

大川６丁目 

２－２ 

畠山 良一 不可 灯 油 130 

軽 油 50 

６ （株）中川石油 

ｶﾞｿﾘﾝ 38.4 

３ 

七飯町 

大川１丁目 

７－２４ 

中川 弘規 可 灯 油 9.6 

軽 油 9.6 

７ 
横山石油（株） 

望ヶ丘給油所 

ｶﾞｿﾘﾝ 30 

― 

七飯町 

大川８丁目 

１２－１２ 

森下 健一 
可 

(手回し) 
灯 油 10 

軽 油 20 
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２ その他の施設 

No. 名  称 所在地 施設区分 管理者 

保管量 

品名 
数量

(kℓ) 

1 宗教法人 阿主南寺 七飯町字西大沼 66-4 地下タンク 麦島 善光 重油 15 

2 大沼合同遊船(株) 七飯町字大沼町 148 屋内貯蔵所 小泉 真 

重油 1 

軽油 1 

ｶﾞｿﾘﾝ 2 

ｵｲﾙ 1.5 

3 世紀東急工業㈱ 七飯町字藤城 224-10 屋外タンク 宮本 彰 重油 19.5 

4 
創価学会  

函館研修道場 
七飯町字上軍川 137 地下タンク 長谷川 重夫 灯油 5 

5 高倉塗料興産㈱ 七飯町字中島 150-2 屋内貯蔵所 高倉 雄司 塗料 7.7 

6 鳴川運送㈱ 七飯町字中島 6-5 自家給油所 川尻 淳一 軽油 19 

7 望ヶ丘医院 七飯町大川３丁目 5-28 地下タンク 田中 陽子 灯油 10 

8 
(株)アムコー・テクノ

ロジー・ジャパン 
七飯町字中島 145 

地下タンク 

・屋内貯蔵 
江本 裕 

重油 40 

その他 2.09 

9 
社会福祉法人 

青雲の森 野畔の花 
七飯町字大沼町 322 地下タンク 益 幸代 重油 20 

10 
ヤマトタカハシ㈱ 

北海道昆布館 
七飯町字峠下 32-1 地下タンク 高橋 一夫 重油 9 

11 
渡島養護老人ホーム

好日園 
七飯町字中野 210-2 地下タンク 高橋 伸之 重油 20 

12 ㈱小原 七飯町字中島 29-2 地下タンク 小原 光一 重油 4 

13 (株)沼の家 七飯町字大沼町 145 地下タンク 堀口 慎哉 灯油 1.9 

14 

(公益財団法人)北海

道農業開発公社道南

支所 

(中川石油へ貸出) 

七飯町字中島 152 地下タンク 大高 秀之 
重油 50 

灯油 50 

15 (株)はこだてわいん 七飯町字上藤城 11 地下タンク 齊藤 清之 重油 9.5 

16 
(株)北洋舎ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 

七飯工場 
七飯町字中島 205-3 地下タンク 吉田 勤 重油 9.6 

17 東洋製罐(株) 七飯町字中島 25-2 地下タンク 金子 俊治 灯油 5 

18 (株)丸豆 岡田製麺 七飯町字中島 13-1 地下タンク 岡田 守弘 重油 15 

19 (株)ドウナン ECO 七飯町字鳴川 496-2 自家給油所 出口 晋一 重油 9.6 

20 (株)羽衣運輸 七飯町字大沼町 815-9 自家給油所 井上 修 軽油 19 

21 札幌急配(株) 七飯町字藤城 223-2 自家給油所 梅田 喜貢 軽油 20 

 

休止中 

休止中 

廃業 
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No. 名  称 所在地 施設区分 管理者 

保管量 

品名 
数量

(kℓ) 

22 七飯郵便局 七飯町本町６丁目 2-2 地下タンク 局 長 灯油 3 

23 
七飯天然温泉  

ゆうひの館 
七飯町本町 4 丁目 6-1 地下タンク 大村 まゆみ 重油 4 

24 
老人保健施設 

あかまつの里ななえ 
七飯町本町 4 丁目 6-10 屋内タンク 大村 健久 重油 6.3 

25 
(株) 

函館ﾆﾔﾏﾚｼﾞｬｰｾﾝﾀｰ 
七飯町字仁山 629 地下タンク 難波 節雄 重油 30 

26 横津岳 ARSR 局舎 七飯町字東大沼 673 地下タンク 
函館空港 

事務所長 
軽油 6 

27 横津岳無線中継所 七飯町字大川 790 地下タンク 
陸自 

業務隊長 
軽油 6 

28 ななえ新病院 七飯町本町７丁目 657-5 地下タンク 高田 竹人 重油 30 

29 日乃出食品(株) 七飯町緑町３丁目 2-1 地下タンク 工藤 英洋 重油 10 

30 
函館大沼 

プリンスホテル 

七飯町字西大沼 157 
地下タンク 

支配人 

春山 新悟 

灯油 50 

七飯町字西大沼 73 重油 3 

七飯町字西大沼 72 自家給油所 
軽油 0.495 

ｶﾞｿﾘﾝ 0.99 

31 なるかわ病院 七飯町鳴川４丁目 325-1 地下タンク 藤嵜 泰利 重油 15 

32 (株)函館食品運輸 七飯町字峠下 405-4 自家給油所 高田 幸悦 軽油 30 

33 東亜石油(株) 七飯町緑町２丁目 3-45 移動タンク 張田 勇一 ﾀﾝｸﾛｰﾘ 2 

34 (有)増田商事 七飯町字峠下 131 移動タンク 増田 光雄 ﾀﾝｸﾛｰﾘ 2 

35 
北海道日通プロパン

販売(株) 
七飯町字中島 208-1 移動タンク 澤田 昌宏 ﾀﾝｸﾛｰﾘ 1 

36 (株)白老油脂函館 七飯町字中島 58-3 移動タンク 佐藤 和彦 ﾀﾝｸﾛｰﾘ 1 

37 七飯町役場 七飯町本町６丁目 1-1 地下タンク 

町管理 

軽油 0.47 

38 七飯町文化センター 七飯町本町６丁目 1-2 地下タンク 重油 10 

39 大中山コモン 
七飯町大中山 

３丁目 275-2 
地下タンク 重油 4 

40 南渡島衛生施設組合 七飯町字中島 386-1 地下タンク 重油 8 

41 大沼国際ｾﾐﾅｰﾊｳｽ 七飯町字大沼町 127 地下タンク 重油 10 

42 七飯町立七重小学校 七飯町本町６丁目 2-11 地下タンク 重油 5 

43 七飯町立峠下小学校 七飯町字峠下 420 地下タンク 重油 3 

44 
七飯町立 

大中山中学校 

七飯町大中山 

３丁目 291-1 
地下タンク 重油 6 

45 
七飯町立 
大沼岳陽学校 

七飯町字上軍川 283 地下タンク 重油 10 

46 七飯養護学校 七飯町鳴川５丁目 21-1 地下タンク 

道管理 

重油 13 

47 
北海道立 

七飯高等学校 
七飯町鳴川５丁目 13-1 地下タンク 重油 8 

休止中 

休止中 
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資料２３ 防災行政無線配備一覧 

１ 七飯町防災行政無線・固定系 

（ＮＴＴデータ・減災コミュニケーションシステム） 

種   別 数 量 備   考 

センターサーバー １台 庁舎サーバー室内 

操作端末ＰＣ １台 情報防災課内（持出し可） 

サーバー接続 WiFi ルータ １台 情報防災課内（持出し可） 

屋外拡声子局 ５０柱 町内各地 

ＬＰＷＡ送信装置のみ １５柱 町内各地 

デジタルサイネージ ７台 役場庁舎、大沼出張所他 

戸別受信機 ４５００台 町内各地（設置希望者宅） 

２ 七飯町防災行政無線・移動系 

  （ＭＣＡ無線） 

種   別 数 量 備   考 

移動系端末親機 １台 情報防災課内に設置 

移動系端末子機 １８台 情報防災課内に保管 

移動系端末子機 １台 大沼出張所に保管 

移動系端末子機 １台 南北海道大沼婦人会館に保管 

 

資料２４ 消防組織の現有施設 

１ 庁舎 

名          称 所    在    地 電  話 

南渡島消防事務組合七飯消防署 七飯町桜町２丁目３－１ 65-2244 

              七飯消防署大中山分遣所 七飯町大川１１丁目３４０－３ 65-2212 

              七飯消防署大沼分遣所 七飯町字大沼町７８０－４ 67-2048 

              七飯消防団本部 七飯町桜町２丁目３－１ 65-2244 

              七飯消防女性分団 七飯町桜町２丁目３－１ 65-2244 

              七飯消防団第１分団 七飯町桜町２丁目３－１ 65-2244 

              七飯消防団第２分団 七飯町大川１１丁目３４０－３ 65-2212 

              七飯消防団第３分団 七飯町字鶴野１４９  

              七飯消防団第４分団 七飯町字藤城９－２  

              七飯消防団第５分団 七飯町字峠下８０  

              七飯消防団第６分団 七飯町字軍川２１９－５  

             七飯消防団第７分団 七飯町字大沼町７８０－４ 67-2048 

              七飯消防団第８分団 七飯町字東大沼４０１－３  

南渡島消防事務組合消防本部 北斗市中央２丁目６－６ 0138-73-5130 

              北斗消防署 北斗市中央２丁目６－６ 0138-73-3191 

              鹿部消防署 鹿部町宮浜２８６－１ 01372-7-3331 
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２ 消防組織の現有車両 

種      類 
保有 
台数 

備        考 

消防自動車 

水槽付消防ポンプ自動車（6,500ℓ） １ 本署（T2） 

水槽付消防ポンプ自動車（2,000ℓ) ４ 
本署（T1・T3）２（緊援隊登録） 

大中山・大沼分遣所配備 

電源照明車（大型 2,000W×９灯） １ 本署 

小型動力ポンプ積載車(B-2 級) ２ 第７分団配備、女性分団配備 

小型動力ポンプ積載車(B-3 級)       ７ 第１、２、３，４、５、６、８分団配備 

多機能型消防車(B-2 級) １ 大中山分遣所（救助資機材等積載） 

その他の車輌 

救急車（高規格型） ２ 
本署（救援隊登録＝七飯救急１） 

（救援隊未登録＝七飯救急２） 

広報連絡車 １ 本署 

連絡車 １ 本署 

薬剤資機材搬送車 ２ 
本署（新搬送車） 

大沼分遣所（旧搬送車） 

３ 消防水利 

防 火 水 槽 
 

 

 

消  火  栓 

４０㎥未満 ４０㎥以上 計 基準外 基準内 計 

２０ １１４ １３４ １９１ １８５ ３７６ 
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資料２５ 災害対策用資機材保有状況 

１ 役場庁舎地下倉庫 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

ＬＥＤヘッドライト(中) ２３個 単４×３本使用 

ＬＥＤヘッドライト(小) １０個 単３×１本使用 

ＬＥＤペンダントライト ９４個 単４×１本使用 

LED ランタン(２面パネル) ５０個 単１×４本使用 

LED ランタン(４面パネル) ６個 単１×６本使用 

スターリングターボ(ﾗｼﾞｵﾗｲﾄ) １６台 手回し発電タイプ 

単１乾電池 ３５０本   

単２乾電池 １８５本   

単３乾電池 ３６本   

単４乾電池 １４０本   

毛布(赤十字) ３８枚 クリーニング済み 

ホールドキャリア(20ℓ用) ５０枚 水運搬用 

非常用飲料水袋(10ℓ用) ６００枚   

エコ食器(100 人用) ５箱 １ｾｯﾄ(丼・ｶｯﾌﾟ・ｽﾌﾟｰﾝ) 

大型救急箱(50 人用) ４箱 Ｒ２．１２内用品入換 

大型救急箱(20 人用) ８箱 Ｒ２．１２内用品入換 

救急セット(赤十字) ９個 ドラムバック 

日用品セット(赤十字) １１箱 プラケース 

リュックサック(赤十字) １１個   

パトロールベスト(黄色) ２０着   

黄ベスト（不織布素材） １００着  

ヘルメット(赤帯) ２０個   

ヘルメット(緑帯) ２６個   

ショルダー型メガホン(ﾊﾝﾄﾞﾏｲｸ) ４個   

降灰調査キット １ｾｯﾄ プラケース収納 

クリーン手袋(100 枚入) ５箱   

ストレッチマスク(50 枚入) ８箱   

滑り止め軍手 １７０個   

強力ライト(懐中電灯) ４個 赤色 

ハロゲンライト(懐中電灯) ２個 黄色 

ブルーシート(3.6m×4.5m) ５枚   

救命胴衣 ６個   

剣先スコップ ８４丁   

鳶口(とびくち)長柄 ２４本   

金テコ １６本   
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２ 七飯町役場車庫前防災倉庫Ａ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ﾎﾝﾀﾞ） ２台 2.4KVA 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ｽﾊﾞﾙ） ２台 2.5KVA 

ガソリン携行缶 ３個 20ℓ 

発電機用オイル ２本 1ℓ 

発動発電機（ｶｾｯﾄｶﾞｽ用） ３台 0.85KVA 

カセットガス缶（３本組） ２３個 使用期限 2024.3.7 

カセットコンロ ５個   

ポリタンク(給水用 20ℓ) ６個   

非常用飲料水袋 ６箱 10ℓ×１００枚／箱 

エコ食器(丼、ｶｯﾌﾟ、ｽﾌﾟｰﾝ) ６箱 100 組／箱 

哺乳瓶(ガラス瓶) １５本   

災害用救助ウェットティッシュ ３箱 100 枚入×１５個／箱 

災害トイレ用ウェットティッシュ ３箱 ２４個入／箱 

コードリール（30m） ５個   

ハロゲンライト三脚付 ３台   

ＬＥＤ強力ライト １６個 懐中電灯タイプ 

ＬＥＤ誘導灯（赤色） １８本   

ゴム手袋薄手(Ｌｻｲｽﾞ) ３０箱 200 枚入／箱 

防護マスク ８０箱 20 枚入／箱 

クリーンマスク １２０箱 50 枚入／箱 

ゴーグル １０個   

サバイバルブランケット ６３０個   

エアーマット １２０枚 ポンプ２個付 

折り畳み担架 １台 担架収納箱含む 

折り畳み車椅子 １台 役場正面玄関に設置 

ポータブル石油ストーブ ６台 寄付(林商店) 

灯油用ポリタンク(18ℓ) ６本   

灯油用ポンプ ２本   
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３ 七飯町役場車庫前防災倉庫Ｂ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

避難所用マット(ロール) ６本   

ポータブル石油ストーブ ３台 反射式１台含む 

幼児用おむつ(Ｌ) １箱 ５４枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｍ) １箱 ６４枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｓ) １箱 ８２枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｌ) ２箱 ４４枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｍ) ２箱 ５２枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｓ) ２箱 ６２枚入×４袋 

幼児用おむつ(新生児用) １箱 ６８枚入×４袋 

生理用品 ３箱 ３０枚入×２４袋 

成人用おむつ(Ｓ～Ｍ) １箱 ３４枚入×１０袋 

成人用おむつ(Ｌ～ＬＬ) １箱 ３０枚入×１１袋 

ハンドタオル １２００本   

ハンドタオル １５０枚  

トイレットペーパー(200 個入) ２箱   

ブルーシート ２０枚   

 

４ 保健センター防災倉庫 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

真空パック毛布 ２１箱 １０枚入／箱 

ｸﾘｱｰﾌｪｲｽｼｰﾙﾄﾞ ４０個   

防護具ｾｯﾄ(感染対策用) ３０個 Ｍ：２０、Ｌ：１０ 

手指消毒剤(専用ポンプ付) ４０個 １ℓ／個 

手洗い石鹸(ﾐｭｰｽﾞ) ９０個   

間仕切りテント ２０張 目隠しカバー付（総務財政課発注分） 

間仕切りテント（車いす対応） ８０張 目隠しカバー付 

段ボールベット(断熱材付) １ｾｯﾄ 業者寄付受 

段ボールベット 2 ｾｯﾄ 道庁寄付受 

エコスペース(ﾀﾞﾝﾏｯﾄ付) ６ｾｯﾄ 避難所用間仕切り 

簡易ベット（ｷｬﾝﾌﾟ用ｺｯﾄ） １０９個 ２個／１箱 
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５ 大中山コモン空調機室 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

真空パック毛布 １９０枚   

給水用ポリタンク ２個 20ℓ 

哺乳瓶 ５本   

大型用救急箱(５０人用) ２箱 Ｒ２．１２内用品入換 

ハンドタオル １００枚   

災害用救助ウェットティッシュ １箱 100 枚入×１５個／箱 

災害トイレ用ウェットティッシュ １箱 ２４個入／箱 

幼児用おむつ(Ｌ) １箱 ５４枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｍ) １箱 ６４枚入×４袋 

幼児用おむつ(Ｓ) １箱 ８２枚入×４袋 

生理用品 １箱 ３０枚入×２４袋 

除菌ステアジェル ２０本   

サージカルマスク ４０箱 ５０枚入／箱 

防護マスク ２０箱 ２０枚入／箱 

ニトリル手袋 ２０箱 ２００枚入／箱 

プラスチック手袋 １０箱 １００枚入／箱 

ゴーグル ５個   

ポータブル石油ストーブ ５台  
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６ 大中山コモン防災倉庫Ａ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ｽﾊﾞﾙ） １台 2.5KVA 

ガソリン携行缶 １個 20ℓ 

発電機用オイル １本 1ℓ 

カセットガス １箱 ３本組×１４個／箱 

ポータブル石油ストーブ ２台   

ハロゲンライト三脚付 ３台   

コードリール ２個 30m 

ＬＥＤライト ２個 懐中電灯型 

札幌式ユニバーサルトイレ ２基   

凝固・衛生袋 ２箱 100 枚入／箱 

避難所用マット(ロール) ３本   

エコスペース(ﾀﾞﾝﾏｯﾄ付) ３ｾｯﾄ 避難所用間仕切り 

折り畳み簡易ベット ２台   

サバイバルブランケット ２０枚   

折り畳み担架 １台 担架収納箱含む 

折り畳みリヤカー １台   

 

７ 大中山コモン防災倉庫Ｂ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

間仕切りテント（車いす対応） ３０張 目隠しカバー付 

簡易ベット（ｷｬﾝﾌﾟ用ｺｯﾄ） ９８個 ２個／１箱 

携帯トイレ １，６００個  
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８ 大川コミュニティーセンター防災倉庫 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ﾎﾝﾀﾞ） １台 2.4KVA 

ガソリン携行缶 １個 20ℓ 

発電機用オイル ２本 1ℓ 

発動発電機（ｶｾｯﾄｶﾞｽ） ２台 0.85KVA 

カセットガス缶 １箱 ３本組×１６個／箱 

カセットコンロ ５台   

ポータブル石油ストーブ ４台 反射式２台含む 

大型ガスコンロ １台 １口 

炊出しステーション ５台   

大鍋 １式 DAIWA 移動かまど(赤十字) 

エコ食器(丼、ｽﾌﾟｰﾝ、ﾎｰｸ) ２箱 100 組／箱 

給水用ポリタンク ２個 20ℓ 

非常用飲料水袋 ２００枚 10ℓ 

哺乳瓶 ５本   

大型救急箱 ２個 R3.1 内容品入換 

中型救急箱 １個 R3.1 内容品入換 

災害用救助ウェットテイッシュ １箱 100 枚入×２４個／箱 

消毒用アルコールタオル １箱 100 枚入×１５個／箱 

ハンドタオル ９７枚   

クリーンマスク １０箱 100 枚入／箱 

防護マスク １６箱 20 枚入／箱 

ゴム手袋薄手 １０箱 200 枚入／箱 

ゴーグル ５個   

おむつ(Ｌ) １箱 54 枚入×４個／箱 

おむつ(Ｍ) １箱 64 枚入×４個／箱 

おむつ(Ｓ) １箱 82 枚入×４個／箱 

折り畳み簡易ベット １台   

避難所用マット(ロール) ２本   

エコスペース(ﾀﾞﾝﾏｯﾄ付) １ｾｯﾄ 避難所用間仕切り 

真空パック毛布 ７０枚 20 枚は施設地下倉庫保管 

ハロゲンライト三脚付 ２台   

コードリール １台 30ｍ 

ショルダー型メガホン １個   

折り畳みリヤカー １台   

折り畳み車椅子 １台 施設内に設置 
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９ 大沼多目的会館 館内倉庫 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

毛布 ２２４枚   

 

１０ 大沼多目的会館 防災倉庫Ａ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ﾎﾝﾀﾞ） １台 2.4KVA 

発動発電機（ｶﾞｿﾘﾝ・ｽﾊﾞﾙ） １台 2.5KVA 

ガソリン携行缶 ２個 20ℓ 

発電機用オイル ２本 1ℓ 

ポータブル石油ストーブ ２台   

ハロゲンライト三脚付 ２台   

コードリール ２個 30m 

ＬＥＤ強力ライト ２個 懐中電灯型 

カセットコンロ ５台   

カセットガス １箱 ３本組×１６個 

折り畳み簡易ベット ２台   

避難所用マット(ロール) ３本   

エコスペース(ﾀﾞﾝﾏｯﾄ付) ２ｾｯﾄ 避難所用間仕切り 

大型用救急箱(５０人用) ２箱 Ｒ２．１２内用品入換 

札幌式ユニバーサルトイレ ３基   

凝固・衛生袋 ３箱 100 枚入 

サバイバルブランケット ２０個   

折り畳み担架 ２台 担架収納箱含む 

折り畳みリヤカー ２台   

折り畳み車椅子 １台 館内設置 

 

１１ 大沼多目的会館 防災倉庫Ｂ 

災害対策用資機材の名称 保管数量 備   考 

間仕切りテント（車いす対応） ３０張 目隠しカバー付 

簡易ベット（ｷｬﾝﾌﾟ用ｺｯﾄ） ４８個 ２個／１箱 
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１２ 七飯消防署保有資機材 

資機材の名称 保管数量 資機材の名称 保管数量 

かぎ付き梯子     ２本 しの     １２丁 

二連梯子     ３本 鳶口     ２１本 

三連梯子     ３本 マサカリ       ８本 

大型油圧スプレッダー     １台 小型背負い式ポンプ       １式 

コンビ・ツール     ３台 エアーテント       １式 

可搬式ウインチ     ２台 携帯用照明（懐中電灯）     １８本 

マット型空気ジャッキ     ３台 防塵マスク     ３６面 

油圧切断機     ２台 ゴーグル     ３１個 

鉄筋カッター     １台 ペチャンコ水筒     ４０枚 

エンジンカッター     ４台 水筒     １４個 

チェンソー     ５基 布担架     ６台 

救命索発射銃     １丁 刈り払い鎌      ３本 

送排風機      １台 胴なた      ３本 

可搬式発電機     ４台 なた      ３本 

発電照明装置     ４台 のこぎり      ３丁 

投光器     ４台 ショベル      ３丁 

ジェットシューター ２８基 石油ストーブ       ５台 

空気呼吸器 ３４基 胴付長靴       ５着 

油圧救助器具 １式 救命胴衣      ９着 

軽量油圧救助器具  ２式 毛布     １３枚 

大角スコップ １０丁 オイルフェンス       ６張 

角スコップ １１丁 化学防護服      ９着 

剣先スコップ ５３丁 防毒マスク       ３面 

掛矢 ３本 ガス検知器       ２台 

くわ     １２本   

ツルハシ     １２丁   

  （七飯町役場預託資機材） 

機械器具の名称 保管数量 保管場所・所在地 備   考 

毛布 １００枚 

七飯消防署 

七飯町桜町２丁目３－１ 

電 話 0138-65-2244 

ＦＡＸ 0138-65-2833 

５０枚は大沼分遣所 

ワンタッチテント ３張  

ワンタッチテント（日本赤十字） １張  

テント用ウェイト 20kg １２  

ウォーターウェイト ６組  

ポータブルストーブ ４台 ２台は大中山分遣所 
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資料２６ 食糧備蓄状況（七飯町役場地下防災倉庫等） 

機械器具の名称 保管数量 保管場所・所在地 備   考 

サバイバルパン 

（ミックスフルーツ） 
６２４食 

七飯町役場地下防災倉庫 

七飯町本町６丁目１－１ 

電 話 0138-65-5791 

ＦＡＸ 0138-66-2054 

１箱２４食 

サバイバルパン 

（チョコチップ） 
７６８食 １箱２４食 

サバイバルパン 

（ハスカップ） 
５２８食 １箱２４食 

サバイバルパン 

（ドライリンゴ） 
１４４食 １箱２４食 

野菜シチュー ３５０食 １箱７０食 

アルファ米 

（五目）アレルギー対応 
６５０食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（山菜おこわ）アレルギー対応 
５００食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（ひじき）アレルギー対応 
４００食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（きのこ）アレルギー対応 
４００食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（わかめ）アレルギー対応 
３００食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（梅がゆ）アレルギー対応 
４００食 ４２ｇ／１食 

アルファ米 

（ドライカレー）アレルギー対応 
４５０食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（野菜ピラフ）アレルギー対応 
２００食 １００ｇ／１食 

アルファ米 

（とうもろこし）アレルギー対応 
２００食 １００ｇ／１食 

乳幼児用粉ミルク ２００本 保存期間約１５ヶ月 

飲料水（500mℓ×２４本） ４０箱 コカ・コーラ 

飲料水（500mℓ×２４本） ４０箱 キリン・ビバレッジ 

飲料水（500mℓ×２４本） １０箱 
大中山コモン 

七飯町大中山３丁目 275-2 

コカ・コーラ 

飲料水（500mℓ×２４本） １０箱 ベンテック 

飲料水（500mℓ×２４本） ２０箱 
大沼多目的会館 

七飯町字大沼町 502-1 
ワッズ 

飲料水（500mℓ×２４本） １０箱 
鳴川高台団地集会所 

七飯町鳴川５丁目 19-2 
伊藤園 

飲料水（２ℓ×６本） ２０箱 
七飯町健康センター 

七飯町字中野 194-1 
サントリー 

※サバイバルパン・アルファ化米等の数量は、保存期間（５年間）により変動します。 
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資料２７ 町有車両等の状況 

 令和５年２月末 

種 別 台数 備  考 

トラック １１台  

バス等 ４台 中型バス２、マイクロバス２ 

土木作業車 ９台 タイヤショベル７、バックホー１、グレーダ１ 

連絡車 ５１台 普通乗用車、軽自動車、普通貨物車 

軽トラック ２台  

道路パトロールカー １台   

交通安全指導車 ４台  

環境維持作業車 ４台 タイヤショベル３、ブルドーザ１ 

計 ８６台  

 

 

資料２８ 七飯町除雪機械等現有数 

令和５年２月末 

種   別 保有台数 備  考 

軽トラック １台  

小型ダンプカー（２ｔ） ２台 土木課・農林水産課 

除雪専用トラック（１１ｔ） １台  

除雪トラック（５．５ｔ） １台  

タイヤショベル ７台  

グレーダー １台  

バックホー １台  

ロータリー除雪車 １台  

合    計 １５台  
 

対象路線の除雪の状況（平成３０年１１月現在） 

町道延長     ３１１．３ ㎞ 

除雪実施延長   ２６９．５ ㎞ 

実施率       ８６．６ ％ 

※平成３０年度除雪計画概要より 

排雪計画 

 通常の降雪時期において、排雪は原則として実施しない。 

 異常降雪等により主要町道あるいは住宅団地内の生活道路で、車両の通行に支障が生ず 

るおそれがある場合は、臨時的に排雪を実施することを基本とする。 

雪捨て場の設置（午前９時００分～午後５時００分） 

 臨時的な排雪等に対応するため、次のとおり雪捨場を設置する。 

 七飯町雪捨場 七飯町鳴川４丁目２２２番２（旧函館林務署鳴川苗畑跡地） 
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資料２９ 消防信号 

［消防法施行規則（昭和３６．４．１自治省令第６号）］ 

 種      別 打 鐘 信 号 余韻防止付きｻｲﾚﾝ信号 その他の信号 

 火 

 災 

 信 

 号 

近火信号 
●－●－●－●－● 

        （連点） 

●－Ⅴ ●－Ⅴ 

約３秒、２秒休み 

      （連打） 

 

出場信号・団出場区域

内 

●－●－● ●－●－● 

             （３点） ●－Ⅴ ●－Ⅴ 

約５秒、約６秒 応援信号・団特命応援

出場 

●－● ●－● ●－● 

              （２点） 

鎮火信号 
●  ●－● ●  ●－● 

 （１点と２点の斑打） 
 

 

 山 

 林 

 火 

 災 

 信 

 号 

出場信号・団出場区域

内 

●－●－● ●－● 

  （３点と２点の斑打） 

●－Ⅴ ●－Ⅴ 

約 10秒 約２秒 

応援信号出動区域外

に指令応援出場 
    同     上   同     上 

 火 

 災 

 警 

 報 

 信 

 号 

火災警報発令信号 

● ●－●－●－● 

● ●－●－●－● 

 （１点と４点の斑打） 

●－Ⅴ ●－Ⅴ 

約 30秒、約６秒 

掲 示 版 

火災警報発令中 

旗    

   赤  

白  

     白 

吹き流し  赤 

 

 

   赤  白 

火災警報解除信号 

● ● ●－● 

● ● ●－● 

（１点２個と２点との斑打） 

●－Ⅴ ●－ 

約 10 秒、約 3 秒、約 1 分 

 
演集 

習信 

召号 

演習召集信号 

● ●－●－● 

● ●－●－● 

 （１点と３点の斑打） 

●－Ⅴ ●－Ⅴ 

約 15秒、約６秒 

備考
 １信号時間は適宜と

する。 
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資料３０ 七飯町避難場所等一覧 

１ 指定緊急避難場所及び指定避難所 

№ 地区名 避難所名 

収容 

可能 

人数 

構 

造 

面積 

（㎡） 
所在地 電話 

給
食
設
備
有
無 

管理者 
洪 

水 

土
砂
災
害 

地 
震 

火
山
噴
火 

標 

高 

指
定
避
難
所 

１ 

大 川 

大川ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 61 S 185 大川１丁目 2-17 66-2068 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 35 ○ 

２ 松の木町内会館 91 W 273 大川２丁目 18-12 65-3705 有 町内会 ○ ○ ○ ○ 46 ○ 

３ 大川美園振興会館 72 S 217 大川４丁目 10-1 66-2068 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 47  

４ 大川会館 45 W 137 大川１１丁目 345 65-5444 有 町内会 ○ ○  ○ 49  

５ 大川十字街町内会館 57 W 173 大川５丁目 18-2 64-2525 有 町内会 ○ ○ ○ ○ 44  

６ 東大川振興会館 110 S 330 大川９丁目 25-11 66-2068 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 75 ○ 

７ 

大中山 

大中山小学校体育館 280 RC 850 
大中山２丁目 1-5 66-2067 

 
学校教育課 

○ ○ ○ ○ 46 ○ 

８ 大中山小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 5,800  11,657  ○ ○ ○ ○ 46  

９ ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙななえ町内会館 50 RC 150 大中山２丁目 30-4 65-4374 有 町内会 ○ ○ ○ ○ 49  

10 大中山コモン 320 RC 969 大中山３丁目 275-2 65-9711 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 58 ○ 

11 大中山中学校体育館 270 RC 811 
大中山３丁目 291-1 65-2221 

 
学校教育課 

○ ○ ○ ○ 67 ○ 

12 大中山中学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 7,200  14,483  ○ ○ ○ ○ 67  

13 武佐川会館 38 W 116 大中山４丁目 183 65-4392 有 町内会 ○   ○ 64  

14 高見会館 28 W 86 大中山７丁目 594-1 65-9806 有 町内会 ○ ○  ○ 63  
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№ 地区名 避難所名 

収容 

可能 

人数 

構 

造 

面積 

（㎡） 
所在地 電話 

給
食
設
備
有
無 

管理者 
洪 

水 

土
砂
災
害 

地 

震 

火
山
噴
火 

標 
高 

指
定
避
難
所 

15 中 島 中島会館 50 W 152 字中島 16-2 65-4155 有 町内会 ○ ○ ○ ○ 31  

16 豊 田 豊田会館 19 W 58 字豊田 150 65-4189 有 町内会  ○  ○ 7  

17 鶴  野 
鶴野地域センター 

（屋内運動場） 
170 RC 514 字鶴野 229-2 65-2511  総務財政課  ○ ○ ○ 14 ○ 

18 緑 町 緑町会館 130 RC 390 緑町２丁目 8-26 65-6242 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 21  

19 

鳴 川 

鳴川振興会館 110 S 331 鳴川３丁目 12-1 65-3316 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 55 ○ 

20 果樹センター 65 W 195 鳴川４丁目 248 65-4765 有 町内会 ○ ○  ○ 72  

21 鳴川中央町内会館 27 W 83 鳴川５丁目 10-36 65-5585 有 町内会 ○ ○ ○ ○ 81  

22 鳴川高台団地集会所 23 RC 70 鳴川５丁目 19-2 65-5796 有 都市住宅課 ○ ○ ○ ○ 95  

23 

本 町 

本町光陽会館 31 W 93 本町２丁目 141-1 65-7292 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 29  

24 本町振興会館 133 S 401 本町３丁目 17-62 65-9721 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 45 ○ 

25 本町地域センター 510 RC 1,554 本町４丁目 8-1 65-2067 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 58  

26 寿会館 30 W 92 本町４丁目 22-29 65-5905 有 町内会 ○ ○  ○ 49  

27 スポーツセンター 500 RC 1,510 本町５丁目 6-1 65-4116  生涯教育課 ○ ○  ○ 81  

28 本町見晴振興会館 72 S 217 本町５丁目 17-19 65-5790 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 85  

29 文化センター 240 RC 726 本町６丁目 1-2 66-2066 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 81 ○ 
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№ 地区名 避難所名 

収容 

可能 

人数 

構 

造 

面積 

（㎡） 
所在地 電話 

給
食
設
備
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無 
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水 

土
砂
災
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震 

火
山
噴
火 

標 
高 

指定 

避難 

所 

30 

本 町 

七重小学校体育館 280 RC 856 
本町６丁目 2-11 65-2029 

 
学校教育課 

○ ○ ○ ○ 70 ○ 

31 七重小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 4,500  9,101  ○ ○ ○ ○ 70  

32 七飯中学校体育館 270 RC 815 
本町６丁目 9-1 65-2211 

 
学校教育課 

○  ○ ○ 89  

33 七飯中学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 7,000  14,065  ○  ○ ○ 89  

34 冬トピア団地集会場 97 RC 293 本町８丁目 15-5 65-9223 有 都市住宅課 ○  ○ ○ 89  

35 桜 町 桜町振興会館 80 S 240 桜町１丁目 9-30 65-5034 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 45  

36 飯田町 水防センター 28 RC 85 飯田町 167 65-5795 有 土木課  〇 〇 〇 16  

37 

藤 城 

上藤城 

藤城公民館 130 S 414 字藤城 9-2 65-5115 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 29  

38 藤城小学校体育館 200 RC 602 
字藤城 268 65-2615 

 
学校教育課 

○ ○ ○ ○ 32 ○ 

39 藤城小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 3,200  6,495  ○ ○ ○ ○ 32  

40 上藤城会館 64 RC 192 字上藤城 5-1 64-5222 有 生涯教育課 ○ ○ ○ ○ 28 ○ 

41 藤城青葉台町内会館 32 ﾌﾟﾚ 97 字上藤城 313-169 64-0137 有 町内会 ○ ○  ○ 76  

42 

峠 下 

峠下公民館 130 S 401 字峠下 159-2 65-3318 有 生涯教育課 ○ ○  ○ 35  

43 峠下小学校体育館 160 RC 486 
字峠下 420-1 65-2415 

 
学校教育課 

○ ○ ○ ○ 29 ○ 

44 峠下小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 8,500  7,816  ○ ○ ○ ○ 29  

45 道の駅駐車場 8,500  17,000 字峠下 318 65-2517  商工観光課  ○ ○ ○ 26  
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収容 
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造 

面積 
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標 
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指定 

避難 

所 

46 

大沼町 

南北海道大沼婦人会館 320 RC 969 字大沼町 212-2 67-3531  生涯教育課 ○ ○   130  

47 旧大沼小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 3,900  7,927 字大沼町 429-2 67-2031  学校教育課 ○ ○ ○  131  

48 大沼多目的会館 61 RC 183 字大沼町 502-1 67-3153 有 生涯教育課 ○ ○ ○  130 ○ 

49 旧大沼公民館 120 S 372 字大沼町 699 67-5656 有 子育て健康支援課 ○ ○   131  

50 吉野山会館 16 W 50 字大沼町 914 67-2417 有 町内会 ○ ○ ○  141  

51 

軍 川 

上軍川 

池田園駅前会館 22 W 67 字軍川 77-2 67-3760 有 町内会 ○ ○   136  

52 大沼岳陽学校体育館 260 RC 800 
字上軍川 180-2 67-2351 

 
学校教育課 

○ ○ ○  139 ○ 

53 大沼岳陽学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 7,200  14,483  ○ ○ ○  139  

54 川尻町内会館 22 W 66 字上軍川 376 67-2728 有 町内会 ○ ○   140  

55 軍川振興会館 78 S 234 字上軍川 808 67-2547 有 生涯教育課 ○  ○  160  

56 旧軍川小学校ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 3,400  6,860 字上軍川 808-1 67-2333  学校教育課 ○  ○  164  

57 俄路会館 28 W 86 字上軍川 968-2 67-2817 有 町内会 ○ ○   180  
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58 

東大沼 

東大沼地区生活館 28 CB 171 字東大沼 401-1 67-2969 有 生涯教育課 ○ ○   140  

59 東大沼会館 100 RC 315 

字東大沼 403 67-2309 

 

学校教育課 

○ ○ ○  141 ○ 

60 旧東大沼小学校 

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 
3,100  6,250  ○ ○ ○  141  

61 西大沼 西大沼会館 130 RC 414 字西大沼 340-2 67-3458 有 生涯教育課 ○ ○ ○  163 ○ 

62 大中山 あかまつ公園 3,500  7,100 大中山５丁目 122-1 65-5794 無 都市住宅課 ○ ○ ○  46  

63 本 町 本町多目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 11,500  23,092 本町５丁目 24-1 65-4116 無 生涯教育課 ○ ○ ○  79  

64 東大沼 東大沼多目的ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ 15,300  30,718 東大沼 28-2 65-4116 無 生涯教育課 ○ ○ ○  138  

※構造 ＳＲＣ：鉄骨鉄筋コンクリート ＲＣ：鉄筋コンクリート Ｓ：鉄骨 ＣＢ：補強コンクリートブロック Ｗ：木造（モルタル・鋼） プレ：プレハブ 

※その他：必要に応じて臨時避難所を確保する。 

※避難所収用人員算出基準 

１ 避難所の収用人員 

  建物の総床面積×１／２（事務所、机等の面積を除いた使用可能床面積）÷３㎡（緊急時の１人あたりの必要面積） 

２ 屋内体育館の収用人員 

  体育館のアリーナ面積÷３㎡（緊急時の１人あたりの必要面積） 

３ グラウンドの収用人員 

  グラウンドの総面積×０．９（体育施設等を除いた使用可能面積）÷１．５㎡（緊急時の１人あたりの必要面積） 

４ 公園の収用人員 

  公園面積×０．７（花壇、植木等の公園施設を除いた使用可能面積）÷１．５㎡（緊急時の１人あたりの必要面積）あかまつ公園は中央グラウンド面積 

※駒ヶ岳が噴火した場合は、原則大沼地区の指定避難所及び指定緊急避難場所については広域避難拠点として使用し、避難所（滞在用）としては使用しない。 
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２ 福祉避難所 

№ 地区名 避難所名 

収容 

可能 

人員 

構
造 

所  在  地
 

電 話
 

給食 

設備 

の 

有無 

管理者
 地

震
時 

備 考
 

１ 大 川 大川コミニュティセンター 12 S 大川１丁目 2-17 65-3105 有 生涯教育課 ○  

2 
大中山 

大中山コモン 20 RC 大中山３丁目 275-2 65-9711 有 生涯教育課 ○  

3 大中山多世代交流地域センター 100 RC 大中山２丁目 1-5 65－0372 有 子育て健康支援課 ○  

4 
本 町 

文化センター  8 RC 本町６丁目 1-2 66-2066 有 生涯教育課 ○  

5 保健センター 20 RC 本町６丁目 1-5 66-2511 有 子育て健康支援課 ○  

6 大沼町 大沼多目的会館  4 RC 字大沼町 502-1 67-2141 有 生涯教育課 ○ 噴火時不可 

※その他：必要に応じて指定避難所内に福祉スペース（要配慮者用スペース）を確保する。 
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資料３１ 医療機関等 

 

１ 国立、道立医療機関 

医療機関名 所在地 診療科目 病床数 電  話 

独立行政法人 

国立病院機構函館病院 
函館市川原町 18-16 

内・呼・小・消・循・外・皮・産

婦・眼・放・耳・整・心外・麻 
350 0138-51-6281 

函館赤十字病院 函館市堀川町 6-21 
内・小・外・皮・ひ・放・整・ 

リハ・脳・麻 
180 

0138-51-5315 

0138-54-4558 

渡島総合振興局 

保健環境部保健福祉室 
函館市美原 4-6-16 内 無 0138-47-9400 

 

２ 災害拠点病院 

(1)  基幹災害医療センター 

医療圏名 指定病院名 所在地 病床数 電  話 備考 

全道域 札幌医科大学付属病院 札幌市中央区南１条西１６丁目 944 011-612-2111  

(2)  地域災害医療センター 

医療圏名 指定病院名 所在地 病床数 電  話 備考 

南渡島 市立函館病院 函館市港町１－１０－１ 844 0138-43-2000  

 

３ 医師会 

医師会名 所在地 電  話 備考 

一般社団法人 渡島医師会 
函館市大森町 21-12  

シャトーム大森 201 
0138-27-1246  

一般社団法人 函館歯科医師会 函館市大手町３－３ 0138-23-3650  

一般社団法人 函館薬剤師会 函館市富岡３丁目１－１５ 0138-45-1572  

一般社団法人 北海道獣医師会道南支部 北斗市東前７４－２ 道南 NOSAI 内 0138-77-2130  

公益社団法人 北海道看護師協会道南南支部 
函館市中道２丁目 51-1  

函館陵北病院内 
0138-54-3113  

 

※診療科目については、次のような略号を用いる。 

内・・・・・・・内科 

神内・・・・神経内科 

循・・・・・循環器科 

外・・・・・・・外科 

脳・・・・脳神経外科 

皮ひ・・皮膚泌尿器科 

肛・・・・・・肛門科 

眼・・・・・・・眼科 

放・・・・・放射線科 

口外・・歯科口腔外科 

心内・・・・心療内科 

呼・・・・・呼吸器科 

アレ・・アレルギー科 

整・・・・・整形外科 

呼外・・・呼吸器外科 

皮・・・・・・皮膚科 

産婦・・・・産婦人科 

耳・・・・耳鼻咽喉科 

歯・・・・・・・歯科 

麻・・・・・・麻酔科 

精・・・・・・精神科 

消・・・・・消化器科 

リウ・・・リウマチ科 

形・・・・・形成外科 

心外・・心臓血管外科 

ひ・・・・・泌尿器科 

産・・・・・・・産科 

気・・・・気管食道科 

矯・・・・・矯正歯科 

神・・・・・・神経科 

胃・・・・・・胃腸科 

小・・・・・・小児科 

美・・・・・美容外科 

小外・・・・小児外科 

性・・・・・・性病科 

婦・・・・・・婦人科 

リハ・・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

小歯・・・・小児歯科 
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４ 町内医療機関 

医 療 機 関 名 住      所 電  話 ＦＡＸ 診療科目等 

望ヶ丘病院 大川３丁目５－２８ 65-8111  内・小・ｱﾚ・放診 

にしや整形外科ｸﾘﾆｯｸ 大川４丁目１１－１１ 64-7000 64-7070 整外・ﾘﾊ・ﾘｳ 

山下歯科 大川４丁目１５－２５ 65-0422  歯・矯・小歯・口外 

大沼歯科ｸﾘﾆｯｸ 大川６丁目１－２ 64-4618  歯・小歯 

丸山内科医院 大川８丁目６－１ 65-0055 65-0066 内・消・胃 

小児科ひよこｸﾘﾆｯｸ 大川８丁目１２－１５ 65-1311  小 

たかはし皮膚科ｸﾘﾆｯｸ 大川８丁目１２－２１ 66-2188  皮 

みよしデンタルｸﾘﾆｯｸ 大川８丁目６－１３ 64-0001 64-0002 歯・小歯 

三木ｸﾘﾆｯｸ 大中山３丁目２５３－６ 65-5000 65-5800 
内・泌・人透内・  

腎内 

なるかわ病院 鳴川４丁目３２５－１ 65-7131 65-7132 精・神・内 

向井ｸﾘﾆｯｸ 鳴川５丁目１－４ 66-2888 66-2800 内・呼・消・循・外 

なかの歯科ｸﾘﾆｯｸ 本町１丁目２－２ 65-8880 65-8880 歯・矯・小歯・口外 

くどう眼科ｸﾘﾆｯｸ 本町３丁目９－２６ 66-6611 66-6612 眼 

宮村内科医院 本町３丁目１０－４５ 65-5151 65-2328 内・消・小・婦 

松倉整形外科ｸﾘﾆｯｸ 本町３丁目１０－４９ 65-0151 65-0251 整外 

ななえ山本歯科 本町３丁目１１－１１ 64-8888  歯・小歯 

かねたか歯科医院 本町３丁目１６－４３ 65-1800  歯 

福島神経ｸﾘﾆｯｸ 本町３丁目１６－５１ 64-7706 64-7706 
心内・小・精 

てん外 

函館脳神経外科七飯ｸﾘﾆｯｸ 本町５丁目４－１２ 66-6111  循・脳外・ﾘﾊ 

見晴公園歯科・矯正歯科ｸﾘﾆｯｸ 本町５丁目５－２７ 65-1600  歯・矯 

七飯耳鼻科 本町６丁目６－５ 66-2677  耳 

はるこどもｸﾘﾆｯｸ 本町６丁目７－４２ 65-0500  小・歯 

ななえ新病院 本町７丁目６５７－５ 65-2525 65-3769 
内・循・神内・整外・

ﾘﾊ 

なかがわ歯科 桜町５１－２ 66-3133  歯・小歯・口外 

佐藤歯科ｸﾘﾆｯｸ 桜町２丁目２－８ 65-3335  歯 

野畔の花ｸﾘﾆｯｸ 字大沼町３２２－３ 67-5111  内・整外 

鍋谷歯科医院 字大沼町２０６－１ 67-1848 67-2313 歯・矯・小歯・口外 

桜町メンタルクリニック 桜町１丁目３－４１ 83-6623  精・神・内 

大沼歯科クリニック 大川６丁目１－２ 64-4618  歯・小歯 

佐藤歯科クリニック 桜町２丁目２－８ 65-3335  歯 



- 92 - 

５ 町内薬局等 

店      名 住     所 電  話 ＦＡＸ 

ツルハ(株)ツルハドラッグ七飯大川店 大川１丁目２－１３ 86-6031  

(株)サッポロドラッグストアー七飯店 大川２丁目１７－１ 66-2500  

イガラシ薬局 大川３丁目６－１１ 65-6478  

サフラン調剤薬局 大川４丁目１－２ 65-2310 65-8166 

いこい薬局 大川８丁目１２－１７ 65-5960 65-1636 

サフラン調剤薬局中央店 大中山２丁目１９－２０ 66-2486 66-2487 

ツルハ(株)ツルハドラッグ七飯鳴川店 鳴川３丁目２６－８ 66-3268  

あかまつ調剤薬局 鳴川５丁目１－５ 66-2771 66-2777 

ホーム薬局七飯店 本町３丁目９－２８ 84-6434  

(有)ワールド薬局 本町３丁目１０－４７ 65-0505 65-0606 

すこやか調剤薬局 本町３丁目１０－４８ 65-0051  

ツルハ(株)ツルハドラッグ七飯店 本町４丁目１－４１ 64-2268  

ウエルネス薬局七飯店 本町５丁目４－１０ 64-7711  

アサヒ調剤薬局(株)七飯支店 本町６丁目６－６ 66-2222 66-2223 

ただ調剤薬局 本町６丁目７－４１ 65-0020  

 

６ 町内動物病医院 

動 物 病 院 名 住      所 電  話 ＦＡＸ 

アルゴ動物病院 大川６丁目１－８ 65-7000 65-7600 

九島動物病院 大中山１丁目７－１３ 65-0828  

いわもと動物病院 鳴川５丁目２－４ 64-1755  

美村獣医科医院 本町４丁目１１－１７ 65-2138  

パルどうぶつの病院 字大沼町８１７－１０ 67-1022 83-6334 
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資料３２ 介護保険サービス事業所一覧 

 

１ 介護予防支援事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

介護総合支援センター 安心ななえ 
本町６丁目１－１  

（保健センター内） 
66-2488  

 

２ 居宅介護支援事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

医療法人社団 慈友会 望ヶ丘医院 大川３丁目５－２８ 65-8111  

ケアプランセンター あかまつ 本町４丁目６－１０ 65-1183  

七飯町介護プランセンター「しゃきょう」 字中野２１０－２ 65-2111  

ケアプランセンター そよかぜ 本町６丁目７－１２ 64-3040  

ケアプラン ふれあい 本町４丁目１１－１５ 85-6048  

ケアサポート このか 本町２丁目２９－２ 65-0342  

ケアセンターこはく 本町２丁目９－１ 86-5320  

居宅介護支援事業所輝（きらり） 字藤城３６３－１０ 64-8870  

 

３ 訪問介護事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

ヘルパーステーション ほのか 本町４丁目６－１０ 65-8650  

ホームヘルパーステーション「七飯社協」 字中野２１０－２ 65-4902  

ヘルパーステーション そよかぜ Part2 本町６丁目７－１２ 64-1020  

訪問介護事業所 輝（きらり） 字藤城３６３－１０ 64-8870  

訪問介護ステーション だんだん 大川１丁目１２－１ 76-2318  

ヘルパーステーションくれよん 字桜町６６５－１１ 86-7270  

 

４ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

ケアコールセンター小華苑 
大川３丁目１８－１２ 86-7501  

 

５ 訪問看護事業所                                                            

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

訪問看護ステーション リンゴの樹 本町４丁目６－１０ 65-7878  

訪問看護ステーション かがりの杜 字上藤城３０２－１１ 83-2427  



- 94 - 

 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

訪問看護ステーション 小華苑 大川３丁目１３－１２ 64-3003  

社会福祉法人函館厚生院  

訪問看護ステーション なな心 
本町７丁目６５７－５ 65-2566  

 

６ 訪問リハビリ事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

ななえ新病院 

訪問リハビリテーション事業所 
本町７丁目６５７－５ 65-2525  

 

７ 通所介護事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

七飯町デイサービスセンター なかの苑 字中野２１０－２ 65-1002  

リハビリ倶楽部 ななみつき 緑町３丁目１－１ 66-2233  

デイサービス ふれあい 本町４丁目１１－１５ 65-6066  

デイサービスセンター  

こもれびの里ななえ  
本町４丁目７－１５ 65-5551  

 

８ 地域密着型通所介護事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

デイサービス のぞみがおか 大川３丁目５－２８ 65-8111  

デイサービス ももか 大中山２丁目１０－３ 66-5200  

デイサービスセンター おおかわ 大川５丁目４－７ 64-2310  

地域密着型デイサービス いちご農園 字上藤城３－６９ 64-1515  

 

９ 通所リハビリテーション事業所                                                    

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

ななえ新病院デイケアセンター 本町７丁目６５７－５ 65-2568  

あかまつの里 ななえ 本町４丁目６－１０ 65-1130  

 

10 小規模多機能型居宅介護事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

小規模多機能型居宅介護事業所  

ななえわとな 
本町６丁目７－１２ 66-5880  

小規模多機能型居宅介護事業所  

四丁目の夕日 
大中山４丁目９－１４ 65-1700  

 



- 95 - 

11 短期入所生活介護事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

短期入所生活介護事業所 ななみつき 緑町３丁目１－１ 66-2233  

 

12 短期入所療養介護事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 Ｆ Ａ Ｘ 

老人保健施設 あかまつの里 ななえ 本町 4 丁目６－１０ 65-1130  

 

13 介護老人福祉施設事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

介護老人福祉施設 ゆうりん 鳴川３丁目２５－２ 65-1122  

 

14 地域密着型介護老人福祉施設事業所 

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

地域密着型特別養護老人ホーム  

ゆうりんⅡみどりまち 
緑町３丁目１－１８ 66-6677  

 

15 介護老人保健施設事業所                                                               

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

老人保健施設 あかまつの里ななえ 本町４丁目６－１０ 65-1130  

 

16 介護医療院事業所                                                              

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

医療法人社団 慈友会 望ヶ丘医院 大川３丁目５－２８ 65-8111  

 

17 特定施設入所者生活介護事業所                                                            

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

ケアハウス フェニックスコート 鳴川３丁目２５－１ 65-1188  

フルールハピネスななえ 本町３丁目９－１７ 64-0022  

ケアハウス 豊寿 本町７丁目６５７－５ 66-3377  

渡島養護老人ホーム 好日園 字中野２１０－２ 65-2132  
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18 グループホーム（認知症対応型共同生活介護）事業所                                                        

事   業   所   名 住       所 電  話 ＦＡＸ 

七飯町高齢者グループホーム ひだまりの家 字中野２１０－２ 66-3353  

グループホーム ハッピードウナン 鳴川３丁目２６－１３ 66-2311  

グループホーム ななみつき 緑町３丁目１－１ 66-2233  

グループホーム ハッピーおおぬま 字大沼町１８４－１ 67-3800  

グループホーム 匠和  本町６丁目７－３３ 65-8714  

認知症グループホーム あずましの里ななえ 本町４丁目７－１６ 65-1717  
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資料３３ 災害救助基準（災害救助法の規定による） 

救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備  考 

 

避難所の設置 

 
災害により現
に被害を受け、
又は受けるお
それのある者
に供与する。 

 
（基本額） 
 避難所設置費 
 １人 １日当たり 
    330 円以内 
高齢者等の要援護者等を収容
する「福祉避難所」を設置した
場合、当該地域における通常の
実費を支出でき、上記を超える
額を加算できる。 

 
災害発生の
日から７日
以内 

 
１ 費用は、避難所の設置、維持 
及び管理のための賃金職員等 
雇上費、消耗器材費、建物等の 
使用謝金、借上費又は購入費、 
光熱水費、並びに仮設便所等の 
設置費を含む。 

２ 避難に当たっての輸送費は 
別途計上 

３ 避難所での避難生活が長期 
にわたる場合等においては、避 
難所で避難生活している者へ 
の健康上の配慮等により、ホテ 
ル・旅館など宿泊施設を借上げ 
て実施することが可能。 

 
応急仮設住宅
の供与 

 
住家が全滅、全
焼又は流失し、
居住する住家
がない者であ
って、自らの資
力では住宅を
得ることがで
きない者 

 
〇建設型応急住宅 
 １ 規模 
   応急救助の趣旨を踏ま 

え、実施主体が地域の実 
情、世帯構成等に応じて設 
定 

 ２ 基本額 １戸当たり 
    6,285,000 円以内 
 ３ 建設型応急住宅の供与 

終了に伴う解体撤去及び 
土地の原状回復のために 
支出できる費用は、当該地 
域における実費。 

 
災害発生の
日から２０
日以内着工 

 
１ 費用は設置にかかる原材料 
費、労務費、付帯設備工事費、 
輸送費及び建築事務費等の一 
切の経費として 6,285,000 円 
以内であればよい。 

２ 同一敷地内等に概ね 50 戸以 
上設置した場合は、集会等に利 
用できる。（50 戸未満であって 
も小規模な施設を設置できる） 

３ 高齢者等の要援護者等を数 
人以上収容する「福祉仮設住 
宅」を設置できる。 

４ 供与期間は２年以内 

 
〇賃貸型応急住宅 
 １ 規模 建設型仮設住宅 

に準じる。 
 ２ 基本額 
   地域の実情に応じた額 

 
災害発生の
の日から速
やかに借上
げ、提供 

 
１ 費用は、家賃、共益費、敷金、 
礼金、仲介手数料、火災保険等、 
民間賃貸住宅の貸主、仲介業者 
との契約に不可欠なものとし 
て、地域の実情に応じた額とす 
ること。 

２ 供与期間は建設型仮設住宅 
と同様。 

 
炊き出しその
他による食品
の供与 

 
１ 避難所に 
収容された 
者 

２ 住家に被 
害を受け、若 
しくは災害 
により現に 
炊事のでき 
ない者 

 
１人１日当たり 
  1,180 円以内 

 
災害発生の
日から７日
以内 

 
食品供与のための総経費を延給
食日数で除した金額が限度額以
内であればよい。 
（1 食は 1/3 日） 

 
飲料水の供給 

 
現に飲料水を
得ることがで
きない者（飲料
水及び炊事の
ための水であ
ること。） 

 
当該地域における通常の実費 

 
災害発生の
日から 7 日
以内 

 
輸送費、人件費は別途計上 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備  考 

 
被服、寝具
その他生活
必需品の供
与又は貸与 

 
全半壊（焼）、流出、
床上浸水等によ
り、生活上必要な
被服、寝具、その他
生活必需品を喪
失、若しくは毀損
等により使用する
ことができず、直
ちに日常生活を営
むことが困難な者 

 
１ 夏季（4 月～9 月）冬 
 季（10 月～3 月）の季 
別は災害発生の日をも 
って決定する。 

２ 夏季金額の範囲内 

 
災害発生の日か
ら 10 日以内 

 
１ 備蓄物資の価格は年度当 
初の評価額 

２ 現物給付に限ること 

区 分 
１人 

世帯 

２人 

世帯 

３人 

世帯 

４人 

世帯 

５人 

世帯 

６人以上 
１人増す 
ごとに加算 

全壊 
全焼 
流失 

夏 18,700 24,000 35,600 42,500 53,900 7,800 

冬 31,000 40,100 55,800 65,300 82,200 11,300 

半壊 
半焼 

床上浸水 

夏 6,100 8,300 12,300 15,000 18,900 2,600 

冬 9,900 12,900 18,300 21,800 27,400 3,600 

 
医療 

 
医療の途を失った
者 
（応急的処置） 

 
１ 救護班‥使用した薬剤、 
治療材料、医療器具破損等 
の実費 

２ 病院又は診療所‥国民 
健康保険診療報酬の額以 
内 

３ 施術者 
  協定料金の額以内 

 
災害発生の日か
ら１４日以内 

 
患者等の移送費は、別途計上 
 

 
助産 

 
災害発生の日以前
又は以後７日以内
に分べんした者で
あって災害のため
助産の途を失った
者 
（出産のみなら
ず、死産及び流産
を含み現に助産を
要する状態にある
者） 

 
１ 救護班等による場合は、 
使用した衛生資材等の実 
費 

２ 助産師による場合は、慣 
行料金の 100 分の 80 以内 
の額 

 
分べんした日か
ら７日以内 

 
妊婦等の移送費は、別途計上 

 
被災者の救
出 
 

 
１ 現に生命、身 
体が危険な状態 
にある者 

２ 生死不明な状 
態にある者 

 
当該地域における通常の実
費 

 
災害発生の日か
ら３日以内 
（死体の捜索の
場合は１０日以
内） 

 
１ 期間内に生死が明らかに 
ならない場合は、以後「死体 
の捜索」として取り扱う。 

２ 輸送費、人件費は別途計 
 上 

 
被災した住
宅の応急修
理 

 
１ 住家が半壊 
（焼）し、自らの資 
力により応急修 
理をすることが 
できない者 

２ 大規模な補修 
を行わなければ 
居住することが 
困難である程度 
に住宅が半壊 
（焼）した者 

 
居室、炊事場及び便所等日常
生活に必要最小限度の部分
１世帯当りの限度額 
 655,000 円以内 

 
災害発生の日か
ら３ヵ月以内に
完了 
（ただし、国の
災害対策本部が
設置された場合
は、災害発生の
日から６ヶ月以
内に完了） 

 
この制度の趣旨は、日常生活
に必要最小限度の部分を応急
的に修理することで、元の住
家に引き続き住むことを目的
としたものである。 
 

 
災害のため住家が
半壊に準じる程度
の損傷を受け、自
らの資力では応急
修理をすることが
できない者 

 
居室、炊事場及び便所等日常
生活に必要最小限度の部分
１世帯当りの限度額 
 318,000 円以内 

 
災害発生の日か
ら３ヵ月以内に
完了 
（ただし、国の
災害対策本部が
設置された場合
は、災害発生の
日から６ヶ月以
内に完了） 

 
この制度の趣旨は、日常生活
に必要最小限度の部分を応急
的に修理することで、元の住
家に引き続き住むことを目的
としたものであり、大規模半
壊、半壊等と考え方は同じで
る。 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備  考 

 

学用品の給与 

 

住家の全壊（焼）流

出、半壊（焼）又は

床上浸水により学用

品を喪失又は毀損等

により使用すること

ができず、就学上支

障のある小学校児

童、中学生生徒、義

務教育学校生徒及び

高等学校等生徒 

 

１ 教科書及び教科書以外の教

材で教育委員会に届出又はその

承認を受けて使用している教材、

又は正規の授業で使用している

教材実費 

２ 文房具及び通学用品は、１人 

当たり次の金額以内 

小学生児童 4,700 円 

中学生生徒 5,000 円 

高等学校等生徒 5,500 円 

 

災害発生の

日から 

（教科書） 

１ヵ月以内 

（文房具及

び通学用品） 

１５日以内 

 

１ 備蓄物資は評価額 

２ 入進学時の場合は 

個々の実情に応じて 

支給する。 

 

埋葬 

 

災害の際死亡した者

を対象にして実際に

埋葬を実施する者に

支給 

 

１体当たり 

 大人（１２歳以上） 

  213,800 円以内 

 小人（１２歳未満） 

  170,900 円 

 

災害発生の

日から１０

日以内 

 

災害発生にの日以前に

死亡した者であっても

対象となる。 

 

死体の捜索 

 

行方不明の状態にあ

り、かつ、四囲の事

情によりすでに死亡

していると推定され

る者 

 

当該地域における通常の実費 

 

災害発生の

日から１０

日以内 

 

１ 輸送費、人件費は、 

別途計上 

２ 災害発生後３日を 

経過したものは一応 

死亡した者と推定し 

ている。 

 

死体の処理 

 

災害の際死亡した者

について、死体に関

する処理（埋葬を除

く。）をする。 

 

（洗浄、消毒等） 

１体当たり 3,500 円以内 

 

   既存建物借上費 

    通常の実費 

   既存建物以外 

    5,400 円以内 

 

検案 救護班以外は慣行料金 

 

 

災害発生の

日から１０

日以内 

 

１ 検案は原則として 

救護班 

２ 輸送費、人件費は、 

別途計上 

３ 死体の一時保存に 

ドライアイスの購入 

費等が必要な場合は 

当該地域のおける通 

常の実費を加算でき 

る 

 

障害物の除去 

 

半壊(焼)又は床上浸

水した」住家であっ

て、住居又はその周

辺に運ばれた土石、

竹木等で一時的に居

住できない状態にあ

り、自力では当該障

害物を除去できない

者 

 

市町村内において障害物の除去

を行った一世帯当たりの平均 

  138,300 円以内 

 

災害発生の

日から１０

日以内 

 

 

輸送費及び賃

金 

職員等雇用費 

 

１ 被災者の避難に 

係る支援 

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の整 

理配分 

 

当該地域における通常の実費 

 

救助の実施

が認められ

る期間以内 

 

一 

時 

保 

存 
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救助の種類 対 象 費用の限度額 期 間 備  考 

 

実費弁償 

 

災害救助法施行令第

４条第１号から第４

号までに規定する者 

 

災害救助法第７条第１項の規定によ

り救助に関する業務に従事させた都

道府県知事等（法第３条に規定する

都道府県知事等をいう。）の総括する

都道府県等（法第１７条第１号に規

定する都道府県等をいう。）の常勤の

職員で当該業務に従事した者に相当

するものの給与を考慮して定める。 

 

救助の実態

が認められ

る期間以内 

 

時間外勤務手当及び

旅費は別途に定める

額 

 

救助の事務を

行うのに必要

な費用 

 

１ 時間外勤務手当 

２ 賃金職員等雇上 

 費 

３ 旅費 

４ 需用費（消耗品 

費、燃料費、食糧 

費、印刷製本費、 

光熱水費、修繕料） 

５ 使用料及び賃借 

 料 

６ 通信運搬費 

７ 委託費 

 

救助事務費に支出できる費用は、法

第２１条に定める国費負担を行う年

度（以下「国庫負担対象年度」とい

う。）における各災害に係る左記１か

ら７までに掲げる費用について、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１４３条に定める会計年

度所属区分により当該年度の歳出に

区分される額を合算し、各災害の当

該合算した額の合計額が、国庫負担

対象年度に支出した救助事務費以外

の費用の額の合算額に次のイからト

までに掲げる区分に応じ、それぞれ

イからトまでに定める割合を乗じて

得た額の合計額以内とすること。 

イ ３千万円以下の部分の金額につ 

いては 100 分の 10 

ロ ３千万円を超え６千万円以下の 

部分の金額については 100 分の 9 

ハ ６千万円を超え１億円以下の部 

分の金額については 100 分の 8 

ニ １億円を超え２億円以下の部分 

の金額については 100 分の 7 

ホ ２億円を超え３億円以下の部分 

の金額については 100 分の 6 

ヘ ３億円を超え５億円以下の部分 

の金額については 100 分の 5  

ト ５億円を超える部分の金額につ 

いては 100 分の 4 

 

 

  

※ この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事等は、内閣総理大臣に協議し、 

その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 
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資料３４ 緊急通行車両等の確認及び事前届出事務手続等要領 

 

  〇緊急通行車両等の事前届出・確認手続等要領の制定について 

                              平成２２年３月４日 

                              道本交規第 453号 

 

 緊急通行車両等の事前届出・確認手続等については、これまで「緊急通行車両等の事前 

届出・確認手続等要領の制定について」（平 21.8.20 道本交規第 1927 号。以下「旧通達」 

という。）に基づき行ってきたところであるが、今般、旧通達別表「指定行政機関等一覧」 

に変更があったことから、改めて「緊急通行車両等の事前届出・確認手続等要領」を別添 

のとおり制定し、平成２２年３月４日から実施することとしたので、事務処理上誤りの無 

いようにされたい。 

 なお、指定行政機関、指定地方行政機関、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共 

機関、協定締結機関については別に定める。 

 また、旧通達は、平成２２年３月４日付けで廃止する。 

 

 

 

別添 

 

緊急通行車両等の事前届出・確認手続等要領 

 

第１ 目的 

 この要領は、災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第 288 号。以下「災対法施行令」 

という。）第３３条第１項の規定に基づく緊急通行車両として使用されるものであること 

の確認、大規模地震対策特別措置法施行令（昭和５３年政令第 385号。以下「地震法施行 

令」という。）第１２条第１項の規定に基づく緊急輸送を行う車両（以下「緊急輸送車両」 

という。）であることの確認、原子力災害対策特別措置法施行令（平成１２年政令第 195 

号。以下「原災法施行令」という。）第８条第２項において災対法施行令第３３条第１項 

の規定を読み替えて適用することとされる緊急通行車両として使用されるものであるこ 

との確認及び武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成 

１６年政令第 275号。以下「国民保護法施行令」という。）第３９条において災対法施行 

令第３３条第１項の規定の例によることとされる緊急通行車両として使用されるもので 

あることの確認について、北海道公安委員会（以下「公安委員会」という。）が当該車両 

の需要数を事前に把握し、確認手続きの省力化、効率化を図るために、あらかじめ緊急通 

行車両又は緊急輸送車両として使用されるものであることの届出（以下「事前届出」とい 

う。）を受ける場合における公安委員会が行うべき事務処理等の要領を定めることを目的 

とする。 

 

第２ 災害対策基本法の規定に基づく緊急通行車両に係る取扱い 

 １ 災害対策基本法の規定に基づく緊急通行車両の事前届出 

   公安委員会は、北海道知事（以下「知事」という。）と連絡を取りつつ、災害応急対 

策活動の円滑な推進に資するため、災対法施行令第３３条第１項の規定に基づく緊急 

通行車両として使用される車両であることの確認について事前届出を実施するもの 

とする。 
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 ２ 事前届出の対象とする車両 

   公安委員会が行う災対法施行令第３３条第１項の規定に基づく確認の対象となる 

車両は、同令第３２条の２第２号において「災害応急対策に従事する者又は災害応急 

対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害応急対策を実施するため運転中の車両」と 

  規定されており、次の(1)及び(2)のいずれにも該当する場合、又は(3)に該当する場 

合に事前届出を受理するものとする。 

  (1) 災害時において、防災基本計画、防災業務計画、地域防災計画等に基づき、災害 

対策基本法（昭和３６年法律第 223号。以下「災対法」という。）第５０条第１項 

に規定する災害応急対策を実施するために使用される計画がある車両であること。 

   なお、同項では、災害応急対策は次のア～ケに掲げる事項について行うものとされ 

ている。 

   ア 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

   イ 消防、水防その他応急措置に関する事項 

   ウ 被災者の救難、救助その他保護に関る事項 

   エ 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

   オ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

   カ 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

   キ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

   ク 緊急輸送の確保に関する事項 

   ケ その他災害の発生の防御又は拡大の防止のための措置に関する事項 

  (2) 指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関 

、指定公共機関及び指定地方公共機関（以下「指定行政機関等」という。）が保有 

し、若しくは指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等の活動のために 

専用に使用される車両又は災害時に他の関係機関・団体等から調達する車両である 

こと。 

  (3) 災害に関する報道を行うことにより災対法第５０条第１項に規定する災害応急 

対策を実施する義務を明らかにする内容の協定を、北海道知事及び北海道公安委員 

会と締結している報道機関（以下「協定締結機関」という。）が保有し、道路運送 

事業者等との契約により常時報道機関の活動のために専用に使用し、又は災害時に 

他の関係機関・団体等から調達する車両であること。 

 ３ 緊急通行車両の事前届出に関する手続 

  (1) 事前届出に申請 

    事前届出の申請は、緊急通行に係る業務の実施について責任を有する者（代行者 

を含む。）が、別記第１号様式の緊急通行車両等事前届出書（以下「事前届出書」 

という。）２通に、当該車両の自動車検査証の写し及び輸送協定書その他の当該車 

両を使用して行う業務の内容を疎明する書類（輸送協定書がない場合にあっては指 

定行政機関等の上申書等）を添付し、当該車両の使用の本拠の位置を管轄する警察 

署長（以下「署長」という。）に提出することにより行うものとする。 

  (2) 事前届出書の送付 

    事前届出書を受理した署長は、当該事前届出書及び添付書類（以下「事前届出書 

等」という。）を確認の上、公安委員会に送付（札幌方面各警察署にあっては警察 

本部交通規制課、札幌方面以外の各警察署にあっては当該方面本部の交通課を経由） 

するものとする。 

  (3) 記載名用の確認 

    署長から事前届出書等の送付を受けた公安委員会は、届出に係る車両が緊急通行 
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車両に該当するか、次に掲げる要件について確認するものとする。 

   ア 第２の２の事項に該当すること。 

   イ 第２の２の(1)の計画に係る車両の用途（緊急輸送を行うこととなる車両にあ 

っては、輸送人員又は品名）及び車両の使用者等が適正であること。 

  (4) 届出済証の交付等 

   ア 届出済証の交付 

     公安委員会は、確認の結果、緊急通行車両に該当すると認められるものについ 

ては、別記第１号様式の緊急通行車両等事前届出済証（以下「届出済証」という。） 

を当該警察署を経由し、届出者に交付するものとする。 

   イ 届出済証の再交付 

     公安委員会は、届出済証の交付を受けた者から事前届出の内容に変更が生じ、 

又は届出済証を亡失し、滅失し、汚損し若しくは破損した旨の申出があったとき 

は、届出済証の再交付を行うものとし、この場合においては、届出済証に「再」 

と朱書するものとする。 

   ウ 届出済証の返還 

     公安委員会は、届出済証の交付を受けた車両が緊急通行車両として使用される 

車両に該当しなくなったとき、当該車両が廃車となったとき、その他緊急通行車 

両としての必要性がなくなったと認めるときは、速やかに届出済証を返還させる 

ものとする。 

   エ 事前届出の処理経過 

     公安委員会及び署長は、別記第２号様式の緊急通行車両等事前届出受理（届出 

済証交付）簿を備え付け、事前届出の受理、届出済証の交付等の事務処理経過を 

明らかにしておくものとする。 

 ４ 事前届出車両の確認 

  (1) 届出済証による確認は、警察本部交通規制課、方面本部交通課、警察署、交通検 

問所において行うものとする。 

  (2) 公安委員会は、届出済証の交付を受けている車両について確認の申出があった場 

合は、事前届出を行っていない者から申出に優先して確認を行うものとする。この 

場合においては、確認のための必要な審査は省略すること。 

  (3) 公安委員会は、確認に当たっては、当該車両の使用者に、既に交付されている届 

出済証を提出させるとともに、災対法施行令第３３条第２項に規定する証明書（以 

下「証明書」という。）に必要事項を記載させることにより手続を行うものとする。 

  (4) 公安委員会は、緊急通行車両であることの確認を行った場合、災害対策基本法施 

行規則（昭和３７年総理府令第 52号。以下「災対法施行規則」という。）別記様式 

第３の標章及び災対法施行規則別記様式第４の緊急通行車両確認証明書を交付す 

るものとする。 

 ５ 指定行政機関等及び協定締結機関に対する指導等 

  (1) 指定行政機関等及び協定締結機関に対する指導 

    公安委員会は、指定行政機関等及び協定締結機関に対して、届出済証の交付を受 

けた車両の確認要領、届出済証の再交付及び返還の手続、届出済証の自動車検査証 

との一体的保管等についての指導を行うものとする。 

  (2) 知事との調整 

    公安委員会は、事前届出の受理及び届出済証の交付を受けた者から確認の申出が 

あった場合の取扱い等について、知事と必要な調整を図るものとする。 
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第３ 大規模地震対策特別措置法の規定に基づく緊急輸送車両に係る取扱い 

 １ 大規模地震対策特別措置法の規定に基づく緊急輸送車両の事前届出公安委員会は、 

知事と連絡を取りつつ、地震防災応急対策活動の円滑な推進に資するため、地震法施 

行令第１２条第１項の規定に基づく緊急輸送車両であることの確認について事前届 

出を実施するものとする。 

 ２ 事前届出の対象とする車両 

   公安委員会が行う確認の対象となる車両は、地震法施行令第１２条第１項において 

「法第２４条に規定する緊急輸送を行う車両」と規定されており、次のいずれにも該 

当する場合に事前届出を受理するものとする。 

  (1) 警戒宣言発令時において大規模地震対策特別措置法（昭和５２年法律第 73号。 

以下「地震法」という。）第３条第１項の規定に基づき地震防災対策強化地域に指 

定された地域を管轄する都道府県又はこれに隣接する都道府県を輸送経路として 

地震法第２１条第１項の地震防災応急対策に係る緊急輸送を行う計画がある車両 

であること。なお、同項では、地震防災応急対策は次のア～クに掲げる事項につい 

て行うものとされている。 

   ア 地震予知情報の伝達及び避難の勧告又は指示に関する事項 

   イ 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

   ウ 応急の救護を要すると認められる者の救護その他保護に関する事項 

   エ 施設及び設備の整備及び点検に関する事項 

   オ 犯罪の予防、交通の規制その他当該大規模な地震により地震災害を受けるおそ 

    れのある地域における社会秩序の維持に関する事項 

   カ 緊急輸送の確保に関する事項 

   キ 地震災害が発生した場合における食糧、医薬品その他の物資の確保、清掃、防 

疫その他の保健衛生に関する措置、その他応急措置を実施するため必要な体制の 

整備に関する事項 

   ク その他地震災害の発生の防災又は軽減を図るための措置に関する事項 

  (2) 指定行政機関等（指定地方公共機関を除く。以下第３の２(2)において同じ。）が 

保有し、若しくは指定行政機関等との契約等により常時指定行政機関等の活動のた 

めに専用に使用される車両又は警戒宣言発令時に他の関係機関、団体等から調達す 

る車両であること。 

 ３ 災対法の規定に基づく緊急通行車両の事前届出及び確認等に関する規定の準用 

   第２の３から第２の５までの規定は、地震法の規定に基づく緊急輸送車両の事前届 

出及び確認等に準用する。この場合において、第２の４(3)中「災対法施行令第３３ 

条第２項」とあるのは「地震法施行令第１２条第２項」と、第２の４(4)中「災害対 

策基本法施行規則（昭和３７年総理府令第 52 号。以下「災対法施行規則」という。） 

別記様式第３」とあるのは「大規模地震対策特別措置法施行規則（昭和５４年総理府 

令第 38号。以下「地震法施行規則」という。）別記様式第６」と、「災対法施行規則 

別記様式第４」とあるのは「地震法施行規則別記様式第７」と読み替えるものとする。 

 ４ 地震法の規定に基づく緊急輸送車両が届出済証の交付を受けている場合の取扱い 

   地震法第２４条の規定に基づく緊急輸送車両として届出済証の交付を受けている 

車両は、地震法第９条の警戒宣言に係る地震が発生した場合には災対法第７６条第１ 

項の規定に基づく緊急通行車両として、届出済証の交付を受けている車両とみなすこ 

ととする。 
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第４ 原子力災害対策特別措置法の規定に基づく緊急通行車両に係る取扱い 

 １ 原子力災害対策特別措置法の規定に基づく緊急通行車両の事前届出 

   公安委員会は、知事と連絡を取りつつ、緊急事態応急対策活動の推進に資するため、 

原災法施行令第８条第２項において災対法施行令第３３条第１項の規定を読み替え 

て適用することとされる緊急通行車両として使用される車両であることの確認につ 

いて事前届出を実施するものとする。 

 ２ 事前届出の対象とする車両 

   原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第 156号。以下「原災法」という。） 

において、確認の対象となる車両は、「緊急事態応急対策に従事する者又は緊急事態 

応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の緊急事態応急対策と実施するための車両」 

であり、次のいずれにも該当する場合に事前届出を受理するものとする。 

  (1) 原子力緊急事態宣言発令時において原災法第２６条愛１項の緊急事態応急対策 

を実施するために使用される計画がある車両であること。なお、同項では、緊急事 

態応急対策は卯木のア～クい掲げる事項について行うものとされている。 

   ア 原子力緊急事態宣言、その他原子力災害に関する情報の伝達及び避難の勧告又 

は指示に関する事項 

   イ 放射線量の測定、その他原子力災害に関する情報の収集に関する事項 

   ウ 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

   エ 施設及び設備の整備及び点検並びに応急の復旧に関する事項 

   オ 犯罪の予防、交通の規制、その他当該原子力災害を受けた地域における社会秩 

序の維持に関する事項 

   カ 緊急輸送の確保に関する事項 

   キ 食糧、医薬品、その他物資の確保、居住者等の被ばく放射線量の測定、放射性 

物質による汚染の除去、その他の応急措置の実施に関する事項 

   ク その他原子力災害（原子力災害が生ずる蓋然性を含む。）の拡大の防止を図る 

ための措置に関する事項 

  (2) 指定行政機関等及び原子力事業者（以下「原子力事業者等」という。）が保有し、 

若しくは原子力事業者等との契約等により常時原子力事業者等の活動のために専 

用に使用される車両又は原子力緊急事態宣言発令時に他の関係機関・団体等から調 

達する車両であること。 

 ３ 災対法の規定に基づく緊急通行車両の事前届出及び確認等に関する規定の準用 

   第２の３から第２の５までの規定は、原災法の規定に基づく緊急通行車両の事前届 

出及び確認等に準用する。 

 

第５ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律の規定に基づく緊 

急通行車両に係る取扱い 

 １ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律の規定に基づく緊 

急通行車両の事前届出 

   公安委員会は、知事と連絡を取りつつ、国民の保護のための措置の円滑な推進に資 

するため、国民保護法施行令第３９条において災対法施行令第３３条第１項の規定 

の例によることとされる緊急通行車両として使用される車両であることの確認につ 

いて事前届出を実施するものとする。 

  (1) 武力攻撃事態等において、国民の保護に関する基本指針、国民の保護に関する計 

画、国民の保護に関する業務計画等に基づき、次のア～カに掲げる措置その他の武 

力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護するため、又は武力攻撃が国民生活及 
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び国民経済に影響を及ぼす場合において当該影響が最少となるための措置を実施 

するために使用される計画がある車両であること。 

   ア 警報の発令、避難の指示、被災者の救助、消防等に関する措置 

   イ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置 

   ウ 保健衛生の確保及び社会秩序の維持に関する措置 

   エ 輸送及び通信に関する措置 

   オ 国民の生活の安定に関する措置 

   カ 被害の復旧に関する措置 

  (2) 指定行政機関等が保有し、若しくは指定行政機関等との契約等により常時指定行 

政機関等の活動のために専用に使用される車両又は武力攻撃事態等に他の関係機 

関・団体等から調達する車両であること。 

 ３ 災対法の規定に基づく緊急通行車両の事前届出に関する手続、事前届出車両の確認 

手続については、地方防災会議等を通じて関係機関等に対し、その趣旨、対象、届出 

要領等の周知徹底を図るものとする。 

 

第６ その他 

   公安委員会は、緊急通行車両等の事前届出に関する手続、事前届出車両の確認手続 

については、地方防災会議等を通じて関係機関等に対し、その趣旨、対象、届出要領 

等の周知徹底を図るものとする。 

 

※ 別記様式省略 
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資料３５ 七飯町との協定等一覧 

１ 協定等締結数 

 行政間 民間等 消 防 協議会 合計 

協 定 ７ ３７ ５  ４９ 

申合せ １    １ 

協議会    １ １ 

合 計 ８ ３７ ５ １ ５１ 

 

２ 行政間協定等名称及び内容 

№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

１ 
函館地域２市
１町防災協定 

七飯町 
函館市 
北斗市 

H8.12.3 

①食糧、飲料水、生活必需品等の提
要斡旋 
②救援、救助活動に必要な車両の提
供斡旋 
③救援、救助、医療、防疫等物資の
提供斡旋 
④救援等に必要な職員の派遣 
⑤児童、生徒の受入れ 
⑥住宅の提供 

２ 
災害救助用米
穀等引渡協定 

農林水産省 
北海道農政事
務所 
北海道 

H18.10.3 
政府所有米穀、災害対策用乾パン及
び乾燥米穀の緊急引渡 

３ 

災害時におけ
る北海道及び
市町村相互の
応援等に関す
る協定 

北海道 
北海道市長会 
北海道町村会 

H27.3.31 

①食糧、飲料水、生活必需品等の提
要斡旋 
②救出、医療等の応急措置等に必要
な資機材、物資の提供斡旋 
③避難、救援等活動に必要な車両の
提供斡旋 
④避難、救援、救護、救助活動等必
要な職員の派遣 
⑤一時収容のための施設の提供斡旋 

４ 

北海道地方に
おける災害時
の応援に関す
る申合せ 

七飯町 
北海道開発局 

H22.5.31 
①土木施設等の被害状況把握 
②二次災害の防止に資する応急措置 

５ 
災害時におけ
る相互応援に
関する協定 

七飯町 
宮城県利府町 
静岡県清水町 

H24.11.16 

①応急措置及び応急復旧に必要な職
員派遣 
②被災者の救助、医療救護及び防疫
に必要な資機材及び物資の提供 
③生活必需物資の斡旋及び提供並び
にその補給に必要な資機材の提供 
④救援及び救助活動に必要な車両等
の提供 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

６ 
災害時の応援
に関する協定 

財務省北海道
財務局 
北海道 
北海道市町村
会 

H26.3.28 

①避難施設運営補助 
②災害ボランティア及び支援物資の
受付事務 
③有価物の分別等作業 
④り災証明書申請受付及び発行に関
する事務 
⑤り災建物判定に係る現地調査補助 

７ 
広域防災に係
る相互応援に
関する覚書 

七飯町 
北斗市 

R6.6.26 
①平常時の相互協力 
②災害時の相互協力 

８ 

大規模災害時
等における連
携に関する協
定 

七飯町 
陸上自衛隊 
第 28普通科
連隊 

H26.7.9 

①情報連絡に係る手段の確保及び体
制の充実 
②資料等の共有 
③防災訓練・会議等への参加 

 

３ 民間等との協定等名称及び内容 

№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

１ 
災害救急医療
に関する協定 

渡島管内町村
渡島医師会 

S61.4.1 
①傷病者に対する応急措置 
②後方医療施設への移送 
③死亡の確認 

２ 

函館地域２市
１町における
災害時の消費
生活の安定お
よび応急生活
物資の供給に
関する協定 

函館市 
北斗市 
七飯町 
(株)ハセガワ
ストア 

H8.12.3 

①食料品（主食、副食、調味料等、
その他） 
②飲料品 
③生活物資（寝具類、衣料品、日用
品等、学用品等、燃料等） 

３ 

函館地域２市
１町における
災害時の消費
生活の安定お
よび応急生活
物資の供給に
関する協定 

函館市 
北斗市 
七飯町 
(株)セイコー
マート 

H8.12.3 

①食料品（主食、副食、調味料等、
その他） 
②飲料品 
③生活物資（寝具類、衣料品、日用
品等、学用品等、燃料等） 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

４ 

函館地域２市
１町における
災害時の消費
生活の安定お
よび応急生活
物資の供給に
関する協定 

函館市 
北斗市 
七飯町 
(株)セブン－
イレブン・ジ
ャパン 

H8.12.3 

①食料品（主食、副食、調味料等、
その他） 
②飲料品 
③生活物資（寝具類、衣料品、日用
品等、学用品等、燃料等） 

５ 

函館地域２市
１町における
災害時の消費
生活の安定お
よび応急生活
物資の供給に
関する協定 

函館市 
北斗市 
七飯町 
(株)魚長 

H8.12.3 

①食料品（主食、副食、調味料等、
その他） 
②飲料品 
③生活物資（寝具類、衣料品、日用
品等、学用品等、燃料等） 

６ 

函館地域２市
１町における
災害時の消費
生活の安定お
よび応急生活
物資の供給に
関する協定 

函館市 
北斗市 
七飯町 
生活協同組合
市民生協コー
プさっぽろ 

H8.12.3 

①食料品（主食、副食、調味料等、
その他） 
②飲料品 
③生活物資（寝具類、衣料品、日用
品等、学用品等、燃料等） 

７ 

日本水道協会
北海道地方支
部災害時相互
応援に関する
協定 

日本水道協会
北海道地方支
部 
北海道地区協
議会 

H10.7.1 

①応急給水作業 
②応急復旧作業 
③応急復旧資材の提供 
④工事業者の斡旋 

８ 

災害時におけ
る七飯郵便局
と七飯町の相
互協力に関す
る協定 

七飯町 
郵便局(株) 
七飯郵便局 

H20.7.1 
①広報活動 
②情報の相互提供 
③車両の提供 

９ 

災害対応型自
動販売機によ
る協働事業に
関する協定 

七飯町 
北海道コカ・
コーラボトリ
ング(株) 

H21.3.17 

①災害対応型自動販売機の電光掲示
板による情報提供 
②緊急時における災害対応型自動販
売機内在庫飲料の無償提供(７ヵ所) 

10 

災害時におけ
るエルピーガ
ス供給等の協
力に関する協
定 

七飯町 
北海道エルピ
ーガス協会 
道南支部 

H22.6.28 
①エルピーガスの供給 
②エルピーガス燃料として使用する
関連機器 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

11 

災害等の発生
時における七
飯町と北海道
エルピーガス
災害対策協議
会の応急・復
旧活動支援に
関する協定 

七飯町 
北海道エルピ
ーガス災害対
策協議会 

H22.6.28 

①LPガスの被害状況、復旧状況の情
報提供 
②応急措置、復旧工事 
③LPガスの供給、関連機器の設置工
事 
④供給停止が長期となった場合の簡
易コンロ等の手配 
⑤大規模火災現場における安全対策 

12 

災害時におけ
る隊友会の協
力に関する協
定 

七飯町 
隊友会函館地
方隊友会 

H24.5.31 

①情報収集、整理業務 
②災害、安否、生活情報収集伝達 
③給水、炊き出し等救助活動 
④避難所の開設運営 
⑤瓦礫の撤去、清掃、防疫 
⑥物資、資財の運送配分 

13 

災害時におけ

る機器の提供

に関する協定 

七飯町 

(株)カナモト

函館営業所 

H24.6.26 

①仮設ハウス、トイレ 

②移動式暖房器具 

③発電機 

14 

災害時におけ

る石油類燃料
の供給に関す
る協定 

七飯町 
函館地方石油
業協同組合 

H25.6.21 

①緊急車両等への石油類の優先給油 
②災害対策上重要な施設への優先提

供 
③一時休憩所としえの施設提供、水
道水、トイレ等の提供 
④情報提供 

15 

災害時におけ

る災害情報の
放送に関する
協定 

七飯町 

函館山ロープ
ウエイ(株) 
FMいるか 

H25.9.15 ① 災害情報の放送 

16 

災害時におけ
る応急及び復
旧対策に関す
る協定 

七飯町 
七飯町建設協
会 

H25.11.12 

①パトロール 
②救助、救出班の協力 
③道路の確保 
④道路、河川、橋梁等の応急復旧対
策 
⑤応急仮設住宅の建設 

17 

災害時におけ
る飲料の提供
等に関する協
定 

七飯町 
サントリーフ
ーズ(株) 

H26.5.26 ①飲料水の提供 

18 
災害時におけ
る飲料の提供
に関する協定 

七飯町 
(株)伊藤園 

H26.6.23 ①飲料水の提供 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

19 

災害用ＬＰガ
ス施設等の使
用に関する合
意書 

七飯町 
(有)七飯ガス 
ナカガワ 

H26.9.29 ①災害用ＬＰガス施設等の使用 

20 

災害時におけ
る物資等の輸
送に関する協

定 

七飯町 
一般社団法人
函館地区トラ

ック協会 

H26.10.7 

①被災者支援に必要な生活必需品等
の輸送 
②災害応急対策に必要な資機材等の

輸送 

21 
災害時におけ

る遺体搬送等
に関する協定 

七飯町 
一般社団法人

全国霊柩自動
車協会 

H27.10.2 

①霊柩自動車等による遺体搬送 
②遺体の収納・搬送に必要な資機材

及び消耗品並びに作業等の役務の提
供 
① その他遺体搬送等に必要な事項 

22 

災害時におけ

る上下水道施
設の応急対策
に関する協定 

七飯町 

七飯管工事業
協同組合 

H28.4.1 
①上下水道施設の応急復旧に関する
役務 

23 

災害時におけ
る建設機械の

提供に関する
協定 

七飯町 
キャタピラー
イーストジャ
パン(株) 
北海道支社 

H28.7.1 
①油圧ショベル 
②ブルドーザー 
③ショベルローダ等 

24 

災害時におけ
る消費生活の
安定及び応急
生活物資の供
給に関する協
定 

七飯町 
北海道キヨス
ク(株) 

H30.7.1 
①応急生活物資の供給 
（保有又は製造する物資） 

25 

災害時におけ
る飲料水の提
供等に関する
協定 

七飯町 
北海道キリン
ビバレッジ
(株) 

H31.1.17 
①緊急時飲料提供自動販売機内在庫
飲料の無償提供 
②災害時備蓄用飲料水の無償提供 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

26 

災害時におけ
る地図製品等
の供給に関す
る協定 

七飯町 
(株)ゼンリン 

R1.11.11 

①災害業務における地図製品の無償
利用 
②災害業務及び防災訓練時に使用す
る住宅地図等の無償貸与及び複製利
用 

27 
災害時におけ
る飲料供給に
関する協定 

七飯町 
(株)ワッズ 

R2.7.28 
①災害備蓄用飲料水の無償提供 
②災害時における飲料水の供給 

28 

災害時におけ
る燃料の供給
等に関する協
定 

七飯町内 
事業所１０社 

R3.3.22 
①災害時の燃料（石油類及びＬＰガ
ス）の優先提供 

29 

七飯町災害ボ
ランティアセ
ンターの設置
及び運営に関

する協定 

七飯町社会福
祉協議会 

R3.7.13 
①災害ボランティアセンターの開設 
②災害ボランティアの受入及び活動 
依頼 

30 

災害時におけ
る福祉用具等
物資の供給等
協力に関する
協定 

一般社団法人
日本福祉用具
供給協会 

R3.9.1 
①災害時における福祉用具の供給及
び運搬協力 

31 

災害時におけ
る入浴機会の
無償提供に関

する協定 

株式会社テル
メななえ 

R4.3.1 
①災害時の被災者への入浴機会の無
償提供 

32 

大規模災害時
における相互
協力に関する
基本協定 

北海道電力 
北海道電力ネ
ットワーク 

R4.7.20 

①災害発生時の被害状況等に関する
情報共有 
②北電等からの要請による町道区域
内の通行に支障となる樹木・土砂な
どの除去作業への協力 

33 

大規模災害時
における相互
協力に関する

基本協定 

株式会社  
ＮＴＴ東日本 

R4.11.7 

①災害発生時の被害状況等に関する
情報共有 
②東日本電信電話からの要請による

町道区域内の通行に支障となる樹
木・土砂などの除去作業への協力 
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№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

34 

災害時におけ
る応急仮設住
宅(移動式木
造住宅)の建
設に関する協
定 

七飯町 
日本ﾑｰﾋﾞﾝｸﾞ 
ﾊｳｽ 

R6.3.14 応急仮設住宅建設に関する協力 

35 
災害時におけ

る物資供給に
関する協定 

七飯町 
NPO法人 

コメリ災害対
策センター 

R6.5.9 調達可能な物資の供給 

36 

災害時におけ
る機器及び器
具の提供に関
する協定 

七飯町 
羽衣運輸 

R7.4.28 保有機器等の供給 

37 
災害時の飲料
の提供に関す

る協定 

七飯町 

ベンテック 
R7.7.2 飲料水の提供 

 

４ 消防による協定等名称及び内容 

№ 協定等の名称 締結者 締結日 主な内容 

1 

函館市・南渡
島消防事務組
合消防相互応
援協定 

函館市 
南渡島消防事
務組合 

S51.9.1 ①災害等消防活動の応援 

2 
消防相互応援
協定 

檜山広域消防
組合 
渡島西部消防
事務組合 
南渡島消防事
務組合 
渡島東部消防
事務組合 

S51.9.24 ①災害等消防活動の応援 

3 

森町・南渡島
消防事務組合

消防相互応援
協定 

南渡島消防事

務組合 
森町 

S56.7.1 ① 災害等消防活動の応援 
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№ 名称 締結者 締結日 主な内容 

4 
北海道広域消
防相互応援協
定 

北海道内の市
町及び一部事
務組合 

H3.4.1 
①消防・救助・救急・支援隊等の応
援 

5 
北海道消防防
災ヘリコプタ
ー応援協定 

北海道内の市
町及び一部事
務組合 

H8.6.25 ①消防防災ヘリによる活動 

 

５ 防災協議会の名称及び内容 

№ 名称 締結者 締結日 主な内容 

１ 
北海道駒ヶ岳
火山防災協議
会 

活動火山対策
特別措置法第
4条第２項に
定める構成機
関 

H28.3.22 

①防災計画作成及び修正 
②災害対策基本法による協力要求・
要請等 
③災害応急対策等連絡調整 
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「七飯町地域防災計画」の沿革 

 

昭和３７年１２月２４日 七飯町防災計画作成 

 

昭和４２年 ４月３０日 第１回修正 

 

昭和６０年 ３月１８日 第２回修正 

 

平成１３年 ３月１５日 第３回修正(全面改正) 

 

平成２５年 ９月３０日 第４回修正（全面改正） 

 

平成２８年 ６月 ６日 第５回修正（一部修正） 

 

令和 ２年 ２月 ３日 第６回修正（全面改正） 

 

令和 ３年 ２月２２日 第７回修正（一部修正） 

 

令和 ５年 ３月１７日 第８回修正（一部修正） 

 

令和 ７年 ８月１５日 第９回修正（一部修正） 
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